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第２部 利用者情報の適切な取扱いの確保について 

 

第１章 プラットフォームサービスに係る利用者情報を巡る現状と課題 

 

１ プラットフォームサービスに係る利用者情報の現状と課題 

 

スマートフォンや IoT等を通じて、様々なヒト・モノ・組織がインターネッ

トにつながり、大量のデジタルデータの生成・集積が飛躍的に進展するととも

に、AI によるデータ解析などを駆使した結果が現実社会にフィードバックさ

れ、様々な社会的課題を解決する Society 5.0の実現が指向されている。 

インターネットへの接続についても大半がモバイル経由で行われており、

SNS、動画共有サイト、ニュース配信、検索等含めた多くの情報流通がスマート

フォン等経由で行われている。スマートフォン等を通じたインターネットの活

用は社会経済活動のインフラとなるとともに、今後 AI の活用や IoT 化の進展

に伴いデータ流通環境等を大きく変化させることが想定される。ポストコロナ

時代に向けて、デジタルシフトは更に進んでいくことが想定される。 

 

この中で、様々なサービスを無料で提供するプラットフォーム事業者の存在

感が高まっており、利用者情報 1が取得・集積される傾向が強まっている。ま

た、生活のために必要なサービスがスマートフォン等経由でプラットフォーム

事業者により提供され、人々の日常生活におけるプラットフォーム事業者の重

要性が高まる中で、より機微性の高い情報についても取得・蓄積されるように

なってきている。これらの情報を踏まえ、プロファイリングやその結果を踏ま

えたレコメンデーションが幅広く行われることにより、利用者の利便性が高ま

る一方、知らないうちにその結果に利用者が影響される可能性も高まっている。 

利用者の利便性と通信の秘密やプライバシー保護とのバランスを確保し、プ

ラットフォーム機能が十分に発揮されるようにするためにも、プラットフォー

ム事業者がサービスの魅力を高め、利用者が安心してサービスが利用できるよ

う、利用者情報の適切な取扱いを確保していくことが重要である。 

イノベーションや市場の発展を維持しつつ、利用者が安心してスマートフォ

ンやインターネットを通じたサービスを利用していくことができる環境を確

保していく上でも、関係する事業者それぞれにおいて利用者情報の適切な取扱

いが確保されることが重要であると考えられる。 

                                                        
1 利用者情報としては、①利用者の識別に係る情報（氏名、住所等の契約者情報、ログインに必
要な識別情報、クッキー技術を用いて生成された識別情報、契約者・端末固有 ID）、②通信サ
ービス上の行動履歴や利用者の状態に関する情報（通信履歴、ウェブページ上の行動履歴、ア
プリケーションの利用履歴、位置情報、写真、動画、システム利用ログ、端末の設定等）、③第
三者の情報（電話帳）等が含まれる。 
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そのため、スマートフォンやタブレットなどの通信端末の位置情報や、ウェ

ブ上の行動履歴、利用者の端末から発せられ、又は、利用者の端末情報に蓄積

される端末 ID やクッキーなどの端末を識別する情報等の実態を把握した上で

検討を行うことが適切である。 

 

（１） プラットフォーム事業者の重要性 

 

現在の我が国における市場の動向として、モバイルの検索エンジンの

シェアは約 79%が Googleであり、約 20%が Yahoo!2となっている。 

また、モバイルOSのシェアは、約64%がAppleの提供するiOS(iPhone）

であり、約 36%が Google の提供する Androidである。各 OS に対応した

アプリは、OS 提供事業者である Apple が運営する AppStore(iOS）又は

Google が運営する Google Play（Android)から入手可能となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
2 Yahoo! Japanは、2010 年からGoogle の検索技術を利用している。 

出典：statcounter GlobalStats から総務省作成 
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インターネット閲覧に用いるブラウザについては、モバイルブラウザ

のシェアは、約 59%が Appleの提供する Safari、約 35%が Googleの提供

する Chromeである。デスクトップ（PC）ブラウザのシェアは、約 61%が

Googleの提供する Chrome、約 21%が Microsoftの提供する Edge、約５%

が Appleの提供する Safariである。 

 

なお、利用者がスマートフォンなどのモバイル経由でインターネット

に接続し、プラットフォーム事業者の提供するサービスを活用する場合

が多くなってきていると考えられる。インターネット広告は継続して高

い成長をしており 2021 年のインターネット広告媒体費２兆 1,571 億円

（前年比 122.8%）のうち検索連動型広告費が 7,991億円（前年比 117.7%）、

ビデオ（動画）広告費が 5,128 億円（前年比 132.8%）となっている 3。

また、SNS や動画共有系等のソーシャル広告費が 7,640 億円（前年比

134.3%）4と大きく伸びている。これらをモバイル経由の広告が牽引して

いると考えられる。2019年におけるインターネット広告のうち、約 76%

がモバイル広告となっており、約 24%がデスクトップ広告となっている

とされる。 

 

 

 

 

 

 

                                                        
3 2021年の日本の総広告費は６兆 7998 億円（前年比 110.4%）、そのうちインターネット広告費
は継続して高い成長率を保ち２兆 7,052 億円（前年比 121.4％）とされる（出典：2021年日本
の広告費 インターネット広告媒体費 詳細分析（2022 年３月９日））。 

4 2021年のソーシャル広告のうち、SNS 系が 3,168億円、動画共有系が 2,610 億円とされる
（出典：2021年日本の広告費 インターネット広告媒体費 詳細分析（2022 年３月９日））。 

出典：statcounter GlobalStats から総務省作成 
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このように、検索、OS、ブラウザなどのインターネットを利用する際

に不可欠な各分野において、プラットフォーム事業者は大きな役割を果

たしている。 

プラットフォーム事業者のセグメント別売上比率を見ると、広告の売

上については、Meta及び Alphabet(Google)はそれぞれ約 98%、約 81%と

大きな割合を占めており、LINE、Zホールディングスもそれぞれ約 62％、

約 41%と相当の割合を占めている。また、コンテンツの売上については、

会社によって割合に差異があるものの、Z ホールディングスが約 59%、

LINEが約 38%、Appleが約 19%、Alphabet(Google)が約 18%と重要な位置

づけとなっている。端末販売については、Appleが約 81％と大きな割合

を占めている。 

プラットフォーム事業者の事業領域には共通している部分と独自の

部分があり、利用者情報の取得・蓄積・利用についてもそれぞれのプラ

ットフォーム事業者による事業活動を踏まえたものとなることが想定

される。 
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プラットフォーム事業者のセグメント別売上比率 5 

 

 

（２） 利用者情報の取扱いに関する動向 

 

① スマートフォンにおけるアプリケーションに関連する動向 

 

スマートフォンにおいては、様々なアプリケーションが利用されて

いるが、アプリケーションのプライバシーポリシーの掲載率は 2016年

以降大幅に向上してきている 6。これは、スマートフォンの OS を提供

するとともにアプリケーション提供マーケットを運営している Apple

及びGoogleがプライバシーポリシー掲載に関するガイドラインの策定

や規制強化を実施しアプリケーション提供者に働きかけを強めてきた

ことによる影響が大きいと考えられる 7。 

                                                        
5 Apple、Alphabet、Meta については「How Big Tech Makes Their Billions」から 2021 年のデー
タにより総務省作成。 Zホールディングスについてはセグメント別連結損益計算書推移表（IR
情報）から 2021 年度のデータにより総務省作成。LINE については Z ホールディングス決算
補足説明資料（IR 情報）から LINE に関する 2021年度データにより総務省作成（広告・メデ
ィア事業以外の内訳は不明のため、「その他」として計上）。 

6 本研究会（第 21回）資料 5「スマートフォン プライバシー アウトルックの取組内容の紹
介」 P6、利用者情報 WG（第 12 回）資料２「スマートフォン上のアプリケーションにおけ
る利用者情報の取扱いに係る調査・分析」等 

7 Apple は 2016 年 6 月に App Store 審査ガイドラインを大幅に改正しデバイスからの利用者情
報（位置情報、連絡先、カレンダー等）のアクセスを実施するアプリケーションはプライバシ
ーポリシーを明示すべきとし、2018 年 10 月には全てのアプリにプライバシーポリシーの掲載
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一方で、会社全体やサービス全体を対象としたプライバシーポリシ

ーを掲載するアプリケーションも多く、当該アプリケーションのどの

情報をどの目的のために取得するかは読み取りにくいとの指摘があり、

簡略版の掲載率についても低水準で推移しており課題がある。 

OSにより、位置情報 8、カメラ、マイク、センサー、電話帳、カレン

ダー、フォトライブラリー、ヘルスデータ等のプライバシー性の高い

情報へのアクセスを行う場合には、アプリケーション内で利用者に個

別許可を求める機能等や利用者が各アプリのアクセス可能なデータを

設定できるダッシュボード機能 9も導入されている。さらに、アプリが

カメラやマイクを仕様した際にステータスバーに表示する機能、位置

情報に関して大まかな位置を提供する機能等 10やデータ取得の同意取

得時に「今回のみ」許可するオプション等も導入されている。 

 

 

 

                                                        
を義務づけており、2020 年 12 月以降新規アプリの提出/更新時にアプリのプライバシー情報
（取得するデータ等）について提出するように義務づけ、提出されたアプリのプライバシー情
報は App Store のアプリ紹介ページで表示される。また、Google は 2016 年 12 月にプライバ
シーポリシーが掲載されていないアプリへの警告、2017 年には個人情報をユーザの同意なく
収集するアプリに対する警告を行っている。さらに、Google は 2022 年 7月から全てのアプリ
にプライバシーポリシーを掲載するとともに、アプリが取得するデータについて提出すること
を義務づけることを 2021 年 5 月に発表した。（本研究会（第 21 回）資料５「スマートフォン
プライバシーアウトルックの取り組み内容の紹介」P７～８、利用者情報ＷＧ（第４回）資料
２「スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報の取扱いに係る調査・分析」P21、
利用者情報 WG（第 12 回）資料２「スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情
報の取扱いに係る調査・分析」P38） 

8 OS により、GPS、携帯電話基地局、Wi-Fi、Bluetooth、ビーコン等から、端末の位置情報を
生成。 

9 Appleの提供する iOS の場合には、2012 年からアプリが特定の利用者情報（カメラ、カレン
ダー、位置情報等）にアクセスする際に個別同意を取得する仕様及び利用者が各アプリのア
クセス可能なデータを設定できるダッシュボード機能が導入されており、2016 年の iOS10 か
ら同意を取得する際に情報の取得理由・利用目的等の説明文の記載が必須となっている。
Google の提供する Android の場合には、2015 年の Android6.0からパーミッションモデルが
変更され、インストール時には危険でないパーミッションのみ付与し、危険なパーミッショ
ンはアプリ内で個別に利用者の同意を取得仕様及び利用者が各アプリのアクセス可能なデー
タを設定できるダッシュボード機能が新たに導入された。（本研究会（第 21 回）資料５ 
「スマートフォンプライバシーアウトルックの取り組み内容の紹介」P12～13、利用者情報
WG（第 12 回）資料２「スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報の取扱い
に係る調査・分析」P39、「スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報の取扱
いの現況等に関する報告書～スマートフォンプライバシーアウトルック～（概要）」P21、「ス
マートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報の取扱いに係る技術的検証等の諸問
題に係る実証調査研究～スマートフォンプライバシーアウトルックⅢ～」P26） 

10 iOS は iOS14（2020年 9 月）から、Android は Android12（2021 年 10 月）から導入（利用
者情報 WG（第 12 回）資料２「スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報の
取扱いに係る調査・分析」P40）。OS の機能として利用者に利用する位置情報の精度と利用
タイミングを選択する機会を提供。また、アプリの位置情報利用に関して、アプリの事前審
査を行うとともに、アプリ開発者向けの教育コンテンツを提供。 
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② Cookie11、広告 ID、タグ等に関連する動向 

 

Cookieには、First Party Cookie12と Third Party Cookie13があり、

Third Party Cookie には、SNS 事業者、広告事業者、アクセス解析

事業者、データ仲介事業者等に対する情報送信に利用されるものが多

く見られる。また、イメージタグや JavaScriptのタグ 14、OSが発行す

る広告 ID15等による情報収集も多く行われている。 

広告事業者等は、このような Third Party Cookie、タグ、広告 ID等

をキーに、クロスサイトやクロスデバイス（以下「クロスサイト等」と

いう。）でトラッキングを行い（以下「クロスサイトトラッキング等」

という。）ウェブサイトの閲覧履歴 16の取得・蓄積・分析等を行った上

で、広告配信等に活用していると考えられる。 

 

行動ターゲティング広告の仕組み 

 
出典：利用者情報 WG（第 12回）資料１－１「利用者情報に関する技術動向及び

業界団体による自主ルール等の状況」P24 

 

あるウェブサイト訪問時に、そのウェブサイトに設置された情報収

集モジュールやタグにより、訪問先のウェブサイトとは異なるドメイ

ンへのアクセス（HTTPリクエスト）が発生する場合が多く見られる 17。 

                                                        
11 ウェブサイトを訪問した際、ブラウザ上に一時的に情報を保存する仕組み。Cookieによって
保存された情報を Cookie情報とも言う。Cookieの名称、有効期限、送信先のドメインと
Value 等の項目を含み、Value という項目を利用してサイトの訪問端末を識別している。 

12 Cookieのうち、利用者が訪問したウェブサイトにおいて一時的に保存される情報を特に First 
Party Cookieという。 

13 Cookieのうち、利用者が訪問したウェブサイトにおいて、当該ウェブサイトの運営者ではな
く、第三者である SNS 事業者、広告事業者、アクセス解析事業者、データ仲介事業者等によ
って一時的に保存される情報を特に Third Party Cookie という。 

14 現在は Java Script のタグ（JSタグ）が主流であり、従来のイメージタグより多くの情報（例：
ページに表示される情報、画面サイズなどの環境情報、フォーム入力情報等）が取得可能であ
り、ほかの JS タグの強制的読み込み等も可能で、ウェブサイト運営者が知らないうちに JS タ
グが増える場合もあると指摘される（本研究会（第 22 回）資料３「利用者情報取扱いの実態」
P12～14）。 

15 Appleが発行する IDFA、Googleが発行する AAID 等 
16 利用者情報 WG（第３回）資料１「オンライン広告における利用者情報取扱いの動向」P
２、利用者情報ＷＧ（第４回）資料３「利用者端末情報等に関する規制の方向性」P6～P9 

17 国内 16万サイトのクローリング結果を分析した（株）DataSign の調査結果によると、訪問
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ウェブサイト訪問時における HTTP リクエストの発生状況 

 
出典：利用者情報 WG（第 12回）資料１－１「利用者情報に関する技術動向及び

業界団体による自主ルール等の状況」P15 を一部修正 

 

一方、このようなタグや情報収集モジュール等による異なるドメイ

ンへのアクセスやそれに伴う情報の外部送信の状況等については、そ

れが設置されるウェブサイト管理者が実情を把握しにくく 18、そのた

めプライバシーポリシーがきちんと書けていない場合 19も多いとの指

摘がある。また、利用者にとってもプライバシーポリシーが分かりに

くく、自分のデータがどう扱われているか把握することが難しいとい

う課題がある。 

 

近年、オンライン広告におけるプライバシー侵害への危機感が高ま

り、欧米において利用者情報の取扱いに関する透明性やアカウンタビ

リティを高める法制度の適用がみられることも背景とし、プラットフ

ォーム事業者等関係事業者においてクロスサイトトラッキング等をブ

ロック又は抑制する方向で様々な検討が行われている。 

例えば、モバイル及び PCともにプラットフォーム事業者が高いシェ

                                                        
先とは異なるドメインへの通信を発生させているタグや情報収集モジュールの導入率として
は、目的が「広告」が最も多く導入率約 110％（グーグル合同会社のDisplay&Video360及び
Google 広告が計約 44%、Twitter 広告が約 9%、Facebook 広告が約 8%、Yahoo!広告が約 5%
等となっている）、次に目的が「アクセス解析」のものが多く導入率約 90％（グーグル合同会
社の Googleアナリティクスが約 83%）とされる。タグや情報収集モジュールの概要を示す
一つの情報として参考４を参照（利用者情報 WG（第 12 回）資料１－１「利用者情報に関す
る技術動向及び業界団体による自主ルール」P18～23）。 

18 タグや情報収集モジュール等の提供者から、ウェブサイト管理者等に外部送信に関する情報の
概要や利用者への説明、オプトアウト等について、日本語で分かりやすく示して説明していく
ことが、ウェブサイト管理者等の支援にもつながるものと指摘される。 

19 ネット通販など消費者向けウェブサイトを運営する主要 100 社のうち５割が、Cookie 等によ
り、具体的な提供先を明示せずに外部とユーザの利用データを共有していたとされる（日本経
済新聞 2019 年 2 月 26 日１面)。また、国内の消費者向け主要ウェブサイトの約２割で外部か
ら分かりにくいデバイスフィンガープリント等の利用者追跡技術が使われているとされる（日
本経済新聞 2020 年 12 月 19 日）。 
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アを有しているブラウザにおいては、Apple が提供する Safari（モバ

イル/PC）において ITP(Intelligent Tracking Prevention)が実装され

Third Party Cookieをはじめクロスサイトトラッキング等が既にブロ

ック 20されている。このような動きは他のブラウザでもみられ、Firefox

は ETP(Enhanced Tacking Protection)が実装されクロスサイトトラッ

キング等による Cookie等が制限され、初期設定（デフォルト）でリダ

イレクトトラッキングも制限されている。また、Googleは Chromeにお

ける Third Party Cookieの段階的廃止を計画(2023年後半に廃止見込

み 21）していることを発表している。 

また、 OS が提供する広告 ID に関して、 Apple の提供する

IDFA(Identifier For Advertisers)については、これを利用するため

に 2021 年 4 月 26 日以降、利用者の同意を取得することが必要となっ

た（ATT：App Tracking Transparency Framework）。 

 

Googleは、2019年８月に Web上のプライバシーを強化する一環とし

て、Privacy Sandbox Initiativeを発表した 22。ユーザのプライバシ

ー保護を強化しながら、インターネットの情報を無料あるいは低価格

で提供し続けるための事業のサポートする観点から、Googleが提案し、

コミュニティの誰もが提案やフィードバックで貢献できる取組とされ

る 23。同 Initiativeは、Chromeにおける Third Party Cookieの廃止

と並行して、フィンガープリントのようなユーザにとって認識しにく

いクロスサイトトラッキング等により、個人の閲覧及びアプリ利用デ

ータを企業等が独自で収集しつなぎ合わせることで個人を特定される

こと等を防ぐとしており、目的にあった API で情報を必要なものに制

限し、集約化や匿名化されたデータ、ローカルデバイスでの情報処理

等を組み合わせプライバシー保護を強化することを目指すとしている。 

インタレストベース広告（IBA）を目的とする FLoC (Federated 

Learning of Cohorts)はブラウザにより同種の興味関心を持つ数千人

のグループ（Cohorts）を作成し IBA の対象とすることを提案し 24、

                                                        
20 Apple は 2017 年に Safari に ITP(Intelligent Tracking Prevention)を実装することを発表し、
段階的に実装が進められ、2020年 3月に発表されたFull Third-Party Cookie Blocking and More
では完全な Third Party Cookie のブロックが行われているほか、すべてのスクリプトが書込み
可能なストレージの有効期間を７日間に制限している。 

21 Google は従来 Chrome における Third Party Cookie の廃止期限を 2022年としていたが、
2021年 6 月に発表したブログポスト“An updated timeline for Privacy Sandbox milestones”に
おいて、Chromeにおける Third Party Cookie の廃止期限を 2023年後半まで延長したと発
表。同ブログポストにおいて、英国 CMA（Competition and Market Authority）との関係も
踏まえ、Privacy Sandbox のウェブコミュニティへの影響を見定め第一段階として 2022 年後
半以降に Chromeの技術的仕様を固めた上で、第二段階として 2023 年中盤以降に３ヶ月かけ
て 2023 年後半までに Third Party Cookie を廃止する見通しが言及されている。
（https://japan.googleblog.com/2021/06/cookie.html）（2021 年 6月 29日) 

22 https://www.blog.google/products/chrome/building-a-more-private-web/ （2019 年８月 22
日） 

23 https://developer.chrome.com/ja/docs/privacy-sandbox/proposal-lifecycle/ 
24 GoogleはPrivacy Sandbox Initiativeとしてオープンスタンダードを開発するとし、World Wide 
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Chromeにおいて、オリジントライアルを行った 25。トライアルの結果、

プライバシーに関する懸念があること、機械学習で分けられた数表示

のコホードIDでは企業がテストしたり分析しづらいというフィードバ

ックが多数あり 26、2022 年１月 25 日に Google は FLoC の開発を停止

し、新たな提案である Topicsを推進すると発表した。 

Topics APIは人間によって分類されて認識可能な興味・関心（トピ

ック）に改め、ユーザへの透明性と選択を向上させるとともに、過去に

ユーザ活動を観測した企業のみにトピックを提供したり、一定のノイ

ズを加えたり、センシティブなカテゴリーを避けることなどにより、

プライバシー保護の向上を目指している。 

具体的には、ブラウザで保持するトピック数は最大 15個（各エポッ

ク（現在は１週間と定義）のユーザの閲覧履歴に基づく上位５トピッ

クが、過去３週間分保持）とされる 27。Topics APIの呼び出し元（通

常は SSP）は最大で３つのトピックを受け取る。呼び出し元は１週間

（エポック）につき１トピックを３週間分渡される。呼び出し元が過

去３週間に、該当するトピックのサイトにユーザが訪問していること

を観測していることが前提となる。各 API 呼び出し元が複数あるトピ

ックから一つのみ渡される理由は、API呼び出し元によって違うトピッ

クを受け取ることで、API呼び出し元が同じユーザであることを特定し

                                                        
Web Consortium(W3C)の場においても議論を進めており、2021 年 1 月 25 日に Chromium 
Blog 記事やホワイトペーパが発表された。FLoC では、ブラウザがインストールされた端末中
で機械学習を利用して行動履歴を AI により分析し、同種の興味関心を持つ数千人のグループ
（Cohorts）を作成し、広告配信主は、Cohortsを配信先として選択できるように提供されると
した。 

25 2021年 3 月から Chrome においてオリジントライアル（Origin Trial）を開始した。Privacy 
Sandbox は、世界的に高いシェアを持つブラウザの Chromeがあるからこそできる構想であ
るとの指摘もあり、英国の CMAは 2021 年１月から Privacy Sandbox について調査を開始
し、同年６月にGoogle のコミットメントに対するコンサルテーション、同年 11 月にGoogle
による修正コミットメント（セクション D：透明性及び第三者と協議をすること、セクショ
ン E：Privacy Sandbox の提案への CMA の関与（開発とテストに関する透明性のあるプロセ
ス）、セクション F：Third Party Cookieを廃止する前に停止期間をおく（懸念事項に対応）、
セクションG：Google によるデータ利用（Third Party Cookie廃止後には Chrome のウェブ
閲覧履歴、Google Analytics によるデータをGoogleの広告システムにおけるトラッキングや
ターゲティングに用いない）、セクション H：非差別（競争をゆがめない）、セクション I：レ
ポート及び法令遵守 e 等）のコンサルテーション、同年 12 月に変更後のコミットメントに対
する意見の検討が行われた。2022 年２月には CMAは Google のコミットメントを受諾し
た。（An update on our Privacy Sandbox commitments(Google、2021年 11月 26日、
https://blog.google/around-the-globe/google-europe/update-our-privacy-sandbox-
commitments/amp/)、Notice of intention to accept modified commitments offered by Google 
in relation to its Privacy Sandbox Proposals(CMA、2021 年 11 月 26 日、
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_dat
a/file/1036204/211126_FINAL_modification_notice.pdf)） 

26 https://developer.chrome.com/ja/docs/privacy-sandbox/feedback/ 
27 利用者は、割り当てられたトピックを確認・削除したり、Topicsの機能のオプトアウトがで
きる予定であるとされている。28 例えば、サイト Aの API 呼び出し元はあるユーザについて
「猫」というトピックを受け取り、サイト B の別の API 呼び出し元は「自動車」というトピ
ックを受け取るとする。この場合２つのサイトのユーザが同じであるということを特定する
のは難しくなると考えられる。 

 

https://blog.google/around-the-globe/google-europe/update-our-privacy-sandbox-commitments/amp/
https://blog.google/around-the-globe/google-europe/update-our-privacy-sandbox-commitments/amp/
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1036204/211126_FINAL_modification_notice.pdf
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/1036204/211126_FINAL_modification_notice.pdf
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づらくするためとされる 28。 

トピックの数はオリジントライアル期間中は 350 件だが、最終的な

トピックの数は数百から数千になる可能性があり、将来的にはトピッ

ク分類は信頼された外部組織によって管理されることを目指している。

API呼び出し元が Topics APIを呼び出すとブラウザがその利用者に割

り当てられたトピックを返し、受け取ったトピックを他のシグナルと

合わせてターゲティングに活用できるとしている。現在、Chrome にお

いて、Topicsのオリジントライアルを開始している。 

また、Google はリマーケティングやウェブサイトによって定義され

たカスタムオーディエンスを目的とする TURTLEDOVE29でアドサーバで

はなく利用者の端末内のブラウザ上で広告オークションを実行するこ

とを実現する提案を発表した。このTURTLEDOVEの実現に向けて、FLEDGE

（First Locally-Executed Decision over Groups Experiment)が提案

されており、広告のオークションは引き続きユーザーのローカルの端

末で行われつつ、一部の追加入札情報を「信頼できるサーバ」で行うと

している 30。Chromeにおいて FLEDGEのオリジントライアルも開始して

いる 31。 

 

また、広告主等のサービス利用者が保有する会員データ等の個人情

報とプラットフォーム事業者等のサービス提供者が保有するデータを

突合して広告の配信や効果検証を行うサービス 32も行われている。こ

の際、個人データの第三者提供、委託等に該当するか確認した上で、適

切な同意取得や安全管理措置等が求められるとの指摘がある。 

  

③ 業界団体等の動向 

 

上記でみたようなグローバルなプラットフォーム事業者によるクロ

スサイトトラッキング等を規制する方向の動きを踏まえ、オンライン

広告市場におけるアドテク企業やパブリッシャーが様々な対応を検討

する動きがみられる。 

業界団体である欧州インタラクティブ広告協議会（IAB Europe）と

IABテックラボ（IAB Tech Lab）は、GDPRに準拠しながら、従来から

のプログラマティック広告を利用し続けられるようにするための業界

標準基準として TCF(Transparency and Consent Framework）を 2016年

                                                        
28 例えば、サイト A の API 呼び出し元はあるユーザについて「猫」というトピックを受け取
り、サイト Bの別の API 呼び出し元は「自動車」というトピックを受け取るとする。この場
合２つのサイトのユーザが同じであるということを特定するのは難しくなると考えられる。 

29 TURTLEDOVEは、“Two Uncorrelated Requests, Then Locally-Executed Decision On Victory”
の頭文字の略語。広告の入札オークションを、広告事業者等のサーバから、ブラウザ（ブラウ
ザがインストールされた個人の端末内）に移行させる提案。 

30 GOOGLE ADSのブログポスト“Building a privacy-first future for web advertising”(2021 年 1
月 25 日、https://blog.google/products/ads-commerce/2021-01-privacy-sandbox/） 

31 FLEDGE については、これまでに 100 以上の組織が W3C での会議に参加し、企業から６つ
を超える提案が出され、現行バージョンの改善を支援した。 

32 データクリーンルームの提供事例として、Googleの Google Ads Datahub、Metaの Advanced 
Analytics, 電通・NTTドコモなど５社による docomo data square 等が挙げられる。 

 

https://blog.google/products/ads-commerce/2021-01-privacy-sandbox/
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に策定、2019 年に TCF 2.0 に改定している。TCF をベースとした、利

用者情報の取扱いに関する同意状況を広告事業者等に送信する同意管

理プラットフォーム（CMP：Consent Management Platform33）の導入

の動きが進んでいる。一方、2020年 11月に、TCFについてベルギーの

データ保護当局（APD）によるレビューで TCF における IAB Europeの

役割に関して懸念事項が指摘され、2022年２月に、GDPR違反の決定が

行われた 34。この決定は TCF の利用を禁止するものではない 35が、IAB 

Europe は 2022 年３月にベルギー市場裁判所（the Belgian Market 

Court（Court of Appeal of Brusselsの一部））に対して控訴し 36、

2022年４月に IAB Europeは APDへ 2022年２月の決定において求めら

れたアクションプランを提出した。2022年５月、IAB Europeは、本控

訴の際に併せて提出していた APD の決定の執行停止請求を取り下げる

と発表しており、他方、APD は、（ベルギー市場裁判所による控訴審判

決が予定されている）2022 年９月１日より前には本アクションプラン

の有効性に関する決定は下さないとの意向を認めている 37。 

業界団体はデジタル広告のアーキテクチャの再構築（re-architect）

が必要であるとして、Project Rearc を立ち上げるとともに、PRAM

（Partnership for Responsible Addressable Media）としてデジタル

広告に係わる業界団体 38、広告主、エージェンシー、パブリッシャー、

アドテク企業等が横断的に参加した取組についても進めている 39。代

                                                        
33 IAB Tech による CMP の概要としては、利用者が何について同意又は拒否したかが記録され、
ベンダー間で流通するとされている。データにアクセスできるベンダーは登録されており、同
意取得のステータスに従って対応することとされている。一方、TCF に準拠していないものも
CMP と称しており、一般の利用者には判別が難しい状況であることについても注意が必要であ
る。（利用者情報ＷＧ（第３回）資料１「オンライン広告における利用者情報取扱いの動向」P6
～7） 

34 決定はGDPRにおける協調メカニズムに基づくものであり、CMP を通じてベンダーに配信
される利用者の同意取得状況等の情報（TC Strings）が個人データに該当し、IAB Europeが
データ管理者であるが求められる義務を果たしていない、CMP 上で利用者に与えられる情報
が十分ではないとした上で、事業者の正当な利益（legitimate interest）を根拠とした処理の禁
止、TCF 参加企業のGDPR 遵守状況に対する厳格な審査・モニタリングを求め、IAB 
Europe に制裁金の支払い（25 万ユーロ）と２ヶ月以内のアクションプラン（是正措置）の立
案を求めている。（利用者情報 WG（第 10回）資料２「利用者情報の取扱いに関する諸外国の
法令・自主規制・事例」P50～51） 

35 IAB Europeは、TCFのCMPのポップアップによる同意取得等が違法とされたわけではなく、
継続利用できるとしている（https://iabeurope.eu/wp-content/uploads/2022/04/IAB-Europe-
APD-FAQ_v3.docx-1.pdf、P2-3）。 

36 “IAB Europe Appeals Belgian Data Protection Authority Ruling” （https://iabeurope.eu/all-
news/iab-europe-appeals-belgian-data-protection-authority-ruling/、2022 年 3 月 4日） 

37 “IAB Europe Withdraws Request for Suspension of Execution of the APD Decision on IAB 
Europe and the Transparency & Consent Framework (TCF)”
（https://www.exchangewire.com/blog/2022/05/13/iab-europe-withdraws-request-for-
suspension-of-execution-of-the-apd-decision-on-iab-europe-and-the-transparency-consent-
framework-tcf/、2022 年 5月 13 日） 

38 全米広告業協会（４A’s）、全米広告主協会（ANA）、インタラクティブ広告協議会（IAB）、IAB 
Tech Lab、Network Advertising Initiative(NAI)、世界広告主連盟（WFA） 

39 PRAM を構成する４つのワーキンググループのうち、技術基準のワーキンググループにおいて
IAB Tech Lab が主導し Project Rearc での実施作業を継続するとしている。①TCF 2.0 をベー
スにした各国の規制に対応する規格としての Global Privacy Platform(GPP)、②同意や設定を

 

https://iabeurope.eu/wp-content/uploads/2022/04/IAB-Europe-APD-FAQ_v3.docx-1.pdf
https://iabeurope.eu/wp-content/uploads/2022/04/IAB-Europe-APD-FAQ_v3.docx-1.pdf
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替 IDとして Unified ID 2.040（メールアドレスハッシュ化）を用いて、

利用者の一定の関与の下に 41クロスサイトラッキング等を実現しよう

とする動きもある。また、フィンガープリントを用いて、クロスサイト

トラッキング等を行おうとする検討する動きもある。これについては、

同意取得の在り方やオプトアウトの在り方をどのようにするのかとい

う課題も指摘される 42。 

また、パブリッシャーが First Party Cookie によるターゲティング

を重視する動きも活発化している。また、ユーザが閲覧している Webペ

ージを AIで分析し、そのページのコンテキストに合致する広告を出稿

する Contextual Targetingについても検討が行われている 43。 

 

このように、パーソナルデータの取扱いをめぐっては各国における

法規制や自主規制の動きがある中で、先にみたような OSやブラウザを

提供するプラットフォーム事業者による広告 ID やブラウザの Third 

Party Cookieの規制などクロスサイトのトラッキング制限の検討が行

われており、これはデジタル広告業界に大きな影響を与えるものであ

る。このような動きに対応しつつ、業界団体や業界内でも利用者の関

与を可能にするサービスやソリューションの開発、事業連携を進める

動きも検討されつつある状況であり、現在は大きな転換期にあるもの

と指摘される 44。 

 

  

                                                        
広告サプライチェーン全域で監督可能とする仕様としての Accountability Platform、③ユーザ
が使用可能な ID トークンのベストプラクティス、④売り手側により定義されたオーディエン
スや文脈によるシグナリングを助けるための分類法とデータ透明性基準という４つの規格が提
案され、2021 年３月に意見募集草案が発表されている（（利用者情報 WG（第３回） 資料１
「オンライン広告における利用者情報取扱いの動向」P11、利用者情報 WG（第 12回）資料１
－１「利用者情報に関する技術動向及び業界団体による自主ルール等の状況」P74、76、78-81）、
（“Standards for Responsible Addressability and Predictable Privacy”、 IAB Tech Labo、
https://iabtechlab.com/standards/addressability-accountability-privacy/、2021年３月））。 

40 利用者のメールアドレスを暗号化・ハッシュ化することで識別子を作成し共通 ID として利用
する仕組み。識別子は定期的に再作成され、独立した機関が管理する。（利用者情報 WG（第 12
回）資料１－１「利用者情報に関する技術動向及び業界団体による自主ルール等の状況」P46） 

41 利用者の事前同意（オプトイン）が前提とされ、オプトアウトにより全ての利用が停止される。
（利用者情報 WG（第 12 回）資料１－１「利用者情報に関する技術動向及び業界団体による自
主ルール等の状況」P46） 

42 Appleは Device Fingerprintは規約で禁止するとしており、Privacy Sandbox 構想を提案してい
る Google は個々のユーザレベルのトラッキングに賛成していないとされ、Third Party Cookie
のサポートを終了した時点で他の代替 ID もサポートしないと表明している（利用者情報 WG
（第３回）資料１「オンライン広告における利用者情報取扱いの動向」P11 等）。一方、プラッ
トフォーム事業者は自社の中ではメールアドレスやログイン情報等のアカウント情報をキーと
した上で顧客情報を集約・分析できるためウォールドガーデンになっているという指摘がある。
また、プラットフォーム事業者がルールメイカーとなることによる業界構造や市場競争への影
響についても留意すべきとの指摘もある。 

43 利用者情報 WG（第３回）資料１「オンライン広告における利用者情報取扱いの動向」P10
等 

44 利用者情報ＷＧ（第１回）資料４「インターネット広告市場の動向と利用者情報の取扱いに関
する取組について」P27～28 
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２ 現行制度と政策 

 

（１） 個人情報保護法及び電気通信事業 GL 
 

事業者による個人情報等の取扱いについて個人情報の保護に関する法

律（平成 15年法律第 57号。以下「個人情報保護法」という。）により規

律されている。令和２年には、個人情報の保護に関する法律等の一部を改

正する法律（令和２年法律第 44号。以下「令和２年改正法」という。）が

成立し、個人情報の不適正利用の禁止、漏えい等報告及び本人通知の義務

化、個人関連情報の第三者提供規制の追加、保有個人データの開示方法の

見直し、保有個人データの利用停止・消去等の請求権の要件緩和、仮名加

工情報制度の新設、域外適用の範囲の拡大、特定部門を対象とする認定団

体の追加、法人重科の導入等見直しが行われた。また、2021 年には、デ

ジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年

法律第 37号。以下「令和３年改正法」という。）が成立した。令和２年改

正法・令和３年改正法（第 50条の規定に限る）は、2022年４月に施行さ

れた 45。 

電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）に通信の秘密等が規定され

ているところ、2020 年には、電気通信事業法及び日本電信電話株式会社

などに関する法律の一部を改正する法律（令和２年法律第 30号）が成立

し、域外適用の追加等の見直しが行われ、2021 年４月から令和２年改正

（域外適用）が施行された。 

電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン（以下「電気

通信事業 GL」という。）は、個人情報等の適正な取扱い及び通信の秘密等

に関し、電気通信事業者の遵守すべき事項が規定されている（電気通信事

業 GLは、電気通信事業において取り扱われる個人情報の性質等を踏まえ、

個人情報保護管理者、プライバシーポリシー、各種情報の取扱い（通信履

歴の記録、位置情報等）についても規定している。）。電気通信事業 GLは、

個人情報保護法改正及び電気通信事業の性質等を踏まえて見直しが行わ

れ、2022年４月に施行された。 

 

電気通信事業 GL の主な改正内容については、全体の構造としては、

「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）」（以

下「個人情報保護委員会ガイドライン」という。）において、「3-2 不適

正利用の禁止」、「3-5 個人データの漏えい等の報告等」、「3-7 個人関連

                                                        
45 「個人情報の保護に関する基本方針」についても 2022 年４月 1 日に改定された。(1)個人情
報等をめぐる状況として、AI、IoT、クラウドサービスや５G 等のデジタル技術の飛躍的な進
展や新しい生活様式の進展により、多種多様かつ膨大なデータの収集・分析等が容易かつ高度
化しおり、イノベーションの創出や利活用が期待される一方、顔識別・認証技術、AI 等の高
度なデジタル技術を活用して行われる個人の行動、政治的立場、経済状況、趣味・嗜好などに
関する高精度な推定（いわゆるプロファイリング）、さらには、大量の個人情報等を取り扱う
民間事業者などの出現等が指摘されている。自分の個人情報等が悪用されるのではないか、こ
れまで以上に十分な注意を払って取り扱ってほしいなどの個人の不安感が引き続き高まってい
ることが指摘されている。 
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情報 46の第三者提供の制限等」、「3-10仮名加工情報取扱事業者等の義務」

の４つの項目が新たに設けられたことに対応し、電気通信事業 GL にお

いても、「3-2 不適正利用の禁止」、「3-5 個人データの漏えい等の報告

等」、「3-8個人関連情報の第三者提供の制限等」、「3-11仮名加工情報取

扱事業者等の義務」が新たに設けられた。 

また、電気通信事業 GLの解説においては、利用目的の特定、不適正利

用の禁止、漏えい等報告、外国第三者提供の制限、個人関連情報の第三

者提供の制限、保有個人データに関する事項の公表等、保有個人データ

の開示・訂正等・利用停止等・第三者提供記録の開示、仮名加工情報取

扱事業者等の義務、域外適用について、個人情報保護委員会ガイドライ

ンの事例のほか、電気通信事業の固有の事情等を踏まえた事例が追加さ

れた。 

例えば、「利用目的の特定」については、電気通信事業 GLの解説にお

いて「本人から得た情報から、本人に関する行動、関心等の情報を分析

するいわゆるプロファイリングが行われる場合、電気通信事業者は、ど

のような取扱いが行われているかを本人が予測・想定できる程度に利用

目的を特定しなければならない。特に、この分析により、2-4「要配慮個

人情報」（法第２条第３項関係）の項目に相当する情報が生成される場合

には、あらかじめ本人の同意を得ることが望ましい。これら用法につい

て、本人の同意を取得することなく不用意に広告のセグメント情報とし

て広告配信その他の行為に用いないようにすることが望ましい。」と記

載 47されている。 

 

個人情報保護委員会ガイドラインとの関係 

 

   

                                                        
46 提供先において個人データとして取得されることが想定される情報であり、例えば、Cookie 等
の端末識別子を通じ収集されたある個人のウェブサイトの閲覧履歴、ある個人の商品購買履歴・
サービス利用履歴、ある個人の位置情報などが考えられる。 

47 電気通信事業 GL 解説 3-1-1 利用目的の特定（GL 第４条第１項関係） 
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個人情報保護法の改正内容と電気通信事業 GL 改正 

    

 

 

利用者情報の取扱いに関しては、電気通信事業 GLにおいて、これま

で総務省が作成してきたスマートフォン プライバシー イニシアテ

ィブ（SPI）や位置情報プライバシーレポート等の指針の内容も踏まえ

た規定が既に設けられている。スマートフォン及びウェブにおいて、

プラットフォーム事業者、アプリケーション提供事業者、ウェブサイ

ト運営者、広告事業者等関係する主体がそれぞれ適切に対応ができる

ような環境整備について、スマートフォン プライバシー イニシア

ティブ（SPI）の考え方などを参照しつつ電気通信事業 GL 等の改正が

行われた。 

具体的には、個人情報保護管理者の記述を充実するとともに、個人

データの適切な取扱いを確保する上での考え方や方針としてプライバ

シーポリシーに記載することが望ましい項目についてスマートフォン 

プライバシー イニシアティブ（SPI）を踏まえた８項目及び委託、利

用者の選択の機会（取得・利用の停止）、データポータビリティ等 48を

追記した形で整理して定めた。 

また、利用者が実質的に理解した上で必要な判断ができるように、

                                                        
48 利用者が事業者内に蓄積された自らの利用者情報の取扱いについてコントロールができる観
点から、オプトアウト有無・方法の開示、データポータビリティの有無・方法の開示等を行う
ことは重要である。 
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利用者にとって分かりやすい通知・公表 49及び選択の機会の提供につ

いて、ベストプラクティスを踏まえた形でまとめて電気通信事業 GL中

に示し、事業者が利用者情報の取扱いに関する通知・公表や選択の機

会を提供する際に参照できるようにした 50。 

さらに、電気通信事業 GLの遵守状況や電気通信事業者による情報の

取扱いについて定期的にモニタリングを行う 51旨を規定し、プライバ

シーポリシーへの掲載状況、利用者にとって分かりやすい示し方の工

夫、利用者の選択の機会の提供状況、アプリに関するプライバシーポ

リシーの有無、アプリ提供サイトにおけるアプリ提供者への情報の取

扱いに関する要請の状況等をモニタリングの具体的な項目等として解

説に記載した。 

 

 

 

  

                                                        
49 ダッシュボード等を活用することも期待される。 
50 企業がプライバシーに関する問題に能動的に対応し、消費者やステークホルダーと継続的なコ
ミュニケーションを行い、説明責任を果たしていくことは、プライバシーガバナンスの観点か
ら重要である（「DX 時代における企業のプライバシーガバナンスガイドブック ver1.2」（2022
年２月 18日、総務省・経済産業省）、http://www.iotac.jp/wp-content/uploads/2022/03/DX 時
代における企業のプライバシーガバナンスガイドブック ver1.2.pdf） 

51 「デジタル広告市場の競争評価 最終報告」「課題⑩：[パーソナル・データ]パーソナル・デー
タの取得・利用に係る懸念」の「７ 対応の方向性」において、取引透明化法におけるパーソ
ナル・データの取扱いに関する開示やモニタリングの対応については、総務省の行うヒアリン
グに透明化法のレビュー担当者がオブザーバ参加する形で対応するなど、連携した形で行うこ
ととされている。 
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利用者情報の適正な取扱いの確保に対応した改正項目と対応 
改正項目 電気通信事業 GL 

① 個人情報保護管理者 

（改正 GL第 14条本文・解説） 

旧 GL第 13条にある「個人情報保護管理者」の記述を充実。 

漏えい等防止や漏えい等事案に係る被害拡大防止措置の実施や報

告体制について追記。 

業務の改善命令の発動に係る指針について追記。 

②プライバシーポリシーの策

定・公表 

（改正GL第15条第１項本文・

解説） 

旧 GL 第 14 条にあるプライバシーポリシー（個人情報保護を推進

する上での考え方や方針）を（個人データ等の適切な取扱いを確保

する上での考え方や方針）に改める。プライバシーポリシーに記載

することが望ましい項目を GLにおいて定めるとともに、解説に整

理し記載（※）する。 

※スマートフォンプライバシーイニシアティブ（SPI）を踏まえた

８項目及び委託、利用者の選択の機会（取得・利用の停止）、デ

ータポータビリティ等について追記。 

③利用者にとって分かりやす

い通知・公表及び選択の機会

の提供 

（改正GL第15条第１項解説） 

プライバシーポリシーを作成・公表する際に、利用者がこれを理解

した上で自らの判断により選択の機会を行使することができるよ

う分かりやすくこれを示すこととする。 

④アプリケーションソフトウ

ェアに係るプライバシーポリ

シー  

（改正 GL 第 15 条第２項、第

３項 解説） 

情報の取扱いについて GLにおいて記載。解説において、記載する

ことが望ましい項目を GLにおいて定め、解説に整理し記載（※）

する。 

※委託、利用者の選択の機会（取得・利用の停止）、データポータ

ビリティ等について追記。 

⑤ 位置情報 

（改正GL第41条第１項解説） 

位置情報は個人データ等と位置づけられる場合は、適切な取扱い

を確保する観点からプライバシーポリシーの策定・公表等を行う

ことが適切であることを記載。 

⑥ モニタリングの実施 

（改正GL第45条第２項本文・

解説） 

旧 GL 第 39 条におけるガイドラインの見直しにおいて、第２項と

してガイドラインの見直しに必要な限度でガイドラインの遵守状

況や電気通信事業者による情報の取扱いについてモニタリングを

行う旨を規定し、モニタリングの具体的な項目等について解説に

記載。 

解説等において、モニタリング項目として、プライバシーポリシー

への改正第 15 条第１項記載事項の掲載状況、利用者にとって分か

りやすい示し方の工夫、利用者の選択の機会の提供状況、アプリに

関するプライバシーポリシーの有無等、アプリ提供サイトにおけ

るアプリ提供者への情報の取扱いに関する要請の状況等を記載。 
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プライバシーポリシーの策定・公表 

 
 

利用者にとって分かりやすい通知・公表及び選択の機会の提供 

 
 

 

（２） SPI及び SPO 
 

総務省の「利用者視点を踏まえた ICT サービスに係る諸問題に関する

研究会」（座長：堀部政男一橋大学名誉教授）は、利用者が安心安全にス

マートフォンのアプリを利用できる環境を確保するため、スマートフォ

ンの利用者情報の適切な取扱いについて検討し、スマートフォン プラ

イバシー イニシアティブ（SPI）を 2012年に公表した。スマートフォン

利用者情報取扱指針として、６つの基本原則とアプリ提供者、情報収集モ

ジュール提供者等の利用者情報取得者における取組、アプリ提供サイト

運営者等の関係事業者における取組を示した。 
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SPI の実施状況等について 2013 年からスマートフォン プライバシー 

アウトルック（SPO)として毎年継続的に調査を実施しこれを公表してき

ている。主に、人気アプリ 100、新着アプリ 100についてプライバシーポ

リシーの掲載有無、掲載の場合には SPI に定められた８項目が記載され

ているか等を調査しており、プライバシーポリシーの掲載率などは向上

してきている。 

直近とりまとめられた SPO Ⅸにおいて、人気アプリは Android、iOSと

もにプライバシーポリシー掲載率は初めて 100%に達した。重要とされる

事項（アプリ提供者名、取得項目、利用目的、第三者提供の有無等）も記

載率は高い。一方、新着アプリなどでプライバシーポリシー掲載率や定め

られた項目の記載率は人気アプリよりも低い傾向にある。 

電気通信事業 GLにおいても SPIを踏まえた規定（アプリケーションポ

リシーを提供する場合、アプリケーションを提供するウェブサイトを運

営する場合、アプリケーションのプライバシーポリシーに記載すべき具

体的項目）が設けられており、SPIの内容を踏まえた事業者団体のガイド

ライン等も策定されている。 

アプリマーケット運営事業者の取組としては、Google、Appleともに OS

のバージョンを上げるたびに、プライバシー関連機能は強化されている。

Appleは、App Storeのアプリ紹介ページに、アイコンで取得される情報

と利用目的について分類して表示しており、アプリ提供者にはアプリ更

新や新規アプリの際に情報提出が義務化されている。 
 

（３） 一般社団法人日本インタラクティブ広告協会（JIAA） 
 

JIAA において、インターネット広告ビジネスにおいて取得・利用され

ている個人に関する情報の取扱いについて、事業者向けの指針として、

「プライバシーポリシーガイドライン」（2004 年策定、2017 年再改定）、

「行動ターゲティング広告ガイドライン」（2009年策定、2016年再改定）

を策定。JIAA はガイドラインの啓発活動を行うとともに、技術の進展や

ビジネスの実態の変化に応じ見直しを行っている。行動ターゲティング

広告ガイドラインでは、行動ターゲティング広告でのユーザへの「透明性

の確保」と「関与（オプトアウト）の機会の確保」の徹底を原則とし、媒

体運営者、情報取得者、配信事業者に区分してその事業領域ごとに遵守事

項を規定している。 

JIAA 会員社は広告配信事業者がメインであり、会員社ではない媒体社

や広告主にまでは直接規律が及ばないという課題が指摘される。 

アドフラウドを含む無効配信の除外と広告掲載先品質に伴うブランド

セーフティの確保に関して事業者を認証し公開する JICDAQの取組が 2021

年４月に開始された。 
 

（４） 位置情報プライバシーレポート 
 

位置情報プライバシーレポートは 2014年に策定され、電気通信事業者

が取り扱う位置情報として基地局に係る位置情報、GPS 位置情報、Wi-Fi

位置情報の概要について整理した上で、十分な匿名化の枠組みについて
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検討した。これを踏まえ、「十分な匿名化」の加工基準等がまとめられ、

民間ガイドラインが作成された。また、利活用モデルなどについて検討さ

れた。 

電気通信事業 GL及びその解説において、位置情報プライバシーレポー

トを踏まえた記載 52（通信の秘密に該当する位置情報及び通信の秘密に該

当しない位置情報等の取扱いについて）があり、これを踏まえ事業者団体

のガイドライン等も策定されている。 

位置情報としては端末から直接取得される移動体端末を所持する者の

位置を示す情報だけでなく、他の様々な手段や情報からも位置情報が取

得できるようになってきている。例えば、リアル店舗での購買履歴、キャ

ッシュレス決済履歴、ビーコン等により位置情報を取得することが可能

である。位置情報はある人がどこに所在するかというプライバシーの中

でも特に保護の必要性が高い情報であるという性質は変わらないものの、

通信と密接に関連し電気通信事業者が取得・利用の主体となるものから、

その他の者が取得・利用の主体になるものまで多様化が進んでいる。利用

者のプライバシーを保護し安心できる電気通信サービスの利用環境の実

現を図ることを前提とした上で、位置情報の精度・種類・性質等も踏まえ

た上で、個人情報保護法上の整理とも整合性がある形でその取扱いの在

り方について検討していくことが重要であるとの指摘がある。 
 

（５） 一般社団法人 LBMA Japan 
 

スマートデバイス利用者のプライバシーに配慮し位置情報等の健全で

持続可能なデータの利活用を促進する観点から、「デバイスロケーション

データ」の利活用に関するガイドライン（Ａ．原則、Ｂ．規程）を作成し

ている。令和２年個人情報保護法改正などを踏まえ、2022 年４月に改正

し、2022年５月からは一般にも公表している。 
 

（６）  AI利活用ガイドライン・情報銀行におけるプロファイリングの取扱い 
 

「AI利活用ガイドライン」（2019年８月 総務省 AIネットワーク社会

推進会議）において、AIの利用者が留意すべき 10の原則を提案した。 

「⑥プライバシーの原則」として、AI の利用者における最終利用者及

び第三者プライバシー尊重、パーソナルデータの収集・前処理・提供等に

おけるプライバシーの尊重、自己等のプライバシー侵害への留意及びパ

ーソナルデータ流出の防止が定められている。また、「⑦尊厳･自律の原則」

                                                        
52 電気通信事業GL第 41 条において、「電気通信事業者は、あらかじめ、利用者の同意を得てい
る場合、電気通信役務の提供に係る正当業務行為その他の違法性阻却事由がある場合に限り、位
置情報（移動体端末を所持する者の位置を示す情報であって、発信者情報でないものをいう。以
下同じ。）を取得することができる」（第 1 項）、「電気通信事業者は、あらかじめ利用者の同意を
得ている場合、裁判官の発付した令状に従う場合その他違法性阻却自由がある場合に限り、位置
情報について、他人への提供その他の利用をすることができる。」（第２項）、「救助を行う・・・
機関からの要請により、救助を要する者の位置情報の取得を求められた場合・・・生命又は身体
に対する重大な危険が切迫しており、かつ、その者を早期に発見するために当該位置情報の取得
が不可欠であると認められる場合に限り、当該位置情報を取得することができる」（第５項）と定
められている。また、位置情報が個人データに該当する場合には、個人情報保護管理者を置くと
ともに、プライバシーポリシーを定め公表することが適切とされている。 
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の一貫として、人間の尊厳と個人の自律の尊重、AI による意思決定・感

情の操作等への留意、AI を利用したプロファイリングを行う場合におけ

る不利益への配慮等が定められており、この中で「AI サービスプロバイ

ダ及びビジネス利用者は、個人の権利・利益に重要な影響を及ぼす可能性

のある分野において AI を利用したプロファイリングを行う場合には、

対象者に生じうる不利益等に慎重に配慮する」こととし、「消費者的利用

者は、AI によるプロファイリングが行われている可能性があることを踏

まえ、自らの情報が正しく利用されているかを意識し、必要に応じ、AI サ

ービスプロバイダ及びビジネス利用者に確認することが望ましい」とさ

れている。 

なお、「情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会」におい

て「情報銀行におけるプロファイリングの取扱いに関する議論の整理

（案）」が検討され、2022年４月に意見募集が行われた。本整理案におい

ては、プロファイリングを取り扱う上での想定されるリスクの例として、

プライバシー権侵害、不当な差別・選別（ブラックボックス問題、自動バ

イアス、不適切なデータの混入可能性や検証困難性、差別の再生産、バー

チャルスラム問題）、行動への萎縮、民主主義への影響、自己決定権への

介入等が例示されている。また、本人にとって利益のない情報（犯罪傾向

の予測等）や選挙や民主主義を不当にゆがめる可能性がある政治的信条

の予測等については、要配慮プロファイリングと位置づける検討などが

行われている 。 

 

（７） デジタル市場競争本部 

 
2021 年４月にデジタル市場競争会議により「デジタル広告市場の競争

評価 最終報告」が発表され、同報告書中で「課題⑩：[パーソナル・デ

ータ] パーソナル・データの取得・利用に係る懸念」への対応については、

電気通信事業 GL などの見直しにより対応することが求められた 53。これ

                                                        
53 「デジタル広告市場の競争評価 最終報告」（2021 年 4 月 27 日、デジタル市場競争会議）
「課題⑩：[パーソナル・データ] パーソナル・データの取得・利用に係る懸念」の「７ 対
応の方向性」において、「プラットフォーム事業者をはじめとするターゲティング広告に関係
する事業者等による消費者のパーソナル・データの取得・利用に係る懸念を払拭するために
一定の対応が必要である」とされ、具体的には以下のような情報の開示が適切になされてい
ることが求められる。 
 消費者が自らのパーソナル・データに係る取扱いについて予見可能性をもって理解し得る
程度の情報として、①「取得する情報の内容」、➁「取得の条件」（取得方法等）、③「使
用の条件」（利用目的、利用の方法、第三者に提供する場合の条件、本人の関与等）の開
示（＊開示に当たっては、併せて、クロスサイト等でのデータ利用などにおいて複雑なデ
ータの流れや使用方法についての説明の検討も必要となる）。 

 ターゲティング広告を実施する旨及び事前の設定の機会やオプトアウト機会の提供につい
ての開示。 

 消費者がデータの取得・利用を拒否した場合でも、サービスを利用するオプションが提供
されるか否かについての開示。 

 データ・ポータビリティの可否・方法についての開示。  
これらの４つの項目については、「総務省においては、「電気通信事業における個人情報保護
に関するガイドライン」等の指針等の今秋に向けた見直しを検討しているところ、その見直
しにおいて、盛り込むよう求めることとする。」とされるとともに、「総務省の同ガイドライ
ンの見直し改定・運用に当たっては、個人情報保護委員会との連携も引き続き行い、関係省
庁の間での対応に齟齬が生じないようにすることとする」とされていることを踏まえて、今
後総務省において検討を進めていくことが必要である。 
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を踏まえ、電気通信事業 GL の見直しが行われ 2022 年４月に施行される

とともに、同 GLに基づき定期的にモニタリングが行われることとされた。 

本年５月～６月に、デジタルプラットフォーム取引透明化法の対象に

デジタル広告市場を追加する政令改正案等の意見募集が行われた。デジ

タル広告市場の特定デジタルプラットフォーム提供者として指定される

事業者に対するモニタリング・レビューを行う際に、「課題⑩：[パーソナ

ル・データ] パーソナル・データの取得・利用に係る懸念」の対応部分に

ついては、電気通信事業 GLを踏まえたモニタリングの実施と連携して調

整されることが想定される。 

2022年４月に、モバイルエコシステムに関する競争評価の中間報告（案）

及び新たな顧客接点（ボイスアシスタント及びウェアラブル）に関する協

奏評価の中間報告（案）が発表され、意見募集が行われた。 
 

（８） 競争政策とデータ保護・消費者保護の関係 
 

公正取引委員会競争政策研究センターは 2020 年 11 月より「データ市

場に係る競争政策に関する検討会」を開催し、2021 年６月に報告書を発

表している。同報告書において、これまでの検討結果等 54も踏まえ、競争

政策の観点から「パーソナルデータが取り扱われるデータ市場に係る議

論を行う際」には、「Competition（競争）」、「Data Protection（データ保

護）」及び「Consumer Protection（消費者保護）」の３つについて別個に

議論するのではなく、三位一体での議論を行い、３つのバランスを欠かな

いようにすることが重要である」と指摘 55されている。また、この観点を

踏まえ、パーソナルデータを含めたデータポータビリティの確保や情報

銀行に係る取組等について検討されている。 

 

 

  

                                                        
54 「データと競争政策に関する検討会 報告書」（2017 年 6月 6 日、公正取引委員会競争政策
研究センター）、「デジタル・プラットフォーム事業者と個人情報等を提供する消費者との取
引における優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方」（2019 年 12 月 17 日、公正取
引委員会）、「デジタル広告分野の取引実態に関する最終報告書」（2021 年 2 月 17 日、公正取
引委員会）“Privacy and competitiveness in the age of big data”（2014 年 3月 26日、
European Data Protection Supervisor（EDPS））等 

55 同報告書において、「競争、データ保護及び消費者保護の３つが対立し得るデータ市場の構
造を見極めながら、当該三位一体のフレームワークを意識して取組を進めていく必要があ
る」、「仕組み作りに際して、幅広い関係者を交えて丁寧に検討したり、政府等も関与をして
検討・・取組は、安心感・信頼性を高め有効」等と指摘されている。 



28 
 

３ 海外動向 

 

（１） 米国 

 

①  米国の個人情報保護関係規制 

 

米国では、公共部門と民間部門毎に、連邦や州の個別法（例：金融、

子供のデータ、健康データ等）に個人情報に関する規定が設けられてい

る。 

FTC（Federal Trade Commission：連邦取引委員会）は、「不公正若し

くは欺瞞的な行為又は慣行を禁止」する FTC 法第５条に基づき、企業の

プライバシーポリシーや IT セキュリティ等に関しても規制・執行して

いる。 

 

②  カリフォルニア州 CCPA/CPRA 

 

カリフォルニア州消費者プライバシー法（CCPA：California Consumer  

Privacy Act）は、2020年１月施行、７月当局による執行開始（CCPA規

則は 2020年８月発効 56）。CCPAにおいて、個人情報 57の収集やオプトア

ウト権に関しては、プライバシーポリシーへの記載だけではなく、これ

とは別に消費者への通知が必要とされる。例えば、個人情報の収集に係

る通知を行う際のルールとして、専門用語を避けた簡潔で分かりやすい

表現、小さな画面でも読みやすく目立つ形式とすること等を定めている。

また、通知内容として個人情報の種類一覧、個人情報の種類ごとの利用

目的、オプトアウトページ及びプライバシーポリシーへのリンク（オフ

ラインの場合は URL）等を定めている。これらは、ある意味階層表示の

一つと分類できる。 

2020年 11月住民投票が行われ、CCPAを改定するカリフォルニア州プ

ライバシー権法（CPRA：California Privacy Rights Act）が成立 58し

た。CPRA通知項目としてクロスサイトトラッキング等に関する事項 59や

                                                        
56 CCPA 規則では通知とプライバシーポリシーを別のものとして規定している。 
57 CCPA 第 1798.140 条(o)にて「「個人情報」とは「特定の消費者又は世帯を、識別し、関連し、
叙述し、合理的に関連付けることができ、又は直接的に若しくは間接的に合理的にリンクさせ
ることのできる情報を意味する。」とされており、具体的には、同条中「（A）識別子。例えば、・・
一意個人識別子、オンライン識別子・・又は類似の識別子。」、「（F）インターネット又はその他
の電子的なネットワーク活動の情報。閲覧履歴、検索履歴、及び、インターネット・ウェブサ
イト、アプリケーション又は広告との消費者のやりとりの情報を含む」等が含まれると規定さ
れ、同条（x）にて「一意個人識別子」とは、デバイス識別子、インターネット・プロトコル・
アドレス、クッキー、ビーコン、ピクセルタグ、モバイル広告識別子等が含まれるとされてい
る。 

58 2022年 1 月以降に取得した個人情報に CPRA 適用、2023 年 1月に CPRA 全面施行、2023 年
7 月以降当局の執行開始予定 

59 アドネットワーク運営者、個人情報を間接取得する者等についても、CPRA に基づき、取得時
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個人データの保存期間等が含まれることとなった。また、Third Party 

Cookie等を利用したクロスサイトトラッキング等に対応した「共有する

な」ボタンの義務化 60が定められた。さらに、CCPAにおいて、個人情報

に、プロファイルを作成するために識別された情報から引き出された推

定 61についても含まれることとされており、CPRAにおいても同様 62であ

る。 

2021 年７月、カリフォルニア州司法長官が公表した全 27 の CCPA の

執行事例のうち、プライバシーポリシーが CCPA に準拠していないとい

うのが 14 件で最多となっている。カリフォルニア州消費者プライバシ

ー権法（CPRA）の規則案は策定中で、2021年 11月にパブリックコメン

トが実施された。 

  

 

③  NIST Privacy Framework 

 

米国国立標準技術研究所（NIST)によって NIST Privacy Framework

（NIST PF)は、個人のプライバシー保護を実現する上で参考にすべき枠

組みとして、セキュリティ分野の枠組みである NIST Cybersecurity 

Framework（NIST CF)の姉妹編として作成され、NIST CFと NIST PFをシ

ームレスに統合した文書としてSP800-53が提示されている。この中で、

同意取得を行う際の推奨手法として、同意をよりカスタマイズする

Tailored Consent、ジャストインタイムの同意、同意の撤回などを記載

し、通知を行う際の推奨手法として、ジャストインタイムの通知などを

記載している。プライバシー影響評価についても言及している。 

 

④  個人情報保護関係の法案の検討 

                                                        
通知を直接行うか、又は取得時通知で通知すべき事項をプライバシーポリシーとして公表する
義務を有する。 

60 消費者の「共有」のオプトアウト（停止請求）権(16 歳未満の消費者についてはオプトイン)が
規定された。これにより、行動ターゲティング広告目的の開示を確実に消費者のオプトアウト
権の対象となると考えられる。また、オプトインその他の「同意」に関し、GDPR の「同意」
（4(11)）とほぼ同じ要件（自由意志性、明確性等）が規定され、いわゆる「ダークパターン」
による同意取得は無効とされている。 

61 CCPA 第 1798.140 条(o)「個人情報」の中に「（K）消費者についての選好、性格、心理的傾
向、性質、行動、態度、インテリジェンス、能力及び素質を反映する消費者のプロファイルを
作成するために本項で識別された情報から引き出された、推定。」が含まれるとされている。 

62 CPRA 第 1798.140 条（v）「個人情報」の中でも同様である。また、CPRA 第 1798.140（z）
に「プロファイリング」の定義がおかれ、「自然人の一定の局面の評価、特に、自然人の職場で
の成績、経済状況、健康状況、趣味嗜好、興味関心、扶養関係、行動、位置・移動などに関す
る諸局面の分析のため・・個人情報について何等かの形で自動化処理をすること」とされてい
る。 
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米国において連邦レベルで複数の利用者情報の取扱い等に関する法

案が提出されている。例えば、2021年５月に提出されたソーシャルメデ

ィアアクト（Social Media Disclosure and Transparency of Adverti

sements Act of 202163）において、大規模な事業者に学術経験者や FTC

がプロファイリングやカテゴリーのライブラリーにアクセスできるよ

うにすることを求めている。 

2022 年１月、米商工会議所を含む 20 団体が、プライバシーに係る連

邦法の成立を求める書簡を連邦議会に対して提出したりするなど、連邦

法制定に向けた動きが活発化している。連邦データプライバシー法案で

は、民主党案である COPRA（Consumer Online Privacy Rights Act）、共

和党案である SDA（SAFE DATA Act）がある。また、2022年１月には、

ターゲット広告の禁止等を内容とする監視広告禁止法（Banning 

Advertising Act）が連邦議会に提出されている。 
 

⑤  NAI Code of Conduct 

 

NAI（Network Advertising Initiative）64は、テーラード広告（興味

関心に基づく広告、クロスアプリ広告、リターゲティング）及び広告配

信・レポートに関して、通知とオプトアウトメカニズムの提供等の選択

の提供を求める自主規制原則として NAI Code of Conduct65を策定して

いる。 

透明性と通知については、テーラード広告に関するデータの収集・転

送及び利用方法について、NAI 会員のサイトとともに NAI 会員が契約し

ているテーラード広告を掲載するウェブサイトやアプリにおいて明確

かつ目立つように通知を行うべき事項を定めている。 

 
 

（２） EU 

 

①  GDPR 

 

EU では、個人データやプライバシーの保護を 1995 年から適用されて

いた「EUデータ保護指令（Data Protection Directive 95）」より厳格

に規定し加盟各国に直接適用する法として、一般データ保護規則（GDPR：

                                                        
63 ロリ・タラハン（Lori Trahan）下院議員（マサチューセッツ州３区選出・民主党）議員が

2021年 5 月 20 日に提出。 
64 サードパーティーであるデジタル広告企業で構成される自主規制団体（2000 年設立）。オン
ラインエコシステムの健全性や消費者による選択の機会を確保する観点から、オンラインや
モバイルにおける広告目的のデータ収集・利用、使いやすいオプトアウトの仕組み等に関す
る自主基準を策定している。 

65 2000年に初版が発行され、2008 年、2013 年、2015 年、2020 年に大幅に改定されている。 
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General Data Protection Regulation）が 2018年５月に施行された 66。 

GDPRの規定に関して、同意、透明性、自動化された個人に対する意思

決定とプロファイリング、データ保護影響評価（DPIA)、データポータビ

リティの権利 67等についてガイドラインが定められ、詳細に解説されて

いる。 

 

同意については、「同意に関するガイドライン」において、GDPR 第４

条(11）に規定する有効な同意の要素である、「自由/自由に与えられた」、

「特定の」、「説明を受けた」、「不明瞭でない意思表示」について解説し、

情報を提供する在り方や有効な同意を得るための追加的条件（同意の証

明、同意の撤回）を定めている。 

同ガイドラインにおいて、有効な同意の要素である「自由/自由に与え

られた」について、力の不均衡、条件性 68、粒度 69、不利益を受けずに

同意を拒否又は撤回できることが考慮事項として示されている。また、

同意が「説明を受けた」上でのものとなる最小限の内容としては、管理

者の身元、同意が求められるそれぞれの取扱業務の目的、収集され利用

されるデータ（そのタイプ）、同意を撤回する権利の存在、関連する場合

GDPR 第 22 条(2)(c)に従い自動化された意思決定のためのデータ利用に

ついての情報及び十分性認定及び第 46 条で述べられる適切な保護措置

がないことによるデータ移転の起こり得るリスクについて情報を提供

する必要があるとされている。 

また、同ガイドラインにおいて、情報を提供する在り方として、メッ

セージが法律家だけでなく標準的な人にも容易に理解できるように明

確かつ平易な用語を用いることされ、理解が困難な長文のプライバシー

ポリシーや法律の専門用語の多い説明を使用することができないとさ

れている。同意は、他の事項とはっきり区別できるように 70し、理解し

やすく容易にアクセスできる方法で提供しなければならないとされて

いる。また、同意を取得する対象がどのような種類の人々かを評価する

ことが求められており、それを踏まえ理解できるように情報を示し説明

することとされている。さらに、小さなスクリーン又は限定されたスペ

                                                        
66 GDPR第 4 条(1)において「個人データ」とは、「識別された自然人又は識別可能な自然人（デ
ータ主体）に関する情報を意味する。識別可能な自然人とは、特に、氏名、識別番号、位置デ
ータ、オンライン識別子のような識別子を参照することによって、・・・直接的又は間接的に識
別されうる者をいう。」と規定されている。 

67 豪州では、個人情報保護については 1988 年連邦プライバシー法により規制されている一方で、
2017 年に消費者データ権（Consumer Data Right。企業が保有する個人情報へ安全にアクセス
する権利を消費者に付与するもの。）が導入されている。また、OECD では、競争委員会にお
いて、データポータビリティと相互運用方策の実施に関わる調査をするための討議が本年６月
に行われている。 

68 GDPR第 7 条(4)にあるように、サービス提供を含む契約がそれに結びついた個人データを
取り扱うための同意を要求している場合には、最大限これを考慮される。 

69 粒度（Granularity）として、一つのサービスが複数の目的のためにいくつもの取扱業務を行う
場合、データ主体はひとまとまりの取扱いの目的に同意しなければならないのではなく、どの
目的に対して承諾するのか選択できるようにすべきとされている。 

70 同意するかどうかについて説明を受けた上での決定をすることに関連する情報が、一般的な
条件の中に隠されてはならないことを意味している。 
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ースの中に情報を入れるときには、階層化された情報提示の方法が考え

られるとされている。 

さらに、（事業者はそのサービスに合わせた同意フロー、同意メカニズ

ムを自由に作ることができるものの）有効な同意は「陳述又は明確な積

極的行為」による「不明瞭でない表示」を必要とすることとし、例えば、

あらかじめチェックの入ったオプトインのチェックボックスの利用や

データ主体の沈黙、アクティブ化しないこと、単にサービスを利用する

ことは、選択についての積極的な表示とみなすことはできないとしてい

る。また、同意の撤回については、実際上、同意と同等の容易さでその

同意の撤回をできなければならない 71としている。 

 

透明性は、市民が自らに影響を及ぼすプロセスについて理解し、必要

に応じてこれに異議を唱えられるようにすることで、そのようなプロセ

スへの信頼を生み出すためのものと位置づけられている。「透明性に関

するガイドライン」において、GDPR 第 12 条に規定する「簡潔で、透明

性があり、理解しやすく、容易にアクセスできる」、「明瞭かつ平易な文

言が使われなければならず」などについて解説している。 

同ガイドラインにおいて、「簡潔で、透明性がある」については、階層

的なプライバシーステートメント/プライバシー通知を用いることが推

奨 72されている。GDPR第 13条及び第 14条に基づく情報全体を包括的に

提供する要件 73がある一方、その情報を簡素で、透明性があり、理解し

やすく容易にアクセスし得る形式でデータ主体に提供するという要件

の間で緊張関係がある中でこれを両立する観点から、階層的なプライバ

シーステートメント/プライバシー通知が推奨されている。階層的なア

プローチにおいて、第一の階層に、最も重要な情報である、取扱目的の

詳細、管理者の身元、データ主体の権利の説明、データ主体への影響が

最も大きい取扱いや不意打ちとなりかねない取扱いに関する情報も含

めることが勧告されている。また、プッシュ及びプル通知の事例として

のプライバシーダッシュボード、ジャストインタイムの通知、視覚化ツ

ールの事例としてのアイコンなどが手法として推奨されている。 

「理解しやすく」については、対象とする者の平均的な人々に理解さ

れるものであることが求められ、ユーザインターフェイス/通知/ポリシ

ーなどの有効性について確信できない場合にはユーザによる公開討論、

                                                        
71 撤回のためだけに他のインターフェイスへ変えることは不当な努力を求めるとされている。ま
た、同意が撤回される場合、撤回前のデータ取扱業務は適法であるが、撤回後は関係するデー
タの取扱いを中止し、そのデータを消去しなければならないとしている。 

72 同ガイドラインにおいて、データ主体が、オンラインの文脈において大量のテキストをスクロ
ールすることを要せず、プライバシーステートメント／プライバシー通知のアクセスしたい箇
所を直ちに表示できるようになると指摘されている。 

73 管理者の身元と連絡先の詳細、データ保護オフィサーの連絡先の詳細、取得目的とその法的根
拠、正当な利益、関係する個人データの種類、個人データの取得者、第三国への移転の詳細、
保存期間、データ主体の権利（アクセス、訂正、消去、取扱いの制限・異議、ポータビリティ）、
同意撤回の権利、監督機関に不服を申立てる権利、契約上の要件、個人データが発生した情報
源、プロファイリングを含む自動化された意思決定の存在や使われているロジックや想定され
る結果に関する情報等 
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可読性テスト、業界団体・消費者擁護団体・規制当局との対話の仕組み

を通じた試験を行うことができるとされている。対象とする者が自らの

個人データの使途に関して理解することにより、後の時点で不意をつか

れることとならないようにすることが必要 74とされている。 

「容易にアクセスできる」については、データ主体が情報を探す必要

がないことを意味し、階層的なプライバシーステートメント、アプリの

場合ダウンロード前やダウンロード後２タップ以内にアクセスでき、ア

プリ固有のプライバシー情報を示すことなどが示されている。 

 

これらについては、実装例を含め国際的なベストプラクティスが参考

になると考えられる。 

英国データ保護機関（ICO：Information Commissioner's Office）は

GDPR を踏まえ、より効果的に通知・同意取得を行うことができるため

に推奨する工夫として、次の５つの手法を挙げている： ①階層的アプロ

ーチ、②ダッシュボード、③ジャストインタイム、④アイコン、⑤モバ

イル及びスマートデバイスの機能性。 

また、仏国データ保護機関（CNIL）も Google の Agreement の中にプ

ライバシーポリシーの仕組みとして階層的アプローチを含めている。 

 

ICO において推奨される通知・同意取得における工夫 

 
出典：利用者情報 WG（第２回）資料１「実効性のある通知・同意取得方法の在り

方に関する実証事業の報告」P７ 

 

また、GDPRはプロファイリング 75及び自動化された個人に関する意思

                                                        
74 同ガイドラインにおいて、特に、複雑なデータ、技術的データ、又は予期せぬデータの取扱い
の場合、第 29 条作業部会が示している見解は、取扱いによる最も重大な結果としてどのよう
なものが生じるのかを、明確な文言で別途明記すべき、すなわち、データ主体が実際に被る影
響はどのようなものか明記するとされている。 

75 プロファイリングは、「自然人と関連する一定の個人的側面を評価するための、特に、当該自
然人の業務遂行能力、経済状態、健康、個人的嗜好、興味関心、信頼性、行動、位置及び移動
に関する側面を分析又は予測するための、個人データの利用によって構成される、あらゆる形
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決定 76が個人の権利に正当化されない影響を与える形で使用されないこ

とを確保する規定 77を導入している（透明性と公平性、アカウンタビリ

ティ、情報を持つ権利（第５条(1)(a）、第 12 条、第 13 条、第 14 条）、

取扱いの根拠としての同意（第６条(1)(a）)、アクセス権(第 15条)、訂

正の権利（第 16条）、異議を述べる権利（第 21条(1)、(2)）、適切な保

護措置（第 22条、全文第 71項）、データ保護影響評価（DPIA）、データ

保護オフィサー（DPO）等）。「自動化された個人に対する意思決定とプロ

ファイリングに関するガイドライン」78において詳細が規定されている。 

 

②  eプライバシー指令／eプライバシー規則案 

 

【eプライバシー指令】 

2002年の eプライバシー指令に基づき Cookie設定について情報提供、

拒否権の提供が義務づけられ、2009 年同指令改正により Cookie 設定に

ついて同意取得を義務づけた。2018 年 GDPR により同意の要件が厳格と

なった 79。 

ｅPrivacy指令における、厳密必須 Cookieの該当例として、英仏デー

タ保護当局は、入力内容の保持、認証、セキュリティ対策、コンテンツ

提供、ネットワーク管理、ユーザの嗜好の保存を示している。他方、ソ

ーシャルプラグイン、ソーシャルメディアトラッキング、オンライン広

告、クロスデバイストラッキングは非該当となるため同意取得が必要と

されている。アクセス解析はイギリスが非該当としているが、フランス

はサイト内に閉じた統計化利用であれば該当としている。 

同様に、同意取得方法の有効性について、チェックボックス等を操作

することなく、スクロール、別ページへの遷移をもって同意取得するこ

とは有効とは認められない、ブラウザや OS の設定のみに依拠して同意

取得を判断することは、将来的な可能性は認めつつも現状は有効とは認

められない、利用規約に含める形など個別でない形は認められない、同

意ボタンの方が拒否よりも目立つユーザインターフェースは認められ

ない、Cookie同意をウェブサイトのアクセス条件とするいわゆる Cookie 

Wallについてはケースバイケースで判断される、といった見解が示され

                                                        
式の、個人データの自動的な取扱い」と定義されており、①自然人についての個人的側面を評
価(evaluate)するためのもの、②個人データについて実施されるもの、③自動的な処理によるも
のという３つの要素があると定義されている（GDPR 第 4 条（４））。 

76 部分的にプロファイリングと重なっているかプロファイリングによって生じているかもしれ
ないとされる。自動化された意思決定には、①関係する個人により直接提供されたデータ、
②個人について観察されたデータ（アプリケーションを通じて集めた一データなど）、③既に
作成されている個人のプロファイルのような派生データ又は推定データなどが用いられると
されている。 

77 プロファイリングの利用には、潜在的に、①一般的なプロファイリング、②プロファイリグ
に基づく意思決定、③データ主体に対して法的効果又は同様の大きな影響を与える、プロフ
ァイリングを含む、もっぱら自動化された意思決定の３つの方法があるとされている。 

78 2018年２月６日採択 
79 曖昧でない明確で肯定的な意思表示が求められることとなり、オプトアウト、暗黙の同意、
みなし同意が不可となった。 
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ている。 

 

【eプライバシー規則案】 

2017年１月に欧州委員会が eプライバシー規則案を公表し、同年欧州

議会の委員会が議会修正案を可決した。その後 EU 閣僚理事会での議論

が難航したが、2021 年２月に EU 閣僚理事会で e プライバシー規則案に

ついて合意され、公表された。これを踏まえ、EU閣僚理事会及び欧州議

会による協議等を通じて正式な立法手続が開始されている。 

 

eプライバシー規則案は、GDPRの特別法であり、電子通信サービス（ECS）

及び利用者の端末装置の情報の取扱いを規制している。域外適用の明文

化（第３条）、規制対象となる電子通信サービスの範囲拡大・適用対象の

明確化と電子通信データ処理を規制（第５条～第７条）、端末装置のデー

タ処理・蓄積機能の利用、端末装置からの情報取得を規制（第８条「い

わゆる Cookie等規制」）を規定 80している。Cookie等に係る同意取得方

法（第三者による代行やブラウザ設定による同意も可能）、同意を取得せ

ず Cookie 等を設定できる場合の明確化、同意証明方法、同意撤回権の

通知等を明確化している。同意がなくとも「正当な利益」で広く許容さ

れるという考え方は採用されなかった。 

欧州司法裁判所の考え方が取り込まれており、最初からチェックされ

たチェックボックスを示し利用者が同意を拒否するためチェックを外

さなければならない状況では有効な同意は取得しえないとされている。

また、広告最適化のために Third Party Cookieを設置するウェブサイ

ト管理者は、当該 Cookie の設定元の第三者であるネット広告エージェ

ンシー、ソーシャルメディアなどとともに、GDPR上の共同管理者の立場

に立ち、個人データの利用目的について利用者に情報提供し、利用者か

ら同意を取得する義務を負うこととされている。 

 

③  DSA/DMA（規則案） 

 

【DSA】 

2020年 12月に欧州委員会により Digital Services Act （DSA）（規

則案）が議会に提出された。2022 年４月 22 日に欧州委員会、欧州議

会、EU 理事会によるトリローグにより三者が DSA に関する暫定的政治

合意に達した 81。オンライン・プラットフォーム及び超大規模オンライ

ン・プラットフォームに対し、事業者の規模に応じた利用者保護のた

めの義務が規定されている。 

全ての仲介サービスに対して、コンテンツモデレーション措置を定

                                                        
80 端末装置が有する処理機能の利用というのが新たに規則範囲に加えられた。スマートフォンな
どの端末の処理機能が高度化したことに対応したものと思われる。グーグル社の Privacy 
Sandbox のように端末装置で AI 処理を利用したターゲティング広告や IoT 機器やコネクテッ
ドカー等についても対象となる可能性が出てきた。 

81 条文は現時点で未公表であり、今後詳細にわたる調整が見込まれる。今後議会・理事会の正式
承認を経て発効する予定。 
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めた利用規約の公開と透明性報告義務、ダークパターンの禁止が規定

された。 

オンライン・プラットフォームに対しては、オンライン広告の透明

性確保（広告であること、広告主及び広告表示決定に用いられた主な

パラメータ等を表示する義務）、ターゲティング広告の説明・同意取得、

拒否・撤回した場合のサービス利用保証、特別カテゴリー情報による

ターゲティング禁止、未成年に対するターゲティング広告禁止等が義

務として規定されている。また、レコメンダー・システムの主要パラメ

ータやサービス受領者が利用可能であるオプションについて、明確、

アクセス可能かつ容易に理解できる方法で明示するというレコメンダ

ー・システムの透明性について規定 82されている。 

超大規模オンライン・プラットフォームに対しては、オンライン広

告の透明性の追加の義務（広告表示から１年後まで広告内容・広告主・

広告表示期間・使用された主なパラメータ・受領者総数に係るデータ

ベースを編纂・API を介して一般に利用可能とする義務、レコメンダ

ー・システムを利用する場合は利用規約においてパラメータ等を明確

かつアクセスしやすく理解しやすい方法で明示する義務等）、レコメン

ダー・システムに関する追加の義務（プロファイリングによらないレ

コメンダー・システム提供義務を含む）が規定されている。また、オン

ライン広告の透明性をさらに向上させるため、行動規範の策定を奨励・

促進している。 

欧州委員会は、超大規模オンライン・プラットフォームが DSA の規

則を実施し遵守しているかどうかをモニタリングし、不遵守の場合な

どには罰金・違約金などを課すこともできることとしている。 

 

【DMA】 

2020年 12月に欧州委員会により Digital Market Act（DMA）（規則

案）が議会に提出された。2022 年３月 24 日に欧州委員会、欧州議会、

EU 理事会によるトリローグにより三者が DMA に関する暫定的政治合意

に達した 8384。オンライン仲介サービス、オンライン検索エンジン、オ

ンラインソーシャルネットワーキングサービス等の「コア・プラット

フォームサービス」を提供する、①EU 域内における過去３年間の年間

売上高が 75億ユーロ以上、もしくは直近年度の平均時価総額が 750億

                                                        
82 DSA案第 24a 条 
83 “Deal on Digital Markets Act: EU rules to ensure fair competition and more choice for users”
（ https://www.europarl.europa.eu/news/en/press-room/20220315IPR25504/deal-on-digital-
markets-act-ensuring-fair-competition-and-more-choice-for-users、2022 年 3月 24 日）、 
“Digital Markets Act: Commission welcomes political agreement on rules to ensure fair and open 
digital markets”（https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/ip_22_1978、2022 年
3 月 25日） 

84 暫定的な条文案は 2022年 3 月 11 日に公開
（https://www.consilium.europa.eu/media/56086/st08722-xx22.pdf）されたが、最終化と翻
訳が継続中であり、さらに欧州議会と欧州理事会による採択が必要である
（https://ec.europa.eu/competition-policy/sectors/ict/dma_en）。 
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ユーロ以上であり、かつ３つ以上の加盟国において同じコアプラット

フォームサービスを提供、②直近の年度において、EU 域内の月間エン

ドユーザ数が 4,500 万人以上かつ年間ビジネスユーザ数が１万者以上

のコアプラットフォームサービスを提供、③②の基準を過去３年度に

おいて満たす事業者を、ゲートキーパーとして指定して規律を課すも

のである。 

当該ゲートキーパーのコア・プラットフォームサービスを利用して

いる第三者サービスのエンドユーザの個人データを、オンライン広告

サービスを提供する目的で取り扱うことの禁止 85（第５条第２項(a)）、

コア・プラットフォームサービスの個人データを、当該ゲートキーパ

ーが提供する他のサービスや第三者サービスの個人データと組み合わ

せることの禁止（同項(b)）、ゲートキーパーが提供されている他のサ

ービスにおいて、コア・プラットフォームサービスの個人データを相

互利用（cross-use）すること（その逆も）の禁止（同項(c)）、個人デ

ータを組み合わせるために当該ゲートキーパーの他のサービスにエン

ドユーザをサインインさせることの禁止（同項(d)）、エンドユーザの

活動を通じて生成されたデータの効果的なポータビリティの提供（第

６条第９項）、ビジネスユーザやそのエンドユーザによるコア・プラッ

トフォームサービスの利用により生成された個人データ等への効果的

なアクセスを、当該ビジネスユーザとその認証した第三者に対して提

供すること（同条第 10 項）、メッセージングサービスの基本機能のイ

ンターオペラビリティの確保（第７条第１項）86、コア・プラットフォ

ームサービス等に適用する消費者のプロファイリングの技術について

独立した監査を受けた説明の欧州委員会への提出（第 15条第１項）等

の規定が定められている。 

 

④  AI規則案 

 

 2021年４月に欧州委員会により公開された「人工知能に関する統一の

とれたルールを定めかつ特定の法律を改正するための規則案（AI規則案）
87」によれば、AI システムのリスクを４段階に分類し、各段階に応じて

規制を設けることとしている。AIを利用したプロファイリングについて

も、次のように、分類の対象となっているものがある。 

 ・容認できないリスク 

  ：基本的人権を侵害するような AIシステムの利用は禁止。 

   公的機関による一般的な目的のためのソーシャルスコアリング、    

法執行を目的とした公共の場のリアルタイム遠隔生体認証、 

   サブリミナル技術、特定の弱みにつけ込むことで人の行動をゆが

                                                        
85 ただし、GDPR の要件を満たす同意がある場合は例外として許される（第５条第２項）。以下、
同項 (d)についてまで同様。 

86 ゲートキーパーは、効果的なインターオペラビリティのために厳格に必要な個人データについ
ては、収集、および、メッセージングサービス事業者との交換を行うものとされ、当該収集と
交換は、GDPR及び ePrivacy指令上、完全に適法とされる（第７条第８項）。 

87 Proposal for a Regulation of the European Parliament and of the Council laying down 
harmonized rules on Artificial Intelligence and amending certain Union Legislative Acts  
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めて身体的・心理的な影響を与える可能性のある AIシステム等。 

・高リスク 

：市民の生活や健康を脅かす恐れがある、また安全性に問題が懸念 

されるなどの場合の AI利用。 

人事の採用や信用評価、司法判断に利用されるケースについては、

特定の要件（高品質のデータセットの利用、適切な情報管理、利

用者への情報共有、人間による適切な監視措置等）を満たすこと

が求められ、適合性評価手続を実施し、CEマークを貼付する義務

がある。提供開始後もリスクや品質の管理を行う必要あり。 

通行者を確認するための顔認証ツール等の遠隔生体認証。 

・限定的リスク 

 ：深刻な危険はない。 

  利用には透明性に関する要件を満たす必要がある。 

・最小のリスク 

 ：リスクを伴わないか、リスクがごくわずかの利用 88。 

 

（３） ISO/IEC 

 
ISO (the International Organization for Standardization)は、各

国の標準化団体の世界的な連合である。2020 年６月に出版された

ISO/IEC2918489（消費者向けオンラインサービスにおける通知と同意・選

択）において、階層的アプローチを推奨している。通知は処理の根拠に関

わらず常に必要でありその内容は第三者にも示されるべきであると考え

られる。同意は適切な状況において、PII90主体に十分な情報が与えられた

上で自由にされる必要があり、意図的な行動により同意を得るとともに、

同意の修正や撤回が簡単にできることが望ましい。 

付属書において、PCやスマートフォンで同意を得る場合のユーザイン

タフェースの例や、同意領収書（Consent Receipt）又は同意記録

（Consent Record)の例が示されている。  

                                                        
88 信頼できる AI 利用を促進 ～世界に先駆けて提案された EU の規制枠組み～
（https://eumag.jp/issues/c0821/） 

89 2014年 10月に経済産業省が公表した「消費者向けオンラインサービスにおける通知と同
意・選択に関するガイドライン」をベースとした日本提案の規格案。通知内容として、目的
の記述、PII 管理者、PII の収集、収集方法、PII 収集のタイミングと場所、使用方法、保管
PII の位置情報及び法的管轄権、第三者への移転、保管期間、PII 主体による関与、同意のた
めに行った選択へのアクセスに関する情報、処理の根拠、リスク等の 16 項目について規定さ
れている。 

90 個人識別可能情報（PII：Personal Identifiable Information） 
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第２章 プラットフォーム事業者等による利用者情報の取扱いのモニタリング結果 

 

１ モニタリングの概要 

 

主要な電気通信事業者及びプラットフォーム事業者における利用者情報の

取扱いについて、利用者情報の取扱いの状況、利用規約・プライバシーポリシ

ー、アプリやウェブサイトを経由した情報収集の状況、他社へのデータ提供、

他社との連携の状況、サードパーティーによる情報取得への対応方針、アプリ

提供マーケット、PIA・アウトカムについての考え方、個人情報保護管理者の設

置状況についてモニタリングシートへの記入及びモニタリングを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モニタリングにおける主な論点は次のとおり。 

 プラットフォーム事業者による利用者情報の取扱いの状況はどのように

なっているか。【項目１】 

 利用規約やプライバシーポリシーの内容はどのようになっているか。特

に、各事業者において様々な形で利用者へ分かりやすく伝えるための工

夫、透明性確保のための工夫はどのようになっているか（階層的アプロ

ーチ、ダッシュボード、ジャストインタイム、アイコン、モバイル及び

スマートデバイスの特徴の利用等プライバシーポリシーにおける工夫は

どのようになっているか。）。【項目２(1)、(2)】 

 ユーザテストの実施や有識者の意見を聴くなどしながら対応が行われて

いるか。利用者にとってそれぞれ異なる各取組を見つけにくい点やより

分かりやすくするための課題があるか。【項目２(2)】 

 利用者が利用者情報の提供や利用を希望しない場合のオプトアウト等、

利用者による事後的なコントロールの提供状況はどうなっているか。デ

ータポータビリティについてどのような取組を行っているか。（オプトア

ウトやデータポータビリティがある場合、利用のしやすさに課題はない

か。）。【項目２(3)、(4)】 

利用者情報の取扱いに関する主なモニタリング項目 

 

項目１ 利用者情報の取扱いの状況について 

項目２ 利用規約・プライバシーポリシーについて 

（１）プライバシーポリシーの内容 

（２）透明性確保のための工夫 

（３）オプトアウトやダッシュボードの導入状況 

（４）データポータビリティー等への取組状況 

項目３ 他アプリやサイトを経由した情報収集の状況 

項目４ 他社へのデータ提供、他社との連携の状況 

項目５ サードパーティーによる情報取得への対応方針について 

項目６ アプリ提供マーケットについて（※アプリ提供マーケットを運営している場合） 

項目７ PIA ・アウトカムについての考え方 

項目８ 個人情報保護管理者の設置状況 
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 位置情報などプライバシー性の高い情報についてスマートフォンやウェ

ブから取得する際に、どのような形で利用者の同意を得た上で、どのよ

うな配慮を行っているか。 

 他アプリやウェブサイトを経由してどのように情報収集を行っているか。

【項目３】 

 他社へのデータ提供、他社との連携の状況はどのようになっているか。

【項目４】 

 サードパーティーによる情報取得に関してどのような対応方針であるか。

【項目５】  

 アプリ提供マーケットにおいて、アプリ提供者にどのような働きかけを

しているか。【項目６】 

 PIA についてどのように実施されているか、利用者へ与えうる影響（ア

ウトカム）についてどのように考えてサービス設計をしており、利用者

への説明が行われているか。プロファイリングがどのように行われてお

り、どう使われているか。【項目７】 

 個人情報保護管理者に相当する役職を設置しているか。設置している場

合、当該役職の業務内容はどのようなものか。【項目８】 
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プラットフォームサービス事業者等における利用者情報の取扱いモニタリング 

質問項目 

 
 
※ 電気通信事業者には、取得される位置情報、アプリやウェブサイト経由の取得の状況、端末

からの取得情報、位置情報と加入者情報を組み合わせた分析、参考にしている GLも聞いた。 
 

2022 年については、このモニタリングシートに基づき、利用者情報 WG にお

いて次のとおり電気通信事業者及びプラットフォーム事業者に対してモニタ

リングを行った。モニタリングシートの詳細については、参考５－１及び５－

２のとおりである。 

 

2022年 ４月 22日利用者情報 WG（第 11回） NTTドコモ、KDDI、ソフトバンク、 

楽天モバイル 

５月 12日利用者情報 WG(第 13回） Apple、Yahoo！、LINE 

５月 17日利用者情報 WG(第 14回） Google、Meta91 

 

 

 

 

  

                                                        
91 Meta は、2022 年５月 26 日（米国時間）に、プライバシーポリシーを改正し、同年７月 26
日から施行することを発表した。同社へのモニタリングは、改定前のプライバシーポリシーを
前提としている。 



42 
 

２ モニタリングの結果 

 

 

 

（１） 利用者情報の取扱いの状況について 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

①  取得される利用者情報と取得場面 
 
・ アカウント作成時や契約時等に利用者が提供する情報とともに、サー

ビス利用・閲覧を通じて自動的に収集される利用・閲覧履歴やデバイ

スに関する情報、第三者パートナーから受領する情報等が組み合わさ

れて用いられている。 

・ 位置情報はプライバシー性の高い情報として、厳密な管理を行ってい

る。位置情報の種類に応じて、取得する際に同意を取得するかオプト

アウトの提供等をしている。住所等を推定されないように、位置情報

の加工や取扱いにおいても注意が払われている。端末から GPS等の位

置情報を取得する場合、OSの機能により同意取得が行われる。 

・ 一方、ビーコンや店舗における電子マネー決済など端末情報と別の情

報を組み合わせ位置情報が取得できる手段が増えてきている。これら

の位置情報についての通知・公表や利用者の同意の在り方などについ

プラットフォーム事業者による利用者情報の取扱いの状況はどのよう

になっているか。【項目１】 

① 取得される利用者情報と取得場面 

② 取得した情報の加工・分析・利用 

③ 利用者情報の第三者提供 

④ 広告ビジネスモデルへの利用者情報の活用 

⑤ 利用者情報に基づくプロファイリング・セグメント化 

 

 

 



43 
 

て新たな課題がある。 

 

②  取得した情報の加工・分析・利用 

 

・ 各事業者により詳細については異なっているが、例えば、 

- サービス提供・維持、サービスのパーソナライズ化及び改善 

- パーソナライズ（最適化）された広告表示 

- 新しいサービスやコンテンツの開発・改善、 

- 認証・入力補助・セキュリティ・不正利用防止、 

- パフォーマンス測定 

- 利用者とのコミュニケーション 

- 統計情報の作成 

等に、取得した情報が使用されている。 

・ 利用者情報に基づき利用者のプロファイリングを行い、その結果も踏

まえてサービスのパーソナライズ（レコメンデーション）やターゲテ

ィング広告等に広く行われている。 

 

③  利用者情報の第三者提供の状況 

 

・ 個人を特定する情報については、他社と共有しないとする事業者や、

ユーザ本人の同意がない限り共有しないとする事業者がいる。 

・ 広告及び測定の目的で、利用者のブラウザやデバイスから情報を直接

第三者に取得させたり、広告の効果や測定結果などを提供したりする

事業者もある。 

・ グループ内における共有を行う事業者もある。 

 

④  広告ビジネスモデルへの利用者情報の活用 

 

・ 広告ビジネス（ターゲティングや効果測定等）に、上記から得られる

登録情報、セグメント情報、利用履歴、コンテクスト情報、これらか

ら推定した利用者の興味・関心（パーソナライズ化・カスタマイズ）

等が用いられる場合がある。 

・ 全ての事業者が、利用者から取得した利用者情報を広告表示に活用す

る場合があるとしている。 

・ 広告設定について、利用者自身が一定の管理をできる事業者もある。 

・ パーソナライズされた広告をオプトアウトする機能を提供する事業

者もある。 

 

⑤  プロファイリング・セグメント化情報 

 

・ プロファイリングやセグメント化を行うために、ユーザ登録情報、サ

ービスの利用状況や閲覧情報などが用いられている場合が多い。 

・ プロファイリングやセグメント化した結果については、ターゲティン

グ（パーソナライズ）広告の表示のみに用いている場合もあれば、機
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能やコンテンツのパーソナライズ、おすすめの表示、マーケティング

などに用いられる場合がある。 

・ 人種、宗教、健康などのセンシティブ情報について、保有しないとす

る事業者や用いないとする事業者がいる。 
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（２） 利用規約・プライバシーポリシーについて 

 

①  利用者情報の取扱いに係るプライバシーポリシー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 プライバシーポリシーについて、どの事業者も HP に掲載があり、ア

プリ内などからも呼び出せるようになっている場合が多い。分かりや

すく伝えられるように、具体例などを示している事業者もある。 

 アカウント作成時にプライバシーポリシーを示し包括同意を得よう

としている場合もある。この他、個人情報を利用する場合に応じた確

認の機会が設けられている場合もある。  

 プライバシーポリシーに重要な変更を行う場合には、通知を公開した

り、告知している事業者もあり、同意を取得している事業者もある。 

 利用開始後、定期的な通知は一般に行われていないが、新規加入時等

や重要な変更時にデータ設定に関する設定について確認する機会を

設けたり、アカウント管理画面（ダッシュボード等）で確認が可能と

なっている事業者もある。 

 変更の際には、新旧対照表等を用意している事業者もある。 

 

 

 

利用規約やプライバシーポリシーの内容はどのようになっているか。

【項目２(1)】 

・ 利用者情報の取扱いに係るプライバシーポリシー 

・ サービス開始前の通知公表・同意取得（導線・掲載） 

・ プライバシーポリシーの変更に係る周知・同意取得 

・ 利用開始後にも定期的に通知を行うなどの工夫 



46 
 

② 透明性確保のための工夫 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各事業者において、プライバシーポリシーだけではなく、利用者に伝

えるための工夫としてプライバシーポリシーの内容を分かりやすく

簡潔に説明したプライバシーセンターやプライバシーポータル等を

設け、そこから一元的にプライバシー設定等を可能とするなどの工夫

している。 

 アカウント管理画面（ダッシュボード等）から、利用者が利用者情報

の取得や第三者提供や連携を含む取扱いについて事後的に把握・管理

できるようにしている事業者もある。 

 利用者がプラットフォーム事業者による情報取得や取扱い、第三者提

供や連携の影響（集められる情報、利用目的、利用されるリスク等）

を簡単に把握し、どのプラットフォームを使っても不利益を被らない

ことが重要と指摘される。 

  

 

各事業者において様々な形で利用者へ分かりやすく伝えるための工

夫、透明性確保のための工夫はどのようになっているか。（階層的アプ

ローチ、ダッシュボード、ジャストインタイム、アイコン、モバイル

及びスマートデバイスの特徴の利用等プライバシーポリシーにおける

工夫はどのようになっているか。）【項目２(2)】  

 ・ 透明性確保のための工夫や対処（ユーザテスト実施他） 

 ・ 同意取得や通知に当たっての具体的な工夫（階層的アプローチ、ダッ

シュボード、ジャストインタイム、アイコン等） 
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Copyright（C）Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

ヤフー株式会社 「ユーザーの理解を容易にするための工夫」

（出所）https://privacy.yahoo.co.jp/

プライバシーに関連する情報の具体的な取り扱いにつき、動画、
イラスト付きのYahoo! Japanプライバシーセンターで説明している。

 
出典：利用者情報 WG（第 12回）資料１－２「プライバシーポリシー等のベストプラクティス及び

通知同意取得方法に関するユーザー調査結果」P41 

Copyright（C）Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

株式会社NTTドコモ 「利用者の選択の機会の内容、データポータビリティに係る事項」、
「ユーザーが同意状況を認識・確認するための工夫」

（出所）https://datadashboard.front.smt.docomo.ne.jp/

パーソナルデータダッシュボードを提供している。

 
出典：利用者情報 WG（第 12回）資料１－２「プライバシーポリシー等のベストプラクティス及び

通知同意取得方法に関するユーザー調査結果」P31 
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Copyright（C）Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

KDDI株式会社
「情報収集モジュールやタグ等の設置有無」

（出所）https://www.kddi.com/terms/requirements/

Webサイトの利用を通じて情報収集していることを通知し、
外部送信先ごとにデータ利用を停止する方法を通知している。

 
出典：利用者情報 WG（第 12回）資料１－２「プライバシーポリシー等のベストプラクティス及び

通知同意取得方法に関するユーザー調査結果」P21 

Copyright（C）Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

ソフトバンク株式会社 「プライバシーポリシーの変更を行う場合の手続き」

（出所）https://www.softbank.jp/help/terms/

 
出典：利用者情報 WG（第 12回）資料１－２「プライバシーポリシー等のベストプラクティス

及び通知同意取得方法に関するユーザー調査結果」P28 

 



49 
 

 

③ オプトアウトやダッシュボードの導入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 オプトアウトの提供の有無については、全ての事業者が回答。オプト

アウトの仕組みはダッシュボードやアカウント設定などを通じて大

半の事業者において提供されている。また、この他、データの保存や

保存期間、広告への利用の設定などを通じ、データの取扱いを一定程

度コントロールする仕組み等を提供している場合がある。 

 オプトアウトを行うと、オプトアウトした情報の取得が停止されると

ともに、オプトアウト前に取得されたデータは利用されなくなるとし

ている。一方、当該データが消去されるのかどうかははっきりしない

場合もある。 

 

 

 

利用者が利用者情報の提供や利用を希望しない場合のオプトアウト

等、利用者による事後的なコントロールの提供状況はどうなっている

か。（オプトアウトがある場合、利用のしやすさに課題はないか）【項

目２(3)】 

 ・ オプトアウトを設けているか（方法・対象範囲等） 

 ・ オプトアウトをしてもサービス利用継続が可能か 

 ・ ダッシュボード等を設けているか（方法・対象範囲等） 

 ・ オプトアウトに関する通知事項、導線 
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Copyright（C）Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

グーグル合同会社 「ユーザーが同意状況を認識・確認するための工夫」

（出所） https://policies.google.com/privacy#infochoices

履歴（アクティビティ）を管理するダッシュボードを提供している

 
出典：利用者情報 WG（第 12回）資料１－２「プライバシーポリシー等のベストプラクティス及

び通知同意取得方法に関するユーザー調査結果」P33 

 

④ データポータビリティ等への取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 データポータビリティの提供の有無については、全ての事業者が回答。

海外事業者は全てデータポータビリティに対応済との回答であり、利

用者のコンピューターへのダウンロードや一部の第三者への転送等

が可能とされている。 

 電気通信事業者及び国内プラットフォーム事業者はデータポータビ

リティに対応していない、又は一部のデータのみダウンロード可能と

の回答であった。なお、電気通信事業者は、具体的な検討を行う状態

に至っていないという見解が示された。 

 

データポータビリティについてどのような取組を行っているか。（デー

タポータビリティがある場合、利用のしやすさに課題はないか）【項目

２(4)】 

 ・ データポータビリティの取組（方法・対象範囲等） 

 ・ 対象情報、方法、提供フォーマット、提供先、相互運用性等 

 ・ 電磁的開示請求への対応、開示方法、提供フォーマット等 
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Copyright（C）Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

Facebook Japan株式会社 「通知・公表又は同意取得の方法、利用者関与の方法」、
「利用者の選択の機会の内容、データポータビリティに係る事項」
ユーザー自身で情報の開示ができる機能を提供している。

 
出典：利用者情報 WG（第 12回）資料１－２「プライバシーポリシー等のベストプラクティス及

び通知同意取得方法に関するユーザー調査結果」P17 
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Copyright（C）Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

LINE株式会社 「通知・公表又は同意取得の方法、利用者関与の方法」、
「利用者の選択の機会の内容、データポータビリティに係る事項」

（出所）https://line.me/ja/terms/policy/ （出所）https://linecorp.com/ja/privacy/your_choices_your_rights/

利用者情報の利用についての選択とその手段に言及

利用目的の通知やデータ削除はお問合せフォームを案内

利用者情報の利用選択方法について記載

実際の画面イメージで理解を促進

●プライバシーポリシー ●LINE Privacy Center

 
出典：利用者情報 WG（第 12回）資料１－２「プライバシーポリシー等のベストプラクティス及

び通知同意取得方法に関するユーザー調査結果」P35 

 

 

（３） 他アプリやウェブサイトを経由した情報収集 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 情報収集モジュール（イメージタグ、JavaScriptのタグ、SDK等）が

設置されている場合等に、当該アプリやウェブサイトを訪問する利用

者に関する利用者情報（端末情報、訪問サイト、購入履歴、閲覧した

広告、他サービス利用状況等）が送付される場合がある。 

 広告商品利用時に、広告主や他アプリやウェブサイトの提供者等との

利用規約において、利用者情報を提供する前に、利用者から必要な同

意等を取得していることを要求する事業者がある。 

 広告商品利用時に、広告主や他アプリやウェブサイトの提供者に、プ

他アプリやウェブサイトを経由してどのように情報収集を行っている

か。【項目３】 

・ 他アプリやサイトを経由した情報収集の状況 

 ・ 他アプリ提供社やサイト運営者に対する情報提供 

 ・ 情報収集モジュールや JavaScript による外部送信 

 ・ 上記の場合の、他アプリ提供者やサイト運営者に対する情報提供 

 ・ 情報収集モジュールや JavaScript について、送信される情報の内容や

送信先の変更等 

 ・ 複数の他アプリやサイトから収集した情報の管理 
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ライバシーポリシー等における記載事項、オプトアウトの提供、掲載

場所等の詳細を示して対応を要求する事業者 92もある。 

 

 
 

Copyright（C）Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

楽天モバイル株式会社 「情報収集モジュールやタグ等の設置有無」

（出所）https://grp12.ias.rakuten.co.jp/optout/

楽天グループ株式会社が定める「Cookieポリシー」のリンク先において、
Webサイトの利用を通じて情報収集していることにつき説明を行っている。

 

                                                        
92 広告商品利用時等に用いられるタグや情報収集モジュール等の提供者から、アプリ提供者やウ
ェブサイト管理者等に外部送信に関する情報の概要や利用者への説明、オプトアウト等につい
て、日本語で分かりやすく示して説明していくことが、必要とされる同意取得や利用者へのオ
プトアウトの機会等の提供、プライバシーポリシー等における適切な説明等を行う観点からも
重要であると指摘される。 
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出典：利用者情報 WG（第 12回）資料１－２「プライバシーポリシー等のベストプラクティス及び

通知同意取得方法に関するユーザー調査結果」P22 

 

（４） 他社へのデータ提供他社との連携の状況 

 
 

 

 

 

 

 

 自社の利用者情報の取扱いはプライバシーポリシーに記載があると

している。他社へのデータ提供は、利用者から同意を取得した場合に

行われている。 
 

 
 

（５） サードパーティーによる情報取得への対応（デジタル広告） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 広告主がメールアドレスや電話番号をアップロードし、ハッシュ化し

た上で当該事業者が保有するメールアドレスや電話番号と突き合わ

せするタイプの広告サービスを提供する事業者がある。当該事業者は

他社へのデータ提供、他社との連携の状況はどのようになっているか。 

【項目４】 

 ・ 他社に対するデータ提供の状況 

 ・ 他社との連携、留意点（利用者説明、安全管理等） 

サードパーティーによる情報取得に関してどのような対応方針である

か。【項目５】  

 ・サードパーティによる情報取得に関する方針 

 ・クッキーの代替手段の情報取得の動きへの考え方 

 ・Topics の導入目的、設計、説明（※Google） 
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ハッシュ化した形で受領するものであり、広告主側に提供する情報に

関して適切な対応を行った上で提供するよう促していると説明 93が

あった。 

 様々な形でクロスサイト等の情報が取得されており、一般利用者にと

って全体像を理解することが容易ではない状況にある。また、広告サ

ービスを利用するウェブサイト運営者や広告主等が、自らを経由し提

供される個人情報等について、利用者に対してどのような説明や同意

取得等をするべきかを必ずしも明確に把握・理解していない場合もあ

る 94と考えられる。 

 近年、異なるウェブサイト間で収集されるデータの収集と使用を制限

する方向での動きが多くあるとの指摘がある（例えば、Apple は

Safari における Cookie 利用を制限し、Google も 2023 年に Third 

Party Cookieを段階的に廃止する方向である）。 

 

 

 

 

（６） アプリ提供マーケットについて 
 

 

 

 

 

 

                                                        
93 例えば、Meta の場合、「パートナーが当社にデータを提供する前に、パートナーが利用者の
データを取得、利用、共有する正当な権利を有していることを当社は当該パートナーに要求
する」としている。 

94 実際にどのような対応が行われているかプラットフォーム事業者において確認していないこ
とが問題ではないかとの指摘があった。 

アプリ提供マーケットにおいて、アプリ提供者にどのような働きかけ

をしているか。【項目６】 

 ・ アプリ提供マーケットにおける SPI に関する取組 

 ・ アプリ提供者に対する働きかけ 
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 Apple 及び Google のアプリ提供マーケットともに、アプリがアクセ

スしようとしている利用者情報について、利用者が十分な情報を得た

上で判断できるように、アプリ提供者（デベロッパー）に義務づけを

行ったり、情報提供を行うなどの支援を行っている。SPIを参照すべ

き政府のガイドラインの一つとして提示しているアプリ提供マーケ

ットもあった。 

 App Store Reviewガイドラインにおいて、アプリのプライバシーポ

リシーにおいて利用者情報の取扱いについて詳細に規定すること、デ

ータ収集についての同意取得や同意の撤回の提供、利用目的でデータ

の用途を十分説明すること、ユーザのアクセス許可設定を尊重するこ

と、不要なデータアクセスに同意するよう誘導や強制しないこと等を

示している。 

 Google API利用規約は、アプリ提供者が収集、使用、他社と共有する

利用者情報について明確かつ正確に定めたプライバシーポリシーを

提供し遵守することを義務づけている。また、明示的な同意なく、利

用者の非公開データを第三者に開示すること、スクレイピング、デー

タベース構築その他利用者情報の恒久的コピー作成等を禁止してい

る。 

 自社開発アプリについても、社内マニュアル等により SPIへの準拠等

の取組みを進めている事例がある。 
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（７） PIA95・アウトカムについて 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 PIAの実施状況については、大半の事業者が何らかの形で回答。一方、

独自の PIAを行っているとしているが、その基準が明確ではない場合

がある。また、PIAの結果も公表されていない場合が多い。 

 

 
 

 

 

 

                                                        
95 PIA(Privacy Impact Assessment、個人情報保護評価)：個人情報保護委員会が 2021 年６月 30
日に公表した「PIAの取組の促進について－PIA の意義と実施手順に沿った留意点―」によ
れば、「PIAは、個人情報等の収集を伴う事業の開始や変更の際に、個人の権利利益の侵害リ
スクを低減・回避するために、事前に影響を評価するリスク管理手法。」とされており、「個
人情報のフローの整理」を行った上で、「事業者側のオペレーションなどに伴い想定されるリ
スク要因、消費者・利用者側の利用方法等に伴うリスク要因なども踏まえて、リスクを洗い
出し、整理」し、「特定したリスクについて「影響度」及び「発生可能性」の観点で評価を実
施」した上で、リスクへの対応方針・対応策を検討するとしている。また、「報告書のサマリ
ーを作成」「公表することが有効」、事案に応じて「第三者機関のチェック」を得ることが有
用と指摘されている（https://www.ppc.go.jp/files/pdf/pia_overview.pdf、
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/pia_promotion.pdf）。 

PIAについてどのように実施されているか、利用者へ与えうる影響（ア

ウトカム）についてどのように考えてサービス設計をしており、利用

者への説明が行われているか。プロファイリングがどのように行われ

ており、どう使われているか。【項目７】 

 ・ PIA の導入状況 

 ・ 利用者情報の取扱いに関するアウトカムに係る検討 

 ・ 利用者に PIA の結果やアウトカムを説明しているか 
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（８） 個人情報保護管理者の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 データ/個人情報保護管理責任者、最高プライバシー/最高情報セキ

ュリティ・責任者等が置かれている場合が多い。 
 

（９） 全体を通じて 

 
今回モニタリングの対象とした各事業者において、プライバシーポリ

シーの内容を分かりやすく説明するための工夫を行っている。アカウン

ト管理画面やダッシュボード等から、利用者が情報取得や第三者提供等

を事後的に把握・管理できるようにしている事業者もある。 

一方で、広範な利用者情報の取扱いの全体像を一般の利用者に説明・理

解させることは容易ではない。全ての事業者が、利用者から取得した利用

者情報を広告表示に活用する場合があるとしており、情報収集モジュー

ル等により、クロスサイトトラッキング等が幅広く行われている。 

 

利用者は多様であり、背景、知識、経験などが異なるため、それを踏ま

えて利用者が理解できるように、多様な方法を用意する必要があると指

摘される（例えば、金融商品は法律の中で消費者の多様性を考慮した規制

がある）。 

特に、消費者が想定しづらいものやプライバシー性が高い情報の取得

等について、注意喚起をする仕組みが必要であると指摘される。情報開示

が進展する中で、情報開示の視点で外部レビューやモニタリングを行っ

ていくことが重要であると指摘される。 

 

利用者情報を取得・集約・分析することにより、当該利用者の詳細なプ

ロファイリングを行い得る状況であることを鑑みると、利用者情報の取

扱いについて一定のルール整備を検討していくことが必要であると考え

られる。また、各事業者において、今後更に利用者情報の取扱いについて

分かりやすい通知・説明や同意取得を工夫していくことが求められるも

のであり、その状況について継続的にモニタリングを行っていくことが

必要であると考えられる。 

 

 

 

 

 

個人情報保護管理者に相当する役職を設置しているか。設置している

場合、当該役職の業務内容はどのようなものか。【項目８】 

 ・ 設置状況 

 ・ 名称等 

 ・ 業務内容 
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情報収集モジュールの状況 

 
出典：利用者情報 WG（第 12回）資料１－１「利用者情報に関する技術動向及び業界団体による自

主ルール等の状況」より総務省作成 
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第３章 今後の取組の方向性 

 

１ 利用者情報の適切な取扱いの確保に向けた論点 

 

①  利用者情報を取巻くグローバルな情勢の変化 

 

第２章のモニタリング結果からもみてきたように、電気通信事業者や

プラットフォーム事業者は、個人情報保護法や電気通信事業 GL なども

踏まえつつ、網羅的なプライバシーポリシーを作成するだけではなく、

利用者情報の取扱いの説明について既に様々な工夫を行ってきている。

しかしながら、一般利用者にとって、利用者情報の取扱いについて理解

し把握することは困難である場合も多いとの指摘もある。 

 

第１章でみてきたように、日々の生活の中においてスマートフォン等

の利用が不可欠になる中で、スマートフォン等で取り扱われる利用者情

報の質や量が拡大し、機微情報や機密情報が含まれる可能性もある。さ

らに、スマートフォン等の利用者情報と、電子マネーを使った決済や購

買履歴などの外部情報についても結びついた上で利活用される可能性

がある。 

これら利用者情報等がクロスサイト等で取得・集積・分析され、プロ

ファイリングやターゲティングも高度化・精緻化している。適切に用い

られれば利用者へのサービス提供やレコメンドの向上につながるなど

イノベーションの促進に役立つという指摘もある。一方、商品広告の表

示目的だけではなく、様々なマイクロターゲティング、プロファイリン

グ結果を踏まえた採用や与信などの個人に影響を与えうる意思決定に

も用いられるおそれもあり、利用者情報を提供した結果の本人に対する

影響・アウトカムをあらかじめ説明することが困難となる場合もあるこ

とが指摘される。また、このような利用者情報の取扱いが社会へ様々な

影響を与える可能性も指摘される。 

 

このような情勢等も踏まえ、各国はクロスサイト等の情報の取扱いに

関して、特に本人へのサービス提供と直接関係がない本人が意図しない

取扱いや本人の合理的な期待を超える取扱いを行おうとする際は本人

にこれを知らせ、本人同意を求めること、事後的な検証可能性を高める

ための透明性確保や報告・公表義務を課すこと等の規制強化を進めてい

るところであり、グローバル展開するプラットフォーム事業者もこれに

対応しつつある。 

我が国においても、利用者保護の観点から、このような業界の状況や

グローバルな規制状況なども踏まえつつ、適切な対応を検討していくこ

とが求められていると考えられる。 

 

②  利用者情報の適切な取扱いの確保 
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スマートフォンやタブレットなどの通信端末の位置情報や、ウェブサ

イト上の行動履歴、利用者の端末から発せられ、または、利用者の端末

情報に蓄積される端末 IDや Cookieなどの端末を識別する情報等につい

ては、通信の秘密やプライバシー保護の関係で、その適切な取扱いの確

保のための規律を検討していく必要がある。 

特に第１章及び第２章でもみたように、異なるアプリやウェブサイト

を通じた横断的なパーソナルデータの取得・収集・分析が進んでおり、

利用者のサービス提供に直接結びつくものではないため利用者が指示

したり意識したりしていないものが多くある。このような利用者が十分

認識しない中でのパーソナルデータの取得・収集・利活用について、利

用者情報の取扱いに係る通知・公表や同意取得の在り方について、検討

を行い、指針やルールを明確化していく必要があると考えられる。また、

様々な機会を通じて取得したパーソナルデータについて、何らかの IDな

どに基づき名寄せを行い、多角的にプロファイリングを行う場合は今後

増えてくると考えられる。このプロファイリングの実施や特定の個人へ

の適用、それによるサービスや判断についてどう考えるべきか検討が必

要であると指摘される。 

 

利用者に適切に通知・公表や同意取得を行っていく観点から、下記の

ような点が重要であると考えらえる。  

第一に、利用者と直接の接点があるアプリ提供者やウェブサイト運営

者等のサービス提供者が、第１章で指摘されたように当該アプリやウェ

ブサイトにおいて、取得者が誰かも含めどのような情報取得や情報提供

を行っているか把握していない場合があるという問題がある。まずは、

当該アプリやウェブサイト等のサービスを提供する際において、誰がど

のような情報取得を行うとともに、第三者にどのような情報提供を行う

必要があるのかについて検討した上で、これを把握することが必要 96で

ある。 

第二に、アプリ提供者やウェブサイト運営者等のサービス提供者が、

上記のプロセスを経た上でこれを踏まえ、取得者や取得・提供する情報

の種類や用途などに応じて、利用者が理解できるように通知・公表又は

同意取得を行っていく必要がある。この際、内容に応じて、通知・公表

や同意の取得等について検討を行う必要があると考えられる。 

さらに、第１章でも指摘されたようにプロファイリング 97の有無や情

報利用による利用者へ与えうる影響（アウトカム）が重要であり、これ

を利用者に伝えていく必要があると考えられる。特に利用者が受けうる

不利益についての情報については重要であると考えられる。このような

影響について利用者に分かりやすく伝えていくよう促していく必要が

あると考えられる。 

                                                        
96 適切なデータやプライバシーのガバナンスを行う上でも、そもそも、自らがどのような情報
取得を行い、第三者にどのような情報提供を行うのか把握することは、前提条件となると考
えられる。 

97 断片的な情報等により、誤ったプロファイリングが行われそれが適用されることによる問題
が発生する可能性も指摘される。 
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③  分かりやすい通知や同意取得の在り方 

 

第２章でみたように、プライバシーポリシー等について、分かりやす

く見せるための仕組みや工夫については、大手のプラットフォーム事業

者や電気通信事業者においては一定の検討が行われている。利用者の意

見や外部レビューなども踏まえながら継続的にこのような工夫を行い、

利用者に分かりやすく通知・公表や同意取得を行うとともに、利用者が

理解した上で有効な選択を行える環境を整えていく必要があると考え

られる。 

 

第２章でもみたように、例えば、階層的な通知、個別同意、プライバ

シー設定の工夫などについては、EU の GDPR に基づく同意取得や透明化

のガイドラインや米国の NIST Privacy Frameworkにおいて推奨される

とともに、カリフォルニア州 CCPA においても規定された重要な事項 98

を示す階層的通知が求められるなど、欧米において共通的な認識が形成

されていると考えられる。 

このような階層的な通知、個別同意、プライバシー設定の工夫につい

ては、我が国における当該サービスの利用者に合わせた形で、必要に応

じてユーザ調査なども実施した上で、導入されることが望ましい。 

 

一例として、野村総合研究所により、我が国のインターネットの利用

者について、通知・同意取得における利用者の考え方について、因子１：

企業の情報利用に対する抵抗感、因子２：ネットサービスの利用におけ

る自己効力感により４種類のパーソナリティに分類し、そのパーソナリ

ティに応じた工夫の効果に係る調査結果 99がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
98 個人情報の種類一覧や個人情報の種類ごとの利用目的、オプトアウトページ及びプライバシ
ーポリシーのリンク等 

99 この他、因子３：面倒と感じる気質（先延ばし・怠慢・依存）が指摘されている。 
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【参考：野村総合研究所による分析】 

自己効力感が高く、抵抗感が強い利用者（Seg．１）は、先進的な

ネットサービスの利用に意欲的であるものの、抵抗感が強い利用者

（Seg．１及び Seg．３）は自身の情報の取扱いに敏感 100でありその

内容によりサービスそのものの利用を忌避する傾向がある。 

 

通知・同意取得における利用者の考え方の違い 

 
出典：利用者情報 WG（第２回）資料１「実効性のある通知・同意取得方法の

在り方に関する実証事業の報告」 

 

 

通知・同意取得にあたり利用者の理解や安心に資すると思われる工夫 

 
出典：利用者情報 WG（第２回）資料１「実効性のある通知・同意取得方法の在り方に関

する実証事業の報告」P11 

 

上記に挙げられる通知・同意取得に当たり利用者の理解や安心に資す

ると思われる工夫のうち、「１階層的な通知」、「３個別同意」、「４プライ

バシー設定」について、実際に利用者インタビューを行った上で、利用

者の考え方の違いを踏まえてその有効性についての分析を行った。 

                                                        
100 抵抗感が強い利用者は情報の利用停止意向も強く、不要な情報提供に対して否定的であるこ
とが指摘される。 
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その結果、プライバシーポリシーの内容を何ら変更せず、表示方式の

工夫だけを行った場合であっても、階層的な通知のうち、「1-1目次（見

出し）と詳細」の工夫を講じた場合には、利用者全体の約 25%が「現状

よりしっかり読む」と回答し、特に抵抗感が強い利用者（Seg．１及び Seg．

３）30%以上が「現状よりしっかり読む」と回答している。「1-2 重要事

項と全文」の工夫を講じた場合には、利用者全体の約 22%が「現状より

しっかり読む」と回答し、特に抵抗感が強い利用者（Seg．１及び Seg．

３）は約 26%が「現状よりしっかり読む」と回答している。 

また、取り扱う情報の種類や利用目的、第三者提供先等について、個

別に利用者が同意できるフォーマットを提供する「３ 個別同意」は、利

用者全体の約 64%が「利用したい」と回答しており、実装に対してニー

ズの高い工夫である。 

さらに、利用者がサービス利用にあたり、同意した内容を確認するこ

とや同意を撤回（オプトアウト）することを容易にさせるための設定を

一覧的に設定・管理することを可能とする画面（ダッシュボード）等を

提供する「４ プライバシー設定」は、利用者全体の約 67%が「利用した

い」と回答しており、また、抵抗感の強弱や自己効力感の高低にかかわ

らず全てのセグメントの利用者（Seg．１～Seg．４）において５割以上

の利用者が利用意向を示している。 

 

利用者の理解や安心に資すると思われる事業者の取組の検証結果 

 
 出典：利用者情報 WG（第 12回）資料１－２「プライバシーポリシー等のベストプ

ラクティス及び通知同意取得方法に関するユーザー調査結果」P63 

 

また、①プライバシーポリシーとは別に分かりやすいユーザガイドを

提供、②過去のプライバシーポリシーを確認、③同意状況を一覧化し  

必要に応じて撤回するダッシュボードを提供、④ユーザ自身により開示

手続きが取れる機能等は、半分以上の利用者が利用したい・機能等が提

供されることで企業を信用できると回答した。特に自己効力感が高く抵

抗感が強い利用者に高い効果があった。 
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出典：利用者情報 WG（第 12 回）資料１－２「プライバシーポリシー等のベ

ストプラクティス及び通知同意取得方法に関するユーザー調査結果」

より事務局作成 

 
出典：利用者情報 WG（第 12 回）資料１－２「プライバシーポリシー等のベ

ストプラクティス及び通知同意取得方法に関するユーザー調査結果」

より事務局作成 

 

このような利用者調査等の結果も参考にしながら、プライバシーポリ

シーに階層別の表示や簡略版の作成などの工夫を行い読みやすさを高

めることが期待される。 

また、取得される情報の種類や利用目的、第三者提供先などに関する

個別同意や同意した内容の確認を可能とする Consent Receipt101のよう

な仕組みや、サービス開始後の随時に可能なオプトアウトなどのプライ

バシー設定を可能とするダッシュボード等の提供等により、個人による

理解やコントロールを高めることが期待される。 

特に、この設計を行う際に、第三者提供、機微情報の取得・利用、通

常は想定されない利用等は特に注意喚起をする仕組みが求められると

                                                        
101 ISO/IEC29184 付属書（第１章参照） 
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考えられる。また、利用者が十分な情報を得た上で意思決定を行うこと

を可能とすることが重要であり、これをゆがめるようないわゆるダーク

パターン 102とならないように十分な注意が求められる。 

これらを通じて、各サービスの利用者の知識や性格などの考慮しなが

ら、様々な性格の利用者の理解や安心に資する方法を工夫し導入してい

くことが求められるものと考えられる。 

 

 

２ 今後の対応の方向性 

 

（１）電気通信事業法・個人情報保護法・電気通信事業 GL等を踏まえた対応 

 
本研究会において、電気通信サービス・機能の連携・融合などの進展に

対応するための規律の在り方として、政策対応上の基本的方向性として

「利用者の端末情報の適切な取扱いを確保することにより、利用者が自

らの端末を用いて安心して通信サービスを利用することができるように

することは重要。」とされており、「利用者の端末情報が OS事業者、通信

事業者、プラットフォーム事業者、アプリ事業者等によって、利用者の意

思に反して取得・活用されていたとすると、通信の秘密の対象であるか否

かに係わらず、プライバシー上の適切な保護を検討する余地が生じ得る

ところ、端末情報の適切な取扱いの確保のための具体的な規律の在り方

については、eプライバシー規則案の議論も参考にしつつ、今後検討が必

要」と考えられる 103。 

 

このような通信サービスの利用に関わる利用者端末情報 104とそれに紐

づく情報の保護については、「通信関連プライバシー」として保護される

べき利用者の権利として、把握されるべきであると考えられる。即ち、情

報通信が我が国の経済・社会活動、国民生活の基盤として重要な役割を果

たすようになりつつあることを踏まえ、電気通信事業者や電気通信事業

者の設備のみに着目するのではなく、電気通信サービスの利用者の権利

に着目し、通信の秘密に加えて電気通信サービスの利用者のプライバシ

ー保護を電気通信事業法の目的として考えていく必要があると考えられ

る。また、このような利用者端末情報等を取り扱う者の全てが、保護すべ

き義務を負うこととすることが考えられる。 

                                                        
102 DSAにおいても、ダークパターン規制が欧州議会修正案として追加されている。例えば、
いずれかの同意の選択肢をより視覚的に目立たせたり、利用者が既に選択した後に変更を促
したり、サービスの終了手続きをサインアップより著しく面倒にすること等が挙げられる。 

103 本研究会中間報告書（2019 年 4 月）P27 
104 端末に保存された利用者情報（脚注１参照）であって、通信サービスの利用に関わるもの。

cookie 等を含む利用者の識別に係る情報や通信サービス上の行動履歴や利用者の状態に関す
る情報を含む概念。なお、これらは個人関連情報に該当し得るが、提供先が個人関連情報を
個人データとして取得されることが想定されるときは、個人情報保護法による第三者提供規
制がかかる。個人データとしての取得が想定される場面以外では同法の規制は適用されない
ため、そのような利用者端末情報の取得・提供等については、規制のない状態になっている
と指摘される。 
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また、ターゲティング広告やプロファイリングを使った利用者への影

響について後から検証できる環境を整え、透明性を確保していく観点か

ら、利用者情報の利用の状況についての公表や保存についての仕組みに

ついて考えていく必要があると考えられる。 

 

このため、適切な利用者情報の取扱いを確保する観点から、電気通信事

業 GL において必要とされる事項（例：表示や公表、望ましい取扱い等）

を定めた上で、同 GLの遵守状況や事業者の自主的な取組の状況について、

定期的にモニタリングを行うべきであると考えられる。 

また、変化の激しいデジタル広告などを含めた通信関連プライバシー

の保護のためには共同規制が有用である 105と考えられるがこの共同規制

について外縁を明らかにして国内外事業者に対する実効性を高めるため、

事業者に法律上の義務を課すことが有用であるとの指摘 106も踏まえ、電

気通信事業法等における規律の内容・範囲等について、eプライバシー規

則案の議論も参考にしつつ、cookie や位置情報等を含む利用者情報の取

扱いについて具体的な制度化に向けた検討を進めることが適当であると

考えられる」107108と 2021 年９月に発表された中間とりまとめにおいて記

載された。 

中間とりまとめを踏まえ、電気通信事業法における情報規律の在り方

を検討している電気通信事業ガバナンス検討会及び利用者情報 WGにおい

て幅広い関係者からも意見を伺いながら検討を行った結果、2022 年２月

に電気通信事業ガバナンス検討会報告書がとりまとめられた。この報告

書案の内容を踏まえ、2022 年３月に電気通信事業法の一部を改正する法

律案が提出され、2022年６月に成立した。 

                                                        
105 デジタル広告については、共同規制や自主的取組が望ましいと考えられる。事業者単体では
なく、全体として継続比較できる方法が重要ではないか。（利用者情報ＷＧ（第５回）寺田構成
員） 

106 共同規制だとしても法令として表示義務があった方が望ましい、利用者目線による法的義務
を前提とした共同規制であるべきとの指摘があった。また、グローバルな状況を見ると、既に
同意取得義務やオプトアウト義務がかけられており、モニタリングをしてその結果を踏まえて
表示義務をかけるのでは遅いのではないかとの指摘があった。（利用者情報ＷＧ（第５回）森構
成員、生貝構成員、太田構成員等）。 

107 規模に応じたリスクも考慮に入れ、リスクベース、キャパシティベースでハードローもソフ
トローも検討していってはどうか、ベースを下げるというわけではなく、トップに対する規制
を引き上げていく必要があるとの指摘があった（利用者情報 WG（第５回）生貝構成員）。利用
者保護の OTT 規制については、公平性の観点からも大事であり、日本の制度が遅れると、利
用者は日本の事業者より海外の事業者の方が信頼できるようになってしまい日本の事業者に
とっても良くない、事業者と利用者の認識のズレを埋めていく必要があるとの指摘があった。
また、オフラインであれば把握しやすいがオンラインにおいて通知等もされずに取得されてい
ると利用者目線から懸念を持たれるとの指摘があった（利用者情報 WG（第５回）佐藤構成員、
太田構成員等）。また、ゆるやかな法規制をかけ、実際にやることは共同規制で自主的取組を尊
重されるべきではないかとの意見があった（利用者情報 WG（第５回）沢田構成員）。 

108 「通信関連プライバシー」は、電気通信事業分野で特に求められるものであり、利用者が最も
コントロールしにくい部分についてルール形成が必要である、利用者保護の観点から立法化に
ついて前向きに取り組むべきではないかとの指摘があった（利用者情報 WG（第６回）石井構
成員）。 eプライバシー規則案を踏まえて制度化に関する検討を進めるべきではないか、モニ
タリングをしてから法改正を検討するのでは少し弱いのではないか等の指摘があった（利用者
情報 WG（第６回）森構成員、太田構成員）。 
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その内容は、電気通信事業者又は第三号事業を営む者が利用者に対し

電気通信役務を提供する際に、利用者の電気通信設備を送信先とする情

報の外部送信を指令する通信を行おうとするときは、当該通信によって

送信されることとなる当該利用者に関する情報を①総務省令で定めると

ころにより当該利用者に通知又は容易に知り得る状態に置く、②同意を

取得、③オプトアウトのいずれかの措置をとることとするものである。 

 

 

利用者に関する情報の外部送信に係る規律の概要【電気通信事業法第 27条の 12】 
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利用者に関する情報の外部送信の際に講じるべき措置 

 

 
 

2022 年６月に成立した電気通信事業法改正法（令和４年法律第 70 号）

に基づき、ウェブサイト運営事業者やアプリケーション提供事業者が利

用者の閲覧履歴等の情報を第三者のサーバ等に送信するプログラム等の

送信を行う際に、利用者に確認の機会を付与することを求める外部送信

規律の施行に向けて、官民連携して検討を推進していくことが重要であ

る。 

 

外部送信規律について定めた電気通信事業法第 27 条の 12 において、

総務省令で定めることとされている事項は、次の５点である。これらが施

行に向けて検討が必要とされる５つの論点であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論点１の「内容、利用者の範囲及び利用状況を勘案して利用者の利益

に及ぼす影響が少なくない電気通信役務」については、対象となる電気

通信役務の「内容」、電気通信役務の「利用者の範囲」、電気通信役務の

「利用状況」をそれぞれ検討する必要がある。 

 

論点１【電気通信事業法第 27条の 12柱書き】 

内容、利用者の範囲及び利用状況を勘案して利用者の影響に及ぼす 

影響が少なくない電気通信役務 

 

論点２【電気通信事業法第 27条の 12柱書き】 

 利用者に通知し又は容易に知り得る状態に置く際に満たすべき要件 

 

論点３【電気通信事業法第 27条の 12柱書き】 

利用者に通知し又は容易に知り得る状態に置くべき事項 

 

論点４【電気通信事業法第 27条の 12第４号ロ】 

オプトアウト措置の際に利用者が容易に知り得る状態に置く事項 

 

論点５【電気通信事業法第 27条の 12第１号】 

 利用者が電気通信役務を利用する際に送信をすることが必要な情報 
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電気通信役務の「内容」として、例えば次が該当すると考えられる。 

・登録・届出対象となる電気通信役務である、固定・携帯電話、イン 

ターネット接続サービス、利用者間のメッセージ媒介サービス 

・登録・届出対象不要の電気通信役務のうち、オンライン検索サービ 

ス、ＳＮＳ・電子掲示板・動画共有サービス、オンラインショッピ 

ングモール 109、各種情報のオンライン提供（例：ニュース配信、気 

象情報配信、動画配信、地図等） 

 

電気通信役務の「利用者の範囲」としては、現段階においては、ウ

ェブサイトを通じた電気通信役務を利用する利用者やアプリケーシ

ョンを通じた電気通信役務を利用する利用者が想定される。 

利用者の利益に及ぼす影響が少ないと認められる利用状況がどの

ようなものであるか、内容、利用者の範囲、利用状況を勘案して今後

適切に判断していく必要がある。この際、利用者の利益に及ぼす影響

について、リスクベース、アウトカムベースで検討することが望まし

いとの意見が多くあった。 

 

論点２の「利用者に通知し又は容易に知り得る状態に置く際に満たす

べき要件」については、「共通的に満たすべきと考えられる要件」、「特

に通知する際に満たすべきと考えられる要件」、「特に容易に知り得る状

態に置く際に満たすべき要件」をそれぞれ検討する必要がある。 

 

共通的に満たすべきと考えられる要件としては、 

・日本語で記載する、専門用語を避ける、平易な表現を用いる。 

・階層化等により最初に表示される画面は要点を端的に示すものと

する（原則としてスクロールしない程度の分量、適切な文字サイ

ズ）。 

・送信先ごとに送信される情報の内容及び利用目的が分かるように 

する。 

等が考えられる。 

 

特に、通知する際に満たすべきと考えられる要件としては、 

・情報送信指令通信が行われる際に、通知すべき事項又は当該事項を 

表示したウェブページの所在に関する情報（URL 等）をポップアッ

プ等により能動的に通知する。 

   ・階層化等により追加的に表示する情報がある場合は、当該情報の表

示を希望する利用者が該当情報が表示された場所に容易にたどり

着くことができるようにする。 

    ・又は、上記と同等以上に利用者が認識し理解しやすい形で、通知す

べき事項を表示する。 

等が考えられる。 

                                                        
109 これらに付随した「メッセージ媒介サービス」は届出事業となる。 
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特に、容易に知り得る状況に置く際に満たすべきと考えられる要件 110

としては、 

・ホームページ（トップページ）、情報送信指令通信を行うウェブペー

ジ又はこれらから１回の操作で到達できるウェブページにおいて

容易に知り得る状態に置くべき事項を表示 111する 

・アプリケーションの起動前、当該アプリケーションの起動後最初に

表示される画面又はそこから１回の操作で到達できる場所におい

て、容易に知り得る状態に置くべき事項を表示する 

・階層化等により追加的に表示する情報がある場合は、当該情報の表

示を希望する利用者が該当情報が表示された場所に容易にたどり

着くことができるようにする 

・又は、上記と同等以上に利用者が認識し理解しやすい形で、利用者

が容易に知り得る状態に置くべき事項を表示する 

等が考えられる。 

 

論点３の「利用者に通知し、又は利用者が容易に知り得る状態に置く

べき事項」については、利用者に認識させるべき事項について定めるも

のである。法定された「送信されることとなる当該利用者に関する情報

の内容」、「当該情報の送信先」の内容を検討するとともに、「その他総

務省令で定める事項」として定めるべきものを検討する必要がある。 

送信されることとなる利用者に関する情報の内容としては、送信され

る利用者に関する情報の項目を一覧にして示すことが考えられる。 

利用者に関する情報の送信先としては、当該電気通信設備を設置又は

これを用いて利用者情報の送信を受けてこれを取り扱う者（情報の取扱

いの責任主体）の氏名・名称等を示すことが考えられる。 

その他総務省令で定める事項としては、送信されることとなる利用者

に関する情報の送信先における利用目的（第三者提供等のその他参考と

なる事項を含む。）、オプトアウト措置その他利用者の関与の方法等が考

えられる。 

 

論点４の「オプトアウト措置の際に利用者が容易に知り得る状態に置 

く事項」については、オプトアウト措置をとる際に利用者に認識させる

べき事項について定めるものである。 

 

共通的に満たすべきと考えられる要件としては、 

・日本語で記載する、専門用語を避ける、平易な表現を用いる。 

・利用者がないようを容易に理解し、オプトアウト措置の手続を容易

                                                        
110 Webサイト上のタグや情報収集モジュールによって「閲覧先と異なるアクセス」や「それによる
情報取得」が起きていることについて認識している者は全体の３割程度であるとの調査結果等も踏
まえると、認識をしていない者でも確認ができるようにポップアップ等のプッシュ型の手法も活用
して利用者が認識できるような工夫を行うことが望ましいとの指摘があった。 

111 １回の操作で到達できるウェブページで表示する場合、ホームページ及び情報送信指令通信を行
うウェブページにおいて接続先（アクセス先）を明示することが考えられる。 
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に行うことができる。 

・階層化等を用いる場合を含め、最初に表示される画面は要点を端的

に示すものとし、利用者がオプトアウト措置に関する説明等を容易

に読むことができるようにする。 

等が考えられる。 

 

特に、オプトアウト措置を講じていることを示す際に満たすべきと考

えられる要件としては、 

・情報送信指令通信が行われる際に、通知すべき事項又は当該事項を 

表示したウェブページの所在に関する情報（URL 等）をポップアッ

プ等により能動的に通知する 

・ホームページ（トップページ）、情報送信指令通信を行うウェブペー

ジ又はこれらから１回の操作で到達できるウェブページにおいて

容易に知り得る状態に置くべき事項を表示 112する 

・アプリケーションの起動前、当該アプリケーションの起動後最初に

表示される画面又はそこから１回の操作で到達できる場所におい

て、容易に知り得る状態に置くべき事項を表示する 

・又は、上記と同等以上に利用者が認識し理解しやすい形で、利用者

が容易に知り得る状態に置くべき事項を表示する 

等が考えられる。 

 

また、利用者の求めを受け付ける方法としては、メール、専用のフォ

ームへの入力、ダッシュボードによる操作やこれと同等以上に利用者が

認識し理解しやすい形で受け付けることが考えられる。 

その他、オプトアウト措置をとる際に利用者に認識させるべきものと

して総務省令で定める事項としては、オプトアウト措置の内容、送信さ

れることとなる利用者に関する情報の項目、利用者に関する情報の送信

先、送信されることとなる利用者に関する情報の送信先における利用目

的等が考えられる。 

 

論点５の「利用者が電気通信役務を利用する際に送信をすることが必

要な情報」については、措置を取ることを不要とする情報として、利用

者が電気通信役務を利用する際に送信することが必要と位置づけられ

る情報を定めるものである。 

法定の「符号、音響又は画像を端末上に適正に表示するために必要な

情報」としては、OS情報、画面設定情報、言語設定情報等が考えられる。 

この他にも、電気通信役務を利用する際に送信することが必要な情報

として措置を取ることを不要とする情報として、入力をした情報の保持

等に必要な情報、認証に必要な情報、セキュリティ対策に必要な情報、

ネットワーク管理に必要な情報等が考えられる。 

 

                                                        
112 １回の操作で到達できるウェブページで表示する場合、ホームページ及び情報送信指令通信を行
うウェブページにおいて接続先（アクセス先）を明示することが考えられる。 
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以上のような方向性を踏まえ、施行準備に向けて、電気通信事業法施

行規則や電気通信事業 GL に関する検討を進めた上で、適切に制度に基

づく対応が行われることが期待される。 

なお、今後、満たすべき要件や望ましい方法については電気通信事業

法施行規則や電気通信事業 GL 等において示されることとなるが、その

際に各サービスや利用者の特性に応じて最新の技術や工夫も取り入れ

られるように、利用者がより認識し理解しやすい方法と認められるもの

については柔軟に取り入れられるような仕組みとすることが望ましい
113。また、事業者や事業者団体における取組状況や利用者や消費者団体

等の意見も踏まえた上で、具体的な取組事例等について収集し公表して

いくことも検討することが期待される。 
 

（２）官民連携した取組の推進 

 

外部送信の規律の施行に向けて、関係する事業者・事業者団体や利用

者・消費者団体などの意見をオープンに聞きながら、官民連携して検討を

推進していくことが適当である。 

外部送信の規律の対象となる、ウェブページやアプリケーションを通

じた電気通信役務を利用者が安心して使える環境を確保しつつ、電気通

信事業者や第三号事業を営む者によるイノベーションについても促すよ

うに、利用者側及び事業者側の双方の視点を踏まえ、相互に共通認識を得

ていくことが重要である。 

特に、この官民連携を通じて、通知又は容易に知り得る状態やオプトア

ウト等のベストプラクティス等について把握し、電気通信事業 GL・解説

からも参照可能とすることが考えられる。また、事業者団体・経済団体等

とも連携しながら、本規律の対象となる者に対応方法を周知するととも

に、規律対象とならない者に対しても利用者に関する情報が外部送信さ

                                                        
113 望ましい同意取得の要件についても検討を行い電気通信事業GL 等において示していくべき
だとの意見が複数あった。また、利用者が十分な情報を得た上で意思決定を行うことを可能とす
ることが重要であり、利用者を誘導したり、誤認させたりするいわゆるダークパターンとならない
観点からも注意が必要であるとの指摘があった。 
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れる際に利用者に確認の機会を付与する方法のベストプラクティスにつ

いて共有し広めていくことは有用である。 

また、利用者側が、外部送信に関する確認の機会について理解しこれを

活用することができるように、利用者・消費者団体と事業者・事業者団体

が対話を重ねるとともに、外部送信の仕組みや確認の方法等についても

情報を発信していくことが期待される。 

本規律への施行状況等についてモニタリングを継続した上で、官民連携

しベストプラクティスを把握しこれを幅広く広めるとともに、課題につい

ても把握し、それに対して必要な対応を継続的に検討していくこととする。 
 

（３）定期的なモニタリングの実施 
 

2022 年４月に施行された電気通信事業 GL 及びその解説に記載された

モニタリング事項を踏まえ、その遵守状況や事業者の自主的な取組の状

況を定期的にモニタリングする。あらかじめ必要とされる事項を法令又

はガイドラインなどで一定の基準を示した上で、取り扱う利用者情報の

内容や利用目的等も考慮した上で、国内外のプラットフォーム事業者、電

気通信事業者など関係者との間で継続的な対話を行い、関係事業者及び

事業者団体による自主的取組を進め、その履行状況を政府が定期的にモ

ニタリングするという共同規制的なアプローチを適切に機能させること

が重要である 114。モニタリング結果については公表することにより、透

明性・アカウンタビリティを確保していくことが有用であると考えられ

る。 

この際、利用者側が意味のある判断を行うことができるように、取得さ

れる情報や利用目的を示す際に利用者側への影響について考慮しそれを

分かりやすく示していくことが有用であると考えられる。例えば、利用者

情報の取得により何が起こるかを示すと分かりやすいとの指摘がある。

また、弱者に対する不利益や差別が起きない観点からも、ベストプラクテ

ィスを考えていくことも重要であるとの指摘がある。 

さらに、このような、利用者へ与え得る影響（アウトカム）を検討する

観点からも、PIAやリスク分析・評価を実施することも有用であると考え

られる。PIAについては、第２章にも述べたように、主な事業者は何らか

の形で取り組んでいるが、その基準や結果等が明らかとなっていない場

合が多く見られる。今後は、一定の基準 115を参照するとともに、PIA報告

書を公表するなどの取組が進められることが有用であると考えられる。

また、通信の秘密、個人情報、プライバシー等が適切に保護されるために

は、情報漏えい等の防止のために安全管理措置を取ることが必要不可欠

であり、セキュリティ確保の観点から、適切な安全管理措置やガバナンス

が確保されることも重要である。 

また、今後の制度見直しなどにも資するように、外部送信の規律の導入

の動向についてもモニタリングを行うことが適当である。さらに、プロフ

                                                        
114 リスクベースで大規模プラットフォーム事業者や移動通信事業者など利用者への影響が大き
い事業者を重点的にモニタリングすることを検討する。 

115 ISO/IEC29134が発表されており、JISX9251：2021 として 2021年 1 月規格化された。 
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ァイリングの状況等についてもモニタリングを行うことを検討していく

ことが適当である。 
 

（４）専門的な知見の蓄積と発信の重要性 

 
デジタルプラットフォーム事業者による利用者情報の取得・収集・分析

やデジタル広告市場の動向等については、技術やサービスの発展が早く、

また現在も情勢が変化している状況である。 

また、モニタリングは利用者情報の取扱いに係る技術的な動向を踏ま

えて行う必要があり、モニタリングを通じて把握した技術的動向につい

て技術的解説や整理としてとりまとめることが望ましい。 

本第二次とりまとめにおいて利用者情報 WGの検討結果を踏まえ把握さ

れた事項についてとりまとめた。今後も、専門的知見を有する有識者にタ

スクフォース等として技術的解説や整理をとりまとめいただくとともに、

継続的にこれを更新していくことを検討することが望ましい。電気通信

サービスの利用者の位置情報についても、多様な取得方法の動向やその

取扱いの在り方なども含め、継続的に専門的知見を集めていくことが望

ましい。 

このような専門的知見を官民連携し蓄積し必要に応じ発信していくこ

とは、モニタリングのために資するとともに、次に述べる利用者の理解促

進のための取組を進める上でも、外部レビュー等を行う上でも有益なも

のと考えられる。 
 

（５）利用者の理解促進・外部レビュー 

 

①  利用者の理解促進に向けた取組 

 

デジタル広告市場におけるターゲティング広告に対する消費者の不

安はその仕組みが見えていないことに由来する側面があるとの指摘が

ある。事業者団体などによるソフトローによる取組が行われているとし

ても外部からそれが見えづらい部分もあると指摘される。 

インターネットやプラットフォームサービスが、青少年から高齢者ま

で、様々なリテラシーの者の誰もが安心して使いやすいものとなるよう

に、関係事業者や業界団体等が、外部に開かれた形で対話や情報発信を

継続し、透明性を高め利用者に対して周知啓発を推進し、利用者のリテ

ラシー向上を図っていくことが期待される。ターゲティング広告の仕組

みを説明する啓発や情報発信を行うことや、オプトアウトサイト等によ

り利用者の選択の機会を提供するとともに利用者の権利を保護するた

めの注意喚起を行うことも重要であると考えられる。 

これは、各事業者が利用者に対して通知・公表又は同意取得をしてい

く際にも、それを利用者が認識し理解を高めるために有用であり、業界

全体としての取組が進展することが期待される。 

また、利用者側にとっても、個々の情報の取扱いについて通知・公表

や同意を受けるだけではなく、各事業者が利用者情報を適切に取り扱う
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観点から企業全体としてどのような考え方によりどこまで取り組んで

いるか、今後どのように取り組んでいく予定であるかといった企業の取

組姿勢について理解できることは、当該企業に対する信頼醸成につなが

るものと考えられる 116。業界としての自主ルール等がある場合には、経

済団体や業界団体等において利用者に向けて分かりやすく説明し理解

を得ていくことも信頼醸成につながるものと考えられる。 

 

②  外部レビュー 

 

利用者の理解促進を図る上でも、専門的見地から事業者のプライバシ

ーポリシー等の内容や利用者情報の取扱いや説明・同意等の在り方につ

いて外部レビューが実施され、その結果が公表されることも有用である

と考えられる。 

海外において、下記のように消費者団体や財団法人、コンサルティン

グ企業等がプライバシーポリシー等の外部レビューを行い結果が公表

されている 117。このような取組が我が国においても行われていくことも

有用であると考えられる。 

また、プライバシーポリシーの公表意義は企業活動の透明性やアカウ

ンタビリティの観点からも社会的・制度的に大きいことが指摘される。

利用者情報の適切な取扱いについて検討し、プライバシーポリシー等の

説明を行い、適切な運用を実現していく企業のプライバシーガバナンス

を確立していくことは、今後企業の事業の成長を促し競争力を向上させ

る観点からも重要性が高まってきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
116 「DX 時代における企業のプライバシーガバナンスガイドブック ver1.2」においても、企業が
プライバシーに関する問題に能動的に対応し、消費者やステークホルダーに対して積極的に説
明責任を果たし、社会からの信頼を獲得することが必要であるとされ、経営者は、プライバシ
ー問題の向き合い方について、経営戦略と捉えることで、企業価値向上につながると指摘され
ている。 

117 この他、モニタリング指標として、世界広告主連盟（World Federation of Advertisers）のレ
ポンシブルメディア(GARM: Global Alliance for Responsible Media)などもある。 
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海外におけるプライバシーポリシー等の外部レビューの例 

 

 

 
 

 

（６）国際的な対話と連携の推進に向けて 

 
利用者情報の取扱いはグローバルに共通した課題であり、主要先進国

の規制当局において検討が進んでいる。グローバルに事業活動を展開す

る複数のデジタルプラットフォーム事業者が大きな存在感を有しており、

利用者情報に関するその取組の影響も大きくなる中で、国際的に連携し

た取組を進めることが有用である。 

 

既に、日 EU の間では、日 EU・ICT 政策対話 118（第 26 回）(2021 年２

月)及び日 EU・ICT 戦略ワークショップ 119(第 11 回)(2021 年４月)の場に

おいて、電気通信事業法の域外適用の規定が 2021年４月に施行され外国

事業者であるプラットフォーム事業者へも電気通信事業法を適用すると

ともに、利用者情報の適切な取扱いに関して検討を行っていること等に

ついて日本側から紹介し、欧州側から 2020 年 12 月に公表されたデジタ

ルサービス法（DSA）案及びデジタル市場法（DMA）案の概要について説明

                                                        
118 総務省と欧州委員会（通信ネットワーク・コンテンツ・技術総局）との間で、ICT 政策全般
について、定期的に実施している政策対話 

119 総務省と欧州委員会（通信ネットワーク・コンテンツ・技術総局）が共催し、日 EU の官民
の相互理解と連携協力の推進するために定期的に開催している戦略ワークショップ 
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があった。独占的地位を占めるプラットフォーマへの懸念が日 EUで共有

され引き続き意見交換を継続 120することとなるとともに、モニタリング

や透明性確保の重要性等が日 EU 双方から指摘された 121。また、日 EU・

ICT政策対話（第 27回）（2022年２月）及び日 EU・ICT戦略ワークショッ

プ（第 12回）（2021年 11月）及び（第 13回）（2022年４月）の場におい

て、日本側からは中間とりまとめについて紹介し EU 側からは、Digital 

Services Act(DSA: デジタルサービス法)及び Digital Market Act(DMA: 

デジタル市場法)の概要や欧州内での議論状況等について紹介があった。 

二国間の間では、日独 ICT政策対話 122（第５回）（2021年３月）におい

て、令和２年改正電気通信事業法（外国法人等に対する法執行の実効性の

強化）及び利用者情報の適切な取扱いに関して検討について日本側から

紹介し、独側から EUから昨年末公表された DSA/DMA案を受けたドイツの

取組について説明があった。日独 ICT 政策対話（第６回）（2022 年３月）

において、日本側から利用者情報の取扱いに関する政策動向を紹介した。 

また、日仏 ICT 政策協議 123（第 21 回）（2021 年６月）において、プラ

ットフォーム政策の一環として利用者情報の取扱いについて日本側から

説明し、フランス側からも同国におけるプラットフォーム政策について

説明があった。 

インターネットエコノミーに関する日米政策協力対話（政府間会合）

（第 12回）（2021年 11月）を実施し、日本側からは中間とりまとめにつ

いて紹介し米国側と問題意識を共有し意見交換を行った。 

2022 年５月には、金子総務大臣が欧州委員会ヴェステアー上級副委員

長及びブルトン委員、英国 DCMSナディーン・ドリーズ大臣と会談し、デ

ジタル空間における利用者保護について意見交換を行い、協力関係の深

化を図る方針を確認した。 

今後、本第二次とりまとめの内容なども踏まえ、このような対話を積み

重ねて我が国における制度的な検討やプラットフォーム事業者等のモニ

タリング等の取組を進める 124とともに、積極的に二カ国の枠組みにおけ

る対話と連携を進めることが有用である。 

また、さらに、多国間連携の場として、OECD、アジア太平洋国際協力

（APEC）等の国際的機関 125や地域連合の場においても我が国における取

組を説明し、連携しつつ対応を進めていくことが期待される。 

                                                        
120 「日 EU・ICT 政策対話（第 26 回）の結果」（2021 年 2 月 26 日総務省報道発表） 
121 「日 EU・ICT 戦略ワークショップ（第 11 回）の結果」（2021 年 4 月 20 日総務省報道発表
資料） 

122 総務省とドイツ連邦共和国・連邦経済エネルギー省との間で、ICT政策に関する情報交換・
意見交換の場として、定期的に実施している政策対話 

123 総務省とフランス共和国・経済財政復興省との間で、デジタル分野における政策について相
互理解を深め連携・協力の推進を目的として、定期的に実施している政策協議 

124 国際的に技術的な知見やモニタリングのプラクティスの共有等を行うことも有用であると考
えられる。 

125 2011年に国際連合人権理事会で「ビジネスと人権に関する指導原則：保護、尊重及び救済の
枠組みにかかる指導原則」が作られ、人権デュー・ディリジェンス（人権への影響の特定、予
防、軽減、対象方法について説明するための、企業による一連の流れ）の実施が原則に掲げら
れている。 
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参考資料集 

 

 
参考１  プラットフォームサービスに関する研究会 プラットフォームサービ

スに係る利用者情報の取扱いに関するＷＧ 構成員等名簿 
 

参考２     プラットフォームサービスに関する研究会 プラットフォームサービ

スに係る利用者情報の取扱いに関する WG 開催状況 

 

参考３     海外動向関連参考資料 

 

参考４   訪問先とは異なるドメインへの通信を発生させている情報収集モジュ

ールやタグ検出数 TOP100 

 

参考５―１ 電気通信事業者における利用者情報の取扱い状況 

 

参考５－２ プラットフォーム事業者における利用者情報の取扱い状況 

  



82 
 

プラットフォームサービスに関する研究会 
プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関する WG 構成員等名簿 

 

（敬称略・五十音順） 

 

【構成員】 

生貝 直人   一橋大学大学院 法学研究科 准教授 

石井 夏生利  中央大学 国際情報学部 教授 

板倉 陽一郎  ひかり総合法律事務所 弁護士 

太田 祐一   株式会社 DataSign代表取締役社長 

小林 慎太郎  株式会社野村総合研究所 上級コンサルタント 

佐藤 一郎   国立情報学研究所 情報社会相関研究系 教授 

沢田 登志子  一般社団法人 ECネットワーク 理事 

（主査）宍戸 常寿   東京大学大学院 法学政治学研究科 教授 

新保 史生   慶應義塾大学 総合政策学部 教授 

高橋 克巳   NTT社会情報研究所 主席研究員 

寺田 眞治   一般財団法人日本情報経済社会推進協会 主席研究員 

古谷 由紀子  公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相
談員協会 監事 

森  亮二   英知法律事務所 弁護士 

（主査代理）山本 龍彦   慶應義塾大学大学院 法務研究科 教授 

  

参考１ 
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【オブザーバー】 

  デジタル市場競争本部事務局 

  個人情報保護委員会事務局 

伊藤 直之 一般社団法人 MyDataJapan 常務理事 

奥田 真滝 一般社団法人電気通信事業者協会 業務部長 

岸原 孝昌 一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム 専務理事 

仲上 竜太 一般社団法人日本スマートフォンセキュリティ協会 技術部会長 

長田 三紀 情報通信消費者ネットワーク 

野口 尚志 一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会 理事 兼 

行政法律部会長 

平野 祐子 主婦連合会 副会長 

柳田 桂子 一般社団法人日本インタラクティブ広告協会 事務局長 

若目田 光生 一般社団法人日本経済団体連合会 デジタルエコノミー推進委
員会企画部会データ戦略ワーキング・グループ 主査 
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プラットフォームサービスに関する研究会 

プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関する WG 審議経過 

 

会合 開催日 主な内容 

第１回 
令 和 ３ 年

３月 18 日 

【事業者団体ヒアリング】 

・一般社団法人 日本インタラクティブ広告協会 

「インターネット広告市場の動向と利用者情報の取扱い等に

関する取り組みについて」 

【事業者ヒアリング】利用者情報の取扱いについて 

・株式会社 NTTドコモ 

・KDDI株式会社 

・ソフトバンク株式会社 

・楽天モバイル株式会社 

【構成員発表】 

・高橋構成員 

「位置情報の取扱いの検討について」 

【その他】 

・事務局 

「利用者情報の適切な取扱いの確保に向けた検討課題」 

「今後の検討の進め方（案）」 

第２回 
令 和 ３ 年

４ 月 ６ 日 

【事業者ヒアリング】利用者情報の取扱いについて 

・Apple Inc. 

・ヤフー株式会社 

【構成員発表等】 

・小林構成員 

「実効性のある通知・同意取得方法の在り方に関する実証事

業の報告」 

・株式会社インターネットイニシアティブ 

「ePrivacy規則 閣僚理事会案について」 

第３回 
令 和 ３ 年

４月 22 日 

【構成員発表】 

・寺田構成員 

「オンライン広告における利用者情報取扱いの動向」 

【事業者ヒアリング】利用者情報の取扱いについて 

・Facebook Japan株式会社 

・Google合同会社 

・株式会社 Agoop 

第４回 
令 和 ３ 年

５月 18 日 

【事業者ヒアリング】利用者情報の取扱いについて 

・LINE株式会社 

【構成員等発表】 

・株式会社日本総合研究所 

「スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報

の取扱いに係る調査・分析」 

・森構成員 

「利用者端末情報等に関する規制の方向性」 

【その他】 

・事務局 

「プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関

する主な論点」 

参考２ 
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第５回 
令 和 ３ 年

６ 月 ４ 日 

【その他】 

・個人情報保護委員会事務局 

「令和２年度改正個人情報保護法ガイドライン（案）につい

て」 

・事務局 

「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン

改正に向けた考え方（案）」 

・事務局 

「プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関

する主な論点」 

第６回 
令 和 ３ 年

７ 月 ９ 日 

【その他】 

・事務局 

「プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関

する WG 中間とりまとめ（案）」 

第７回 
令 和 ３ 年

11 月２日 

【事業者団体ヒアリング】 

・一般社団法人 日本インタラクティブ広告協会 

「インターネット広告における利用者情報の取扱いに関する

動向および今後の取り組みについて」 

【事業者ヒアリング】 

・株式会社インティメート・マージャー 

「インティメート・マージャーの取り組みについて」 

・LiveRamp Japan株式会社 

「より高いユーザーエクスペリエンスを提供する世界最高水

準のセキュリティ/プライバシー対応した人ベースの ID ソ

リューション」 

【その他】 

・事務局 

「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン

改正 骨子（案）」 

第８回 
令 和 ３ 年

12 月１日 

【事業者団体ヒアリング】 

・一般社団法人 LBMA Japan 

「位置情報データのマーケティング・サービス活用」 

【事業者ヒアリング】 

・トレジャーデータ株式会社 

「トレジャーデータ CDP とプライバシー保護に向けた取り組

み」 

【その他】 

・事務局 

「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン

改正（案）」 

「利用者情報の適切な取扱いの確保に向けた今後の取組の方

向性について」 

第９回 
令 和 ４ 年

１月 24 日 

【その他】 

・事務局 

「今後の検討の進め方について（案）」 

「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン

改正案の概要」 

第 10回 令 和 ４ 年 【事業者発表】 
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３月 16 日 ・株式会社野村総合研究所 

「利用者情報の取扱いに関する諸外国の法令・自主規制・事

例」 

【その他】 

・事務局 

「電気通信事業における個人情報保護に関するガイドライン

及びその解説の改正案に対する意見募集結果」 

「利用者に関する情報の外部送信の際の措置について」 

「今後の検討の進め方について（案）」 

第 11回 
令 和 ４ 年

４月 22 日 

【事業者モニタリング】利用者情報の取扱いについて 

・株式会社 NTTドコモ 

・KDDI株式会社 

・ソフトバンク株式会社 

・楽天モバイル株式会社 

【その他】 

・事務局 

「利用者情報の取扱いに係るモニタリングについて」 

第 12回 
令 和 ４ 年

４月 27 日 

【事業者発表】 

・株式会社野村総合研究所 

「利用者情報に関する技術動向及び業界団体による自主ルー

ル等の状況」 

「プライバシーポリシー等のベストプラクティス及び通知同

意取得方法に関するユーザー調査結果」 

・株式会社日本総合研究所 

「スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報

の取扱いに係る調査・分析」 

第 13回 
令 和 ４ 年

５月 12 日 

【事業者モニタリング】利用者情報の取扱いについて 

・Apple Inc. 

・ヤフー株式会社 

・LINE株式会社 

第 14回 
令 和 ４ 年

５月 17 日 

【事業者モニタリング】利用者情報の取扱いについて 

・Google合同会社 

・Facebook Japan株式会社 

第 15回 
令 和 ４ 年

６月 17 日 

【事業者ヒアリング】外部送信規律について 

・一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム 

・一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会 

・主婦連合会 

【その他】 

・事務局 

「今後の検討の進め方（案）」 

「利用者に関する情報の外部送信の際の措置について」 

第 16回 
令 和 ４ 年

６月 22 日 

【事業者ヒアリング】外部送信規律について 

・一般社団法人日本経済団体連合会 

・一般社団法人新経済連盟 

・一般社団法人日本インタラクティブ広告協会 

・一般社団法人日本スマートフォンセキュリティ協会 

・一般社団法人 MyDataJapan 

・一般社団法人電気通信事業者協会 
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【その他】 

・事務局 

「プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関

する主な論点」 

第 17回 
令 和 ４ 年

６月 27 日 

【その他】 

・事務局 

「プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関

する WG 第二次とりまとめ（案）」 
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海外動向関連参考資料 

 

【米国関係】 

① CCPA（カリフォルニア州消費者プライバシー法）関係 

 

② CPRA（カリフォルニア州プライバシー権法）による主な修正・拡張事項 

 

③ NIST Privacy Framework、NIST SP800-53 Revision ５関係 

  

 

【EU】 

① GDPR（一般データ保護規則）関係 

 ・ 有効な同意について（GDPR４条関連） 

 ・ 透明性確保について（GDPR12条関連） 

 ・ ICO（英国データ保護機関）が推奨する通知・同意取得における工夫 

 

② eプライバシー規則案 

・ eプライバシー規則制定に向けた動き 

・ クッキー設定に係る判例・eプライバシー規則検討に係る論点 

・ eプライバシー規則の動向（閣僚理事会最終案） 

・ 同意の有効要件（eプライバシー規則（案）4a条関連） 

・ クッキー等規制（eプライバシー規則（案）８条関連） 

 

③ デジタル・サービス・アクト（DSA）案 

 

④ デジタル・マーケット・アクト（DMA）案 

 

⑤ AI規則案 

 

 

【ISO/IEC】 

 ・ ISO/IEC 29184 

  

参考３ 
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住民投票で改正法案であるカリフォルニア州プライバシー権法案可決
(CPRA: California Privacy Rights Act)→さらなるプライバシー保護強化へ

○ カリフォルニア州居住者の個人情報を収集等する一定の事業者（州内拠点は不要）に適用されるプライバシー保護法。
○ 「個人情報」は、特定の消費者又は世帯を識別等できる情報とされ、オンライン識別子も含まれる。
○ 改正法案であるCPRAにより、監督当局であるCCPAの設立、オプトアウト権の拡張（販売に加えて共有が追加）、センシティブ個

人情報の新設、訂正権の新設等、プライバシー保護がさらに強化された。

CCPA（カリフォルニア州消費者プライバシー法）関係

CCPA概要

2020年１月

カリフォルニア州消費者プライバシー法 施行
(CCPA: California Consumer Privacy Act)

2020年11月 2023年１月

○ 一般的なルールとして、簡潔でわかりやすい表現を用いること、読みやすく、目立つ形式を使用することなどが定められている。

CCPA及びCCPA規則に基づくプライバシーポリシー・通知に関する義務

CPRA施行予定

2020年７月

CCPA執行開始

プライバシーポリシー 通知
記載内容 記載内容、通知方法等

① 収集、開示、又は販売される個人情報につい
て知る権利

・消費者が、収集、利用、及び開示される個人情報に
ついて事業者に開示を求める権利を有すること

・直近12か月に当該事業者が収集した個人情報の
類型 など

② 削除請求権
③ 販売からのオプトアウト権
④ 消費者プライバシー権を行使したことにより差別

されない権利
⑤ 代理人による権利行使方法
⑥ プライバシーポリシーの最終改定日 など

個人情報の
収集時

・収集する個人情報の類型 ・利用目的
・”Do Not Sell My Personal Information”リンク
・プライバシーポリシーへのリンク/URL
・消費者が想定しない目的で消費者のデバイスから個人情報を収集しようとすると
きはジャストインタイム通知（例：ポップアップ）を行う など

販売からの
オプトアウト権

消費者が、ホームページやモバイルアプリのダウンロード/ランディングページ上の”Do
Not Sell My Personal Information”リンクをクリックして飛ぶウェブページ等
に、個人情報の販売からのオプトアウト権の説明やリクエストフォームを記載するなど

金銭的
インセンティブ

事業者が個人情報の収集等について金銭的インセンティブを提供している場合には、
消費者がオプトインする前に金銭的インセンティブの概要、関連する個人情報の類
型等を通知するなど

プライバシーポリシー
の該当箇所への

リンクの記載をもって
代えることも可能

 
 

 

CPRA可決

CPRA（カリフォルニア州プライバシー権法）による主な修正・拡張事項

2020年11月 2023年１月

CPRA施行予定

2022年７月

CPRA規則成立期限 CPRA執行開始予定

2023年７月

 消費者のプライバシーまたはセキュリティーに重大なリスクを生じさせる
処理を行う事業者に対して、以下の義務が規定される。

• 1年ごとのサイバーセキュリティ監査
• 定期的なリスク評価のプライバシー保護局への提出

１．定期監査とリスク評価の実施義務

 「プロファイリング」を、個人データの自動処理によって職場での成績、経
済状況、健康状況、趣味嗜好、興味、扶養関係、行動、位置・移動
などを予想することと定義。

 消費者についての選好、性格、心理的傾向、性質、行動、態度、インテ
リジェンス、能力及び素質を反映する消費者のプロファイルを作成するた
めに個人情報から引き出された推定も個人情報の定義に追加。

 プロファイリングを含む、事業者による自動意思決定技術の利用について
のアクセス権・オプトアウト権を規定

２．プロファイリング、自動意思決定技術

 新たに創設されるプライバシー保護局は、CPRAの執行権、規則の制定
権、対象事業者の調査権および監査権等を有する

３．カリフォルニア州プライバシー保護局の創設

 消費者の権利として、新たに訂正請求権が追加される。

４．訂正する権利

 CCPAにおける｢売却｣に加え、｢共有｣についても、消費者がオプトアウト
権を有するなど、多くの場面で｢売却｣と同様の規制が課せられる。
→事業者は、“Do Not Sell or Share My Personal Information”と
いうはっきりと目立つリンクをHP上に設置しなければならない

 「共有」とは、事業者が第三者に対し、クロスコンテクスト行動広告のた
めに、消費者の個人情報を伝えること。

 「クロスコンテクスト行動広告」とは、消費者が自らの意思でやり取りして
いるサイト等以外のサイト等における行動から得られた個人情報に基づき
行われるターゲティング広告。

６．「共有」という概念の新設

 「センシティブ情報」というカテゴリが新設され、当該情報の利用を、一定
の場面に制限することを求める権利が消費者に認められる。

 消費者が上記の権利を行使するため、事業者はホームページ上に｢Limit 
the Use of My Sensitive Personal Information｣という明確かつ目
立つリンクを提供することが義務付けられる。

７．センシティブ情報

 2022年1月1日以降に収集されたパーソナルデータに関して、事業者が
不可能または不均衡な努力を要することを証明しない限り、過去12ヶ月
より前のパーソナルデータも開示対象となる。

８．開示請求

 「同意」の定義を新設：自由に与えられた、特定（個別）の、必要な
情報を提供された上での、明確な意思表示

 ダークパターンによる合意は、同意に該当しない旨明記

５．「同意」の定義を新設、ダークパターンの禁止
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概要

NIST Privacy Framework、NIST SP800-53 Revision 5関係

○ 米国国立標準技術研究所（NIST：National Institute of Standards and Technology）が2020年１
月に、企業のリスクマネージメントを通じたプライバシー改善ツールとして、「NIST Privacy Framework」を公表（そ
の前に公表された「NIST Cyber Security Framework」の姉妹編の位置付け。）。法的効果や強制力を持つも
のではない。

○ NISTは、 「NIST Privacy Framework」と 「NIST Cyber Security Framework」をシームレスに統合した文
書として、「NIST Security and Privacy Controls for Information Systems and Organizations
（SP800-53 Rev5）」を2020年９月に公表し、同意取得や通知を行う際の留意事項を提示。

Core
（機能）

以下５つの機能ごとに、カテゴリー・サブカテゴリーを設けて細分化。
Identify-P（特定）
Govern-P（統治）
Control-P（制御）
Communicate-P（消費者やステークホルダーとの対話体制の
整備）
Protect-P（保護）

Profiles Current state（現在の姿：CoreとTierで具現化）と
Desired target state（めざすべき姿）のギャップを明確化

Implement
ation Tier
（Coreに

対する
評価基準）

Tier1：Partial（部分的に対応できている）
Tier2：Risk Informed（リスクが認識できている）
Tier3：Repeatable（対応に再現性がある）
Tier4：Adaptive（変化に適応できる）

○ 同意取得の管理（個人のインフォームド・ディシ
ジョン促進のために、個人情報収集前に、個人が
処理に同意するためのツールまたはメカニズムを実
装）を強化する手法として、Tailored Consent、
ジャストインタイムの同意、撤回を提示。

○ 通知の管理（組織が定義した頻度での通知、
平易な言語で明確かつ分かりやすい表現、処理を
許可する権限の識別、処理目的の特定等）を強
化する手法として、ジャストインタイムの通知等を提
示。

○ リスク評価の管理として、システム、プログラム又
はその他の活動について、事前にプライバシー影響
評価を実施するとしている。

Privacy Framework SP800-53 Revision5

 
 

 

○ GDPR第４条により、有効な同意といえるには、①自由に与えられ、②特定され、③説明を受けた上での、④不明瞭ではない積極
的な意思表示であるという４つの要素を充足しなければならないと定められている。

○ Guidelines on Consent under Regulation 2016/679（最終改定（Ver1.1採択）2020年5月4日）により、４要素の
詳細・具体例が示されている。

有効な同意について（GDPR４条関連）

GDPRにおける有効な同意

①「自由に与えられる」（任意）
○ データ主体に選択権・支配権があること

• 強制されたと感じない
• 同意しなくてもネガティブな結果に直面すると感じない
• 同意が契約条件の交渉できない部分として

まとめられて（抱き合わせになって）いない
○ Ver1.1で、同意がサービス提供の条件になってはいけないことが明記

された。
• ユーザーが同意しなければ当該サービスを使えず、他社の同等
のサービスを探すことになる場合は、任意の同意とはいえない

• Cookieウォール（同意を求めるポップアップに同意しないと、
ウェブサイトが利用できない）による同意は任意とはいえない

②「特定されている」

○ 特定の目的に対し、同意するか否かをデータ主体が選択できる
• 同意の目的は明確に記述する
• 同意取得に関係した情報は、他の情報から明確に分離する
• 別目的に使う場合は同じデータでも追加の同意が必要である

○ 特定の目的に対し、特定の同意を与えられるよう、管理者は個別のオ
プトインを提供すべきである

③「説明を受けている」

○ 同意を取得する前に、データ主体に情報提供することが必要不可欠
である

○ 最小限の内容として、管理者の身元、同意が求められる各取扱業務
の目的、収集・利用されるデータ（そのタイプ）、同意を撤回する権利
の存在等が挙げられている。

※本要素については、次ページのICOからの推奨事項も参照されたい。

④「不明瞭ではない積極的な意思表示」

○ 同意は、データ主体が積極的に行動・宣言して与えられるべきである
• 契約書への合意やサービス条件の承諾だけでは、積極的な

同意とはみなされない
• あらかじめチェックの入ったオプトインのチェックボックスやオプトア

ウトの仕組みも無効（承諾「しない」ことに行動が必要）
○ Ver1.1で、ウェブページのスクロールやスワイプ等は、明確で積極的
な意思表示とはいえないことが明記された。
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○ GDPR第12条では、「データ主体への情報提供」「権利行使に関するデータ主体との連絡」「データ侵害に関する連絡」について、透
明性確保に関する一般ルールを定めている。

① 簡潔で、透明性があり、理解しやすく、容易にアクセスできる方式でなければならず
② 明瞭かつ平易な文言が使われなければならず
③ 子どもに情報を提供する際は、明瞭かつ平易な文言という要件が特に重要であり
④ 書面で、又は適切であるときは電子的な手段を含め、その他の方法によらなければならず
⑤ データ主体によって要求された場合は、口頭で提供することができ
⑥ 一般に無償で提供されなければならない

○ Guidelines on Transparency under Regulation 2016/679（最終改定2018年4月11日）により、透明性確保のため
に推奨される通知方法・工夫の例示が示されている。

透明性確保について（GDPR12条関連）
GDPRにおける透明性確保

具体的な意味合い 推奨される通知方法・工夫の例

簡潔で
ある

主体に情報疲労をさせない為に、情報管理者が情報／
通知を効率的かつ簡潔に提示する

階層的なプライバシーステートメント／プライバシー通知により、大量のテキストスクロールを
不要とする

透明性
がある

• データ主体が使われ方を事前に知らなければならない
• リスクを事前に評価し、正しくデータ主体に伝える

事前にリスクの有無を丁寧に評価する

理解し
やすい

• ごく普通の人でも理解できるようにすることが必要である
• 可能ならば対象者に理解してもらいやすい説明を行う

べき

理解のしやすさや有効性が分からないときは、公開討論やテストで試行する

容易に
アクセス
できる

必要な情報がどうすれば確認できるかが
一目瞭然である

• サイト上に、明瞭に視認できる形でプライバシーステートメント／プライバシーノーティスを
公表する

• アプリの場合は、ダウンロード前のオンラインストアや、アプリ内から情報に容易に（2タップ
以内で）アクセスできるようにする

• 個人データを収集する時点で、プライバシーステートメント／プライバシーノーティスへのリンク、
又は個人データを収集するのと同じページにその情報を表示する

 
 

 

○ 英国のデータ保護機関であるThe Information Commissioner’s Office（ICO）は、GDPR第４条の有効
な同意の４要素のうち③「説明を受けている」について、公式サイト（※）で、スマートフォンに表示すると良い画面等
の例を示しつつ、望ましい情報提供の在り方を解説している。

※ICOウェブサイト ”What methods can we use to provide privacy information?”
https://ico.org.uk/for-organisations/guide-to-data-protection/guide-to-the-general-data-protection-regulation-gdpr/the-right-to-be-informed/what-
methods-can-we-use-to-provide-privacy-information/

ICO（英国データ保護機関）が推奨する通知・同意取得における工夫

ICOが推奨する通知・同意取得における工夫

１ 階層的アプローチ
（Layered Approach）

重要な通知内容を含む短い通知文に、より詳細な情報を追加する層
を設ける。

２ ダッシュボード
（Dashboards）

管理ツールで、データの使用方法を通知し、データの使用状況を管理で
きるようにする。

３ ジャストインタイム通知
（Just-in-time-notices）

個々の情報を収集するとき等に、情報をどのように利用するか簡単な表
示を行う。

４ アイコン
（Icons）

特定の種類のデータ処理の存在を示す、意味のある小さなシンボル。

５ モバイル及びスマートデバイスの機能性
（Mobile and smart device functionalities）

ポップアップ、音声アラート、モバイルデバイスのジェスチャーなど。
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eプライバシー規則制定に向けた動き

EUでは、オンラインサービス利用者の端末装置でのデータ処理に対する規制（クッキー規制）が行われている。
2017 年以来、EU 域内規制を統一するためePrivacy規則案がドラフトされていたが、
2021年2月10月、欧州連合理事会（閣僚理事会）が、加盟国がePrivacy規則案に合意したことを発表。

2002年 ePrivacy指令施行。クッキー設定について、
(1)情報提供、(2)拒否権（オプトアウト権）提供を義務づけ

2009年

2018年 GDPR施行、同意有効要件が厳格化された。
(1)任意、(2)対象特定、(3)情報提供、(4)曖昧ではない陳述、または明確で肯定的な意思表示。

○ ePrivacy 指令を施行する EU 加盟国の国内法による規制内容は、国ごとにばらつきがある。
○ プライバシー侵襲の程度が低い類型のクッキーを同意なく利用できる範囲を明らかにする必要。

ePrivacy規則制定への動き

ePrivacy指令の問題点

ePrivacy指令改正。クッキー設定について、 同意取得を義務づけ。
同意有効要件は1995年旧EUデータ保護指令を引用：(1)任意、(2)対象特定、(3)情報提供

オプトアウト、暗黙の同意、みなし同意が許されなくなった。

 
 

 

クッキー設定に係る判例・eプライバシー規則検討に係る論点

2019年11月以来、閣僚理事会輪番議長国がePrivacy規則案のドラフトを提出。端末装置におけるデータ処理に
関する適法根拠として、サービス提供に必須な場合（必須クッキー）の他、何を含めるかが論点となった。

利用者の権利・利益に優越する
サービス提供者の「正当な利益」

利用者への情報提供、オプトアウト提供
などの条件の下での、セキュリティ維持

限定的

・広範
・GDPR第6条1(f)の
適法根拠を採用

欧州司法裁判所(CJEU)の裁判例により、同意有効要件、クッキー設定に複数主体が関与する場合
の責任範囲等に関する判例法が確立されつつある。

GDPR が規定する同意は、能動的な意思表示でな
ければならない。
あらかじめチェックが入れられたチェックボック
スを示し、利用者が同意を拒否するためにはこの
チェックを外さなければならない状況では、有効
な同意は取得し得ない。

広告最適化の目的でサードパーティークッキーをウェブ
サイトに設置するなど、第三者による端末装置における
データの読み書きを許容するウェブサイト管理者は、
クッキー設定元の第三者であるネット広告エージェン
シー、ソーシャルメディア等とともに 、GDPR 上の共
同管理者の立場に立ち、端末識別子、閲覧・行動履歴な
ど取得される個人データの利用目的について利用者に
情報提供し、利用者から同意を取得する義務を負う。

あらかじめチェックされたチェックボックスによ
る同意取得の有効性（Planet49判決）

クッキーを設定する第三者の責任（Fashion ID判決）
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eプライバシー規則の動向（閣僚理事会案）

 クッキー規制：端末装置におけるデータ処理は、以下の場合等に許される。
• 電子通信サービス提供のために必要な場合
• 利用者の同意がある場合
• 利用者が個別に求めるサービスの提供に必須の場合
• サービス提供者がもっぱらオーディエンス測定のために必要とする場合
• オンラインサービスのセキュリティ維持等のために必要な場合
• セキュリティのためのソフトウェアアップデートに必要な場合
• 緊急通報
• 他目的への二次利用は、以下の判断要素に照らして当該他目的が当初の処理目的と
相容れるものである(compatible)場合のみ許される。
 当初の目的と当該他目的との関係
 当該他目的処理を行うに至った状況
 対象データがセンシティブなデータを含むものかどうかなど処理の性質
 当該多目的処理が利用者に及ぼす影響
 暗号化・仮名化などの安全措置の有無

 クッキー利用の同意をサービスの提供条件とするには、当該事業者が、同意を提供条件
としない同等のサービスを提供している（利用者から選択権を奪わない）ことが必要。

 利用者氏名等不詳でも、端末識別子による特定によりクッキー同意証明を認める。
 毎年１回以上、同意撤回権があることを通知する義務
 域外適用：利用者がEU内に所在する場合、域外事業者にも適用。

EU代理人の選任が必要となる。
 規則違反に私的訴権、非営利団体による代理訴訟、非金銭的損害の賠償を認める。
 電子通信データの違法利用について、 €20M または世界売上 4% の行政制裁金

閣僚理事会案 2021/2/10

閣僚理事会・欧州議会に
よる正式な立法手続へ
※今後、内容の修正もあり得る

 適法根拠に「正当な利益」は
採用せず、限定列挙のみ

 従来からの判例の蓄積などを取
り込んだ内容

 オーディエンス測定、
compatibleな場合の二次利用等、
今後解釈の検討が必要な
適法要件もある

 
 

 

○ ePrivacy規則における同意の定義は、GDPRによる同意の定義に従う。
→①自由に与えられたこと、②特定されていること、③事前に説明を受けたこと、④不明瞭ではない積極的な意思

表示であることが必要（オプトアウト、暗黙の同意、みなし同意は不可）。
○ 端末装置の処理・蓄積機能を利用する者、又は端末装置からデータを収集する者が同意を取得する責任を負う

が、同意取得を第三者に代行させることも可能。
○ ブラウザ／アプリのソフトウェア設定によるクッキー設定等への同意も、有効な同意と認められる。

※ただし、同意の対象は特定されていなければならないので（GDPRの同意有効要件）、ブラウザ／アプリの仕様が、広告・アクセス解析等の目的ごとの
同意管理に対応する必要がある。

○ ユーザーが直接表明した同意の意思表示（※）は、上記のソフトウェア設定に優先する。
※例えば、クッキーバナーに表示されるボタンのクリック等。

○ サービス提供者がデータ主体を（氏名などにより）特定できない場合、当該端末装置から同意が与えられたことを
示す技術プロトコロルをもって、クッキー設定等に関する同意を取得することができる。

○ 同意したユーザーに対しては、12か月を超えない間隔で定期的に、当該同意を撤回できることをリマインドしなけ
ればならない。ただし、当該ユーザーがこのようなリマインドの受領を受け取らないことを希望する場合は、この限りでは
ない。

○ クッキー設定等に対する同意をサービス提供の条件としても、①クッキー設定等の目的に関する明瞭で正確な理解
しやすい情報提供がされ、かつ②同じサービス提供者による同等のサービスでクッキー設定等に対する同意をサービ
ス提供の条件としないものを利用者が選べる場合には、利用者から選択権が奪われたとはみなされない（＝同意
の任意性がある）。

同意の有効用件（eプライバシー規則（案）4a条関連）

同意の有効要件等（4a条、前文）

EUでは、オンラインサービス利用者の端末装置でのデータ処理に対する規制（クッキー等規制）が行われている。2021年2月10月、欧
州連合理事会（閣僚理事会）が、EU 域内規制を統一するためのePrivacy規則案に加盟国が合意したことを発表した。
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○ 端末装置の処理・蓄積機能の利用、端末装置からの情報の取得（クッキーの利用等）は一般的に禁止され、以
下の場合に限り許される。

クッキー等規制（eプライバシー規則（案）８条関連）

クッキー等規制（8条）

許される場合 想定される適用例
もっぱら電子通信サービス提供に必要な場合 メッセージサービスのHTTPセッション維持
利用者が同意した場合 ターゲティング広告、コンテンツのパーソナライズ
利用者が個別に求めるサービスの提供に必須な（strictly 
necessary）場合

ユーザー入力、ログイン認証状態、表示言語の記憶

もっぱらオーディエンス測定に必要な場合 閲覧者のWebページ滞在時間等の解析
オンラインサービス、端末装置のセキュリティ維持・復旧、不正
利用防止、障害検知・防止に必要な場合

当該ユーザーが通常利用しているブラウザとは別のブラウザから
のログイン試行の検知、これに対する警告

ソフトウェア・アップデートに必要な場合
ただし以下の３つの条件を満たす必要がある。
① セキュリティ上の必要によるものであり、ユーザーの選択したプライバ

シー設定を変更しないこと
② 個別アップデートごとに事前にユーザーに情報提供すること
③ 利用者が自動アップデートを延期又は中止できること

ブラウザが最新のセキュリティアップデートをインストールしている
か否かの確認

緊急通報において端末装置の位置を特定するために必要な
場合

同左

同意又は一定の公益保護を目的とする法令上の根拠がある
場合、及び二次利用の目的が当初の処理目的と相容れる
(compatible)場合は、二次利用が可能

不正ログイン検知情報を捜査協力目的で捜査機関に提供

 
 

 

デジタルサービスアクト （DSA） 案の経緯と今後の予定

 EUにおいては、仲介サービス提供者（特にSNS、マーケットプレイスなどのオンラインプラット

フォーム）の説明責任を明確にすることにより、安全で信頼できるオンライン環境を確保し、利用者
の基本権の保護を向上させることを目的としたデジタルサービスアクト（DSA)案を検討中。

 2020年12月に欧州委員会が提案したDSA案について、2021年11月25日にEU理事会が、2022年
1月20日に欧州議会が、それぞれ修正案を採択したところ、2022年４月22日に欧州委員会、欧州議
会、EU理事会による協議（トリローグ）にて暫定的政治合意に達した。

EUにおける立法過程

①欧州委員会による法
案提出

②欧州議会・EU理事会

それぞれによる審
議・暫定立場採択

③欧州議会・EU理事

会・欧州委員会によ
る修正案への合意

欧州委員会がEU理事会と

欧州議会に法案を提出する

欧州議会・EU理事会それぞ

れで、協議に向けた暫定的

な立場・修正案が採択される

②を受け、３者による非公式協

議（トリローグ）を行い，最終的

な修正案を決定

2020年12月15日

欧州委員会がデジタルサービスアクト（DSA)
案を提出

2021年11月25日

EU理事会にて修正案を採択

2022年1月20日

欧州議会にて修正案を採択

DSA案に関する経緯・今後の予定

2022年４月22日

トリローグ（欧州委員会、欧州議会、EU理事会による
協議）にて暫定的政治合意。
今後、欧州議会・EU理事会の正式承認を経て
発効予定（早ければ年内）。  
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EUにおけるデジタルサービスアクト （DSA）案の概要①

②ホスティングサービス 【第2条(f) 】

③オンラインプ・ラットフォーム 【第2条(h)】

④超大規模オンライン・プラットフォーム（VLOP） 【第25条】

①仲介サービス 【第2条(f)】

 全ての仲介サービス提供者 (プラットフォーム事業者等) に対して、違法コンテンツの流通に関す
る責任を規定するとともに、事業者の規模、影響力に応じたユーザ保護のための義務を規定。

１．対象事業者

２．仲介サービス提供者の違法コンテンツに対する責任【第Ⅱ章】

• 「単なる導管」、「キャッシング」、「ホスティング」の3類型に分けて違法コンテンツに対する免責条件を規定。

• 一般的モニタリング等の義務を課さない、匿名でのサービス利用・支払いの保証 等

情報社会サービス

ネットワークインフラを提供する仲介サービス。インターネットアクセスプロバイダ（ISP)、
ドメイン名レジストラ等（以下の②～④を含む）

仲介サービス

ホスティングサービス

オンライン・
プラットフォーム

超大規模
オンライン・

プラットフォーム
（＋超大規模
オンライン

検索エンジン）

クラウドやウェブホスティングなどのホスティングサービス（以下の③～④を含む）

SNS、マーケットプレイス、アプリストアなど、売り手と消費者を結びつけるオンライン・
プラットフォーム

オンライン・プラットフォームのうち、欧州の4億5000万人の消費者のうち10％以上の
消費者にリーチするプラットフォーム。違法コンテンツの流布等において特にリスク
があるため特定のルールを適用。
※5/18時点においては、トリローグの合意により、超大規模オンライン検索エンジン
（VLOSE）に関する義務も規定されたが条文が未公表のため、VLOPと同じ義務が課される
かは不明。

 
 

 

EUにおけるデジタルサービスアクト （DSA） 案の概要②

①全ての仲介サービス提供者の義務

②ホスティングサービス提供者の義務

③オンライン・プラットフォームの義務

④超大規模オンライン・プラットフォーム（VLOP）の義務

３．透明、アクセシブルで安全なオンライン環境のための義務【第Ⅲ章】

４．モニタリング及びエンフォースメント 【第Ⅳ章】
• 各加盟国はDSAの執行責任者であり調査権限等を持つデジタルサービス調整官を設置。

• 欧州委員会は超大規模オンライン・プラットフォームをモニタリング。

義務違反の場合、前年度の総売上高の最大6％の罰金等を科すことが可能。

• コンテンツモデレーション措置を定めた利用規約の公開、ダークパターンの禁止、連絡窓口・国内法定代理人の設置

• 透明性報告義務（違法コンテンツの通知件数・削除件数、加盟国・公式言語ごとのコンテンツモデレータ数、

コンテンツモデレーションの方法と対応に関する苦情件数、自動化ツールの使用有無及び使用方法 等）

• 違法コンテンツの通知受付体制整備、対応理由の通知、刑事犯罪コンテンツの司法当局等への通知・無効化又は削除

• 違法コンテンツ対応への苦情受付体制整備、不正使用に対する対策、信頼された旗手からの通知への対応

• 透明性報告義務の対象事項の追加（受領した苦情の件数、苦情に対して行われた決定、決定に要した平均時間 等）

• オンライン広告やレコメンダー・システムの透明性、同意拒否・撤回時のサービス利用権確保、未成年者保護

• サービスのリスク評価・リスク軽減措置の実施、独立した外部監査の実施、規制当局及び研究者のデータアクセス

• コンプライアンス・オフィサーの設置、行動規範の作成、危機対応への協力

• 透明性報告義務の対象事項の追加（ リスク評価結果、リスク軽減措置、監査結果 ※６ヶ月毎に公表）

• オンライン広告の透明性追加（広告内容、主なパラメータ等をデータベース化し、一般利用可能とする）、

プロファイリングによらないレコメンダー・システム提供、ディープフェイク対応
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デジタル市場アクト（DMA） 案の概要①

 EUにおいては、ゲートキーパーに該当する、コアプラットプラットフォームサービス（オンライン仲
介サービス、オンライン検索エンジン、SNS、広告サービス等）を提供する事業者に対し、データの
利用やデータのアクセスをはじめとした規律を課す、デジタル市場アクト（DMA）案を検討中。

 2020年12月に欧州委員会が提案したDMA案について、2021年11月25日にEU理事会が、2021年
12月15日に欧州議会が、それぞれ修正案を採択したところ、2022年３月24日に欧州委員会、欧州
議会、EU理事会による協議（トリローグ）にて暫定的政治合意に達した。

１．対象事業者

コアプラットフォームサービス【第２条（２）】：
オンライン仲介サービス、オンライン検索エンジン、SNS、オンライン広告サービス 等

ゲートキーパー【第２条（１）】：

コアプラットフォームサービス【第２条（２）】を提供する事業者で、以下を満たす事業者を指定【第３条】

①EU域内における過去３年間の年間売上高が75億ユーロ以上、もしくは直近年度の平均時価
総額が750億ユーロ以上であり、かつ３つ以上の加盟国において同じコアプラットフォーム
サービスを提供

②直近の年度において、EU域内の月間エンドユーザー数が4,500万人以上かつ年間ビジネス
ユーザー数が１万者以上のコアプラットフォームサービスを提供

③②の基準を過去３年度において満たす

２．対象サービス

 
 

 

デジタル市場アクト（DMA)案の概要②
３．主な規律内容

①ゲートキーパーのコアプラットフォームサービスを利用している第三者サービスのエンドユーザ
の個人データを、オンライン広告サービス提供の目的で取り扱うこと【第５条第２個（a）】

②コアプラットフォームサービスの個人データを他のコアプラットフォームサービスあるいは当該
ゲートキーパーの他のいかなるサービスの個人データ、あるいは第三者サービスの個人データ
と組み合わせることの禁止【第５条２．（b）】

③ゲートキーパーが提供する他のサービスにおいて、コアプラットフォームサービスの個人データ
の相互利用（その逆も）の禁止【第５条２．（c）】

④個人データを組み合わせるために、当該ゲートキーパーの他のサービスにエンドユーザをサイ
ンインさせること【第５条２．（d）】

⑤エンドユーザの活動を通じて生成されたデータの効果的なポータビリティの提供【第６条第９項】

⑥コアプラットフォームサービスを通じてビジネスユーザによって提供されるサービスの、エンドユー
ザによる利用に直結している場合のみ、ビジネスユーザに対して、個人データへのアクセスを提
供すること（エンドユーザがオプトインで共有に同意を与えた場合に限る。）。【第６条第10項】

⑦メッセージングサービスの基本機能のインターオペラビリティの確保【第７条第１項】

⑧コアプラットフォームサービス等に適用する消費者のプロファイリングの技術について、独立した
監査の説明の欧州委員会への提出【第15条第１項】

４．執行

・義務違反の場合、当該ゲートキーパーのグローバルでの年間売上高の10%の罰金【第30条第１項】や日
次平均売上高の５％の定期的な支払い【第31条第１項】が課される可能性がある。  
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AI規則案

 欧州委員会は、2021年４月にAI規則案を公表。現在第一読会のステータスにあり、欧州議会と
EU閣僚理事会において議論が行われている。
 AIシステムのリスクレベルを分類した上で、各リスクに応じて規制。

リスクレベルの分類 対象のAIシステム 規制内容

容認できないリスク
（Unacceptable risk）

・サブリミナル技術を利用したAIシステム
・特定の集団の脆弱性を利用するAIシステム
・公的機関による一般的な目的のためのソーシャルスコアリング
・法執行を目的とした公共の場のリアルタイム遠隔生体認証

利用禁止

ハイリスク（High risk）

・製品のセーフティコンポーネントとして、EU法令に基づき第三者適
合性評価が求められるAIシステム
・次の分野におけるAIシステム
 自然人の生体認証及びカテゴリー化
 重要インフラの管理・運用
 教育及び職業訓練
 雇用、労働者管理及び自営業へのアクセス

 基本的な民間サービス及び公的サービス並びに便益へのアク
セスと享受

 法執行
 移民、亡命、及び国境管理
 司法及び民主的プロセスの管理

＜要件＞
・リスク管理体制の構築
・データ及びデータガバナンス
・技術文書の作成
・記録管理
・透明性及び利用者への情報提供
・人間による監督
・正確性・堅牢性・サイバーセキュリティ
＜プロバイダの義務＞
・品質管理システムの導入
・技術文書の作成
・自動的に生成されるログの保存
・適合性評価手続き
・EUデータベースシステムへの登録
・CEマークの貼付 等

特定の操作のリスク
（specific risks of 
manipulation）

・感情認識システム
・生物分類システム（合法のもの以外）

・ディープフェイク（ディープラーニング技術を利用して合成したフェ
イク画像や動画） 等

透明性の確保

ローリスク（Low risk）/
最低限のリスク
（Minimal risk）

ハイリスクのAIシステム以外のAIシステム
新たな義務はなし。
ただし、ハイリスクAIシステムに求められる要件等の自主的な適
用の促進を目的とした行動規範の策定が推奨されている。

 
 

 

概要

ISO/IEC 29184 

○ 国際標準化機構（ISO：International Organization for Standardization）が「Information 
technology – Online  privacy notices and consent（消費者向けオンラインサービスにおける通知と同意・
選択）」と題する規格を、2020年６月に出版。

○ 通知及び同意について、組織の義務として、次の点が記載されている。

通知

通知の義務 通知が必要な状況を特定し、必要な場合はいつでも本人
に通知。

適切な表現 本人に対し、明確かつわかりやすい方法で通知。

多言語 本人が使用すると想定される言語で通知。

適切なタイミング 本人に通知する適切なタイミングを決め、文書化。

適切な場所 オンラインの場合も含め、本人が簡単に見つけてアクセスで
きるようにする。

適切な形態 どのように通知を提供し、アクセスできるようにするかを決める。

継続的な参照 同意した際の通知の最新版などを本人が容易に参照でき
るよう、保管。

アクセシビリティ オンラインサービスの技術に適した、本人がアクセス可能な
方法で通知を提供。

同意
同意の適切さ
の識別

同意または明示的な同意が適切な状況かを特定した
上で同意を求める。

フリー/イン
フォームドコン
セント

本人が強制や強要を受けず、意図的な行為（チェック
ボックスのクリック、ボタン押下、スライドバーのスライド
等）で得られた同意であること。
十分な情報が提供され、変更や撤回が簡単に行うこと
ができること。

対象アカウント
の明示

アカウントに紐付いた同意収集の場合、どのアカウントか
明示。

他の同意から
の独立性

プライバシーに関する同意は、他の事項に関する同意と
明確に区別して取得。

必須/任意の
個別同意

必須要素と任意要素のそれぞれについて、本人が個別
に同意を提供できる仕組みとする。

頻度 適切な間隔を置いて、既存の同意の確認、あるいは新
規の同意取得を行う。

適時性 適切なタイミングで同意を取得。

○ 他、Annexとして、PCやスマホで同意を取得する際のユーザーインターフェース例、同意の証跡例が添付されている。  
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訪問先とは異なるドメインへの通信を発生させている 
情報収集モジュールやタグ検出数 TOP100 

No サービス名 カテゴリ URL 

1 Google アナリティクス アクセス解析 https://analytics.google.com/ 

2 Google Fonts ウェブフォント https://fonts.google.com/ 

3 Google マップ 地図 https://www.google.com/maps 

4 Display & Video 360 広告 https://marketingplatform.google.com/about/display-video-360/ 

5 Google Developers ウェブツール https://developers.google.com/ 

6 Google アナリティクス(gtag) アクセス解析 https://analytics.google.com/ 

7 Google Cloud CDN CDN https://cloud.google.com/cdn/ 

8 Facebook for Developers ソーシャルプラグイン https://developers.facebook.com/ 

9 Google広告 広告 https://ads.google.com/ 

10 YouTube 動画再生 https://www.youtube.com/ 

11 Googleタグマネージャ タグマネージャ https://marketingplatform.google.com/about/tag-manager/ 

12 Twitter 広告 広告 https://ads.twitter.com/ 

13 Twitter Platform ソーシャルプラグイン https://developer.twitter.com/ 

14 Facebook 広告 広告 https://www.facebook.com/business/ads 

15 BootstrapCDN CDN https://www.bootstrapcdn.com/ 

16 Font Awesome ウェブフォント https://fontawesome.com/ 

17 jQuery JavaScriptライブラリ https://jquery.com/ 

18 reCAPTCHA セキュリティ https://www.google.com/recaptcha/about/ 

19 Yahoo! 広告 広告 https://promotionalads.yahoo.co.jp/ 

20 Google カスタム検索エンジン サイト内検索 https://cse.google.com/cse/ 

21 WordPress.com CMS https://wordpress.com/ 

22 GitHub ホスティング https://github.com/ 

23 Google+ ソーシャルプラグイン https://plus.google.com/ 

24 Adobe Typekit ウェブフォント https://fonts.adobe.com/typekit 

25 Yahoo! タグマネージャー タグマネージャ https://marketing.yahoo.co.jp/service/tagmanager/ 

26 Intimate Merger DMP https://corp.intimatemerger.com/ 

27 Xandr 広告 https://www.xandr.com/ 

28 Scale Out 広告 https://supership.jp/business/scaleout/ 

29 The Trade Desk 広告 https://www.thetradedesk.com/ 

30 トレジャーデータ DMP https://www.treasuredata.com/ 

31 Amazon S3 ホスティング https://aws.amazon.com/s3/ 

32 Twitter アナリティクス アクセス解析 https://analytics.twitter.com/ 

33 Instagram ソーシャルプラグイン https://www.instagram.com/ 

34 Google 翻訳 多言語化 https://translate.google.com/ 

35 マイクロアド 広告 https://www.microad.co.jp/services/adplatform/ 

36 PubMatic 広告 https://www.pubmatic.co.jp/ 

37 OpenX 広告 https://www.openx.com/ 

38 Rubicon Project Exchange 広告 http://rubiconproject.com/ 

39 FONTPLUS ウェブフォント https://fontplus.jp/ 

40 TypeSquare ウェブフォント https://typesquare.com/ 

41 ユーザーヒート ヒートマップ https://userheat.com/ 

42 はてなブックマークボタン ソーシャルプラグイン https://b.hatena.ne.jp/guide/bbutton 

43 マイナビ新卒採用ロゴ 人材系ツール ー 

44 Google Ad Manager 広告 https://admanager.google.com/home/ 

45 Yahoo Analytics アクセス解析 ー 

46 UNPKG CDN https://unpkg.com/ 

47 Criteo 広告 https://www.criteo.com/products/ 

48 LINE Ads Platform 広告 https://www.linebiz.com/jp/service/line-ads/ 

49 YubinBango ウェブツール https://yubinbango.github.io/ 

50 Xaxis 広告 https://www.xaxis.com/ 

参考４ 
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No サービス名 カテゴリ URL 

51 TAPAD 広告 https://www.tapad.com/ 

52 GlobalSign SSL証明書 https://www.globalsign.com/ 

53 ONE BY AOL 広告 https://www.onebyaol.com/ 

54 BiNDup CMS https://bindup.jp/ 

55 LINEソーシャルプラグイン ソーシャルプラグイン https://social-plugins.line.me/ 

56 Adobe Audience Manager DMP https://www.adobe.com/analytics/audience-manager.html 

57 BidSwitch 広告 https://www.bidswitch.com/ 

58 logly lift 広告 https://lift.logly.co.jp/ 

59 Pardot 
マーケティングオート

メーション 
https://www.pardot.com/ 

60 Google カレンダー ウェブツール ー 

61 AudienceOne DMP https://solutions.dac.co.jp/audienceone 

62 fluct 広告 https://corp.fluct.jp/service/publisher/ssp/ 

63 i-mobile 広告 https://adpf-info.i-mobile.co.jp/ 

64 DMP DC Catalyzer DMP https://www.data-chemistry.co.jp/dmpdccatalyzer/ 

65 Juicer DMP https://juicer.cc/ 

66 Ptengine アクセス解析 https://www.ptengine.jp/ 

67 DataCurrent Tag Manager タグマネージャ ー 

68 SiteGraphics データ収集 https://www.videor.co.jp/service/communication/sitegraphics.html 

69 User Insight アクセス解析 https://ui.userlocal.jp/ 

70 Amazon API Gateway ウェブツール https://aws.amazon.com/api-gateway/ 

71 Logicad 広告 https://www.logicad.com/ 

72 FreakOut 広告 https://www.fout.co.jp/ 

73 AdStir 広告 https://ja.ad-stir.com/ 

74 Gravatar ソーシャルプラグイン https://www.gravatar.com/ 

75 BowNow 
マーケティングオート

メーション 
https://bow-now.jp/ 

76 LINEで送るボタン ソーシャルプラグイン https://social-plugins.line.me/ja/how_to_install#lineitbutton 

77 Amazon Cloud Front CDN https://aws.amazon.com/cloudfront/ 

78 New Relic Browser アクセス解析 https://newrelic.com/products/browser-monitoring 

79 Wix CMS https://www.wix.com/ 

80 Amazon Cognito ウェブツール https://aws.amazon.com/cognito/ 

81 LINE公式アカウント ソーシャルプラグイン https://www.linebiz.com/jp/service/line-official-account/ 

82 Taboola 広告 https://www.taboola.com/ 

83 GMO SSP 広告 https://gmossp.jp/ 

84 ミエルカヒートマップ ヒートマップ https://mieru-ca.com/heatmap/ 

85 SpotX 広告 https://www.spotx.tv/ 

86 MediaMath 広告 https://www.mediamath.com/ 

87 LiveRamp データ収集 https://liveramp.com/ 

88 LinkedIn マーケティングソリ

シ ン 
DMP https://business.linkedin.com/marketing-solutions 

89 Outbrain 広告 https://www.outbrain.com/ 

90 YIELD ONE 広告 https://yieldone.com/ 

91 AddToAny ソーシャルプラグイン https://www.addtoany.com/ 

92 TubeMogul 広告 https://www.tubemogul.com/ 

93 AD EBiS アクセス解析 https://www.ebis.ne.jp/ 

94 E-IR IR 系ツール http://www.pronexus.co.jp/solution/listed_company/ir_sol/e-ir/ 

95 エックスサーバー Webフォン

ト 
ウェブフォント https://www.xserver.ne.jp/functions/service_webfont.php 

96 Facebookログイン ソーシャルプラグイン https://developers.facebook.com/docs/facebook-login 

97 Polyfill JavaScriptライブラリ https://polyfill.io/ 

98 popin 広告 https://www.popin.cc/home/ 

99 CA ProFit-X 広告 https://caprofitx.jp/ 

100 a8.net アフィリエイト https://www.a8.net/ 

出典：DataSign「DataSign Web サービス調査レポート 2021.7」（2021年７月 31日） 
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電気通信事業者における利用者情報の取扱い状況 モニタリングシート回答（2022 年）における項目の比較 

 
社名 株式会社 NTTドコモ KDDI株式会社 ソフトバンク株式会社 楽天モバイル株式会社 

１．利用者情報の取扱いの状況、位置情報の取得・分析 

1-1. 利用者情報取得の場面・取得す

る情報の内容 

利用者情報について、次のとおり情報取得等を実施。 

【取得する情報の内容】 

①契約者情報 

・氏名、住所、性別、生年月日、電話番号等 

②会員情報 

・氏名、住所、性別、生年月日、職業、メールアドレス、

ｄアカウント ID、ｄポイントクラブ会員番号、端 末識

別子等 

③WEB・アプリ利用情報、ｄメニュー利用履歴 

・訪問した WEBサイトの閲覧履歴、cookie情報等 

・アプリ起動回数等のアプリ利用ログ、端 末 IPアドレ

ス等 

④購買・決済情報 

・ｄカード、ｄ払い等の決済利用情報等 

・ｄポイントカード等の利用履歴等情報 

・ケータイ払い購入商品、金額等 

⑤趣味・嗜好 

・ｄポイントクラブアンケートにより取得した情報 

 

【同意取得場面】 

①契約者情報 

・携帯電話サービス契約時 

②会員情報 

・ｄポイントクラブ会員加入時 

③WEB・アプリ利用情報、ｄメニュー利用履歴 

・ｄポイントクラブ会員加入時 

・アプリケーション利用開始時 

④購買・決済情報 

・ｄポイントクラブ会員加入時 

・ｄカード契約時 

⑤趣味・嗜好 

・ｄポイントクラブ会員加入時 

 

【取得の場面】 

①契約者情報 

・携帯電話サービス契約時 

②会員情報 

・ｄポイントクラブ会員加入時 

③WEB・アプリ利用情報、ｄメニュー利用履歴 

・WEB サイトやアプリ利用等、当社サービス又は当社以

外のサービス利用時 

④購買・決済情報 

・ｄカード、ｄ払い、ケータイ払い、ｄポイントカード

等、当社サービス利用時  

⑤趣味・嗜好 

・ｄポイントクラブアンケート回答等時 

主に Webサービスやアプリの利用時に、サービスの利

用履歴や登録いただいた情報を利用者情報として取得。

利用履歴には閲覧履歴・決済履歴・購買履歴等が含まれ

る。 

【取得の場面】 

サービスのお申込時、御利用時、お問い合わせ対応時

等において取得。なお、取得時の同意については、2-2の

回答を御参照いただきたい。 

 

【取得する情報の内容】 

氏名、住所、生年月日、性別、電話番号、職業、勤務

先、メールアドレスなど 

 

なお取得する主な情報については、プライバシーセン

ターにて公表。 

・プライバシーセンター パーソナルデータとは（http

s://www.softbank.jp/privacy/personaldata/about/） 

【取得の場面】 

・サービス（回線、オプション、その他楽天モバイルか

ら提供しているアプリ等のサービス）利用時 

 

【取得する情報の内容】 

・利用者の氏名、年齢、住所、電話番号等の情報 

1-2. 位置情報取得の場面・取得する

情報の内容 

位置情報について、次のとおり情報取得等を実施。 

【取得する情報の内容】 

・アプリによる端末上の位置情報へのアクセスを 許可

設定した端末から取得する GPS位置情報 

・端末の在圏情報（基地局位置情報）、Wi-Fi 位置情報

（アクセスポイントに関する 情報）等 

 

【同意取得の場面】 

・ｄポイントクラブ会員加入時 

・アプリケーション利用開始時 

 

【取得の場面】 

auカーナビ・My au・au PAY等のアプリケーション

にて GPS位置情報を取得。また、アプリ利用時に取得

する GPS位置情報以外に、基地局側で取得する位置登

録情報も取得。 

【取得の場面】 

御契約時の通信サービスの約款等により、同意を取

得し、通信サービス提供に必要な範囲で取得。 

・基地局に係る位置情報＊： 

電源を ONにしたタイミングや個々の通信時以外に移

動体端末の所持者がエリアを移動するタイミングな

ど 

（＊位置登録情報：通話やメール等の通信を成立さ

せる前提として取得している情報） 

・Wi-Fi位置情報＊： 

【取得の場面】 

・匿名化した位置情報等： 

回線サービス提供に伴う取得 

・GPS位置情報： 

アプリ等で GPS取得を許可されている場合の取得 

 

【取得する情報の内容】 

・匿名化した位置情報等 

・GPS位置情報 

参考５－１ 
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・端末の在圏登録時、d Wi-Fiアクセスポイント通信

時、当社サービス利用時等 

端末がアクセスポイントと接続し、外部と通信を行

う前提として、端末が MACアドレス等をアクセスポ

イントに送信するタイミングなど 

(＊Wi-Fiのアクセスポイントと移動体端末間の通信

を位置情報の測位に応用することによって、利用者

によるインターネット接続の前後を問わず取得され

る位置情報） 

 

【取得する情報の内容】 

・基地局に係る位置情報： 

基地局の識別番号、端末の識別番号、取得日時など 

・Wi-Fi位置情報： 

 日時、端末 MACアドレスなど 

1-3. アプリやサイト（ブラウザ）経

由の取得の状況・今後の予定 

1-1、1-2の回答のとおり、アプリやサイト経由で利用

者情報・位置情報を取得。 

弊社提供サービスを御利用いただくことに伴うサー

ビスの利用情報等を取得。 

【取得の状況】 

サービスごとに、サービス提供に必要な範囲で、取得。 

例えば、弊社 Web サイトでは Google Analytics を利

用してサイト訪問者の行動履歴（ページ遷移、離脱等）

を取得。 

・サイトポリシー（https://www.softbank.jp/help/sit

epolicy/） 

 

【今後の予定】 

お客さまへの説明についてより一層分かりやすくす

る取組を検討。 

Rakuten Link、My楽天モバイルなどアプリによる取得

あり。今後もアプリやブラウザによる取得の予定あり。 

1-4. 端末からの取得情報（センサー

情報等） 

1-1、1-2の回答のとおり、端末から端末情報・位置情

報を取得。 

広告 ID、端末 IP アドレス、GPS 緯度経度情報など、

アプリケーションごとに必要な情報を取得。 

詳細は各アプリのアプリプライバシーポリシーに規

定。 

【GPS、位置センサー等の取得情報】 

日時、IDFA もしくは AdvertisingID、端末 IP アドレ

ス、GPS 緯度経度情報など、アプリケーションに依存す

る。 

端末識別 ID(IMEI)、端末機種名、OS情報、端末に紐づ

く広告 ID（IDFA、Advertising ID）、位置情報(WiFi, B

luetooth)を取得 

1-5. 取得情報の加工・分析・利用状

況 

次のとおり、取得情報の加工・分析・利用をプライバ

シーポリシーの利用目的の範囲内で実施。 

・御契約内容に基づく各種サービス・機能の提供 

・自社サービスの品質維持・向上 

・自社サービス・アプリ・システム等の保全 

・新商品や新サービスの企画、アンケート分析 

・キャンペーン提案等、広告ビジネス活用 等 

取得した情報は、サービス毎に利用実態の分析やレコ

メンデーションに利用するほか、当社が付与した識別子

（au ID等）をキーとして様々なサービスで取得した利

用者情報を集約し、サービス横断での利用実態の分析を

実施し、自社サービスのマーケティング活動を目的にサ

ービス利用者のプロファイリングやターゲティング広

告に利用。 

【利用・分析状況】 

取得時の利用目的の範囲でサービス提供やお問い合

わせ対応などのために利用。また、商品開発などを目的

とした経営分析などに利用。 

利用の目的の詳細については、プライバシーポリシー

を御参照いただきたい（https://www.softbank.jp/priv

acy/contact/sb-policy/）。 

 

【匿名加工情報への加工】 

広告ビジネスを目的とし、個人情報保護法に則り、匿

名加工情報として HPに公表の上、加工、利用している。 

詳細は、「ソフトバンクのデータ取り扱いに関する方

針」を御参照いただきたい（https://www.softbank.jp/

privacy/personaldata/utilization/data-anonymizati

on/）。 

 

【統計情報への加工】 

公共計画などを目的とし、匿名化、秘匿化、統計処理

の加工を行い、統計データとして利用。 

詳細は、「ソフトバンクのデータ取り扱いに関する方

針」を御参照いただきたい（https://www.softbank.jp/

privacy/personaldata/utilization/data-anonymizati

on/）。 

【構成員限り】 

1-6. 位置情報と位置情報以外の情

報（加入者情報等）を組み合わ

せた分析・利用状況 

端末の在圏情報（基地局位置情報）について、非識別

化処理・集計処理・秘匿処理による個人識別性の除去等

を行ったうえで人口統計情報化し、「モバイル空間統計」

としてサービスを提供。 

各サービスの改善の分析等のほか、位置情報に性別・

年代の属性情報を付与してエリアの人口動態が分析で

きるサービスを官公庁や自治体、その他民間企業に対し

提供（https://k-locationanalyzer.com/）。 

位置情報と位置情報以外を組み合わせた分析・利用を実

施。 

例として、位置情報を統計化したデータと年代などを

組み合わせることで、地域ごとの年代別の人流の変化を

分析することで、新型コロナウィルスへの対策検討や、

災害時の避難状況の把握などに利用。 

詳細は、「ソフトバンクのデータ取り扱いに関する方

針」を御参照いただきたい（https://www.softbank.jp/

privacy/personaldata/utilization/data-anonymizati

on/）。 

【構成員限り】 

1-7. 利用者情報の第三者提供の状

況 

パートナーとの協業に必要とする同意の範囲内でパー

トナー企業へ提供。 

パーソナルデータをお客様の同意に基づきパートナー

各サービスの提供に必要な範囲で利用者情報の第三

者提供を実施。 

例えば、弊社グループ会社と連携した割引や特典の付

個人データの第三者提供は、お客さまの同意に基づ

き、実施。 

お客さまの同意に基づき、サービスを提供するために

・楽天グループへの共有（キャンペーンのポイント付与、

広告） 。 

・公的機関等による開示命令への対応。 
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（ドコモグループ、d ポイント加盟店、その他提携先）

へ提供する際は、氏名、電話番号、メールアドレスを削

除。 

与等のために利用者情報を提供する場合がある。 必要な連携のほか、お客さまにより良いサービスを提供

するために、例として、お客さまひとり一人の興味・関

心のある広告を配信するために連携を行っている。 

詳細は、「パーソナルデータの連携」を御参照いただき

たい（https://www.softbank.jp/privacy/personaldata

/data-transfers/）。 

1-8. 広告ビジネスモデルへの利用

者情報の活用状況 

d メニュー、メッセージＳやマイマガジン等の広告媒

体への広告出稿及び効果測定等のソリューションを提供

しており、ターゲティングや統計解析のために cookieや

位置情報を活用。 

広告主として、cookie等を利用し、広告配信事業者を

介してインターネット上の様々なサイトやアプリにお

いて、弊社の広告を掲載。 

また、3-1 の回答のとおり、別途同意をいただいたお

客様の情報について弊社グループ会社を介し、WEB 広告

等を提供。 

広告ビジネスに、利用者情報を利用。 

詳細は、「ターゲティング広告や分析機能などの利用

に関する方針」を御参照いただきたい（https://www.so

ftbank.jp/privacy/personaldata/utilization/ads/）。 

利用者情報を利用した当該サービスに関する広告の

提供。 

1-9. 利用者のプロファイリング・セ

グメント化状況 

広告ビジネスにおいて cookie や位置情報等を用いた

プロファイリング・セグメント化を行う等の取組みを実

施。 

お客様に提供いただいた属性情報（性別・年齢・家族

構成など）をターゲティングセグメントとして用いるほ

か、各サービスの利用頻度や各種利用情報を分析し、利

用。 

年齢、性別、位置情報に基づいたセグメントを作成し、

広告ビジネスに活用。 

個人の特定につながるようなプロファイリングは行

っていない。 

詳細は、「ターゲティング広告や分析機能などの利用

に関する方針」を御参照いただきたい（https://www.so

ftbank.jp/privacy/personaldata/utilization/ads/）。 

・特になし。 

1-10. 利用者情報、位置情報取得との

関係での留意事項、参照してい

る GL等 

cookieの取得や利用にあたっての留意事項として、We

b サイト等の利用者の導線上にて、パーソナルデータを

利用している外部サービス（3rd パーティの情報収集モ

ジュール等）を自動検出し通知（https://www.nttdocom

o.co.jp/utility/term/）。 

利用者情報、位置情報の取得及び利用においては、「電

気通信事業における個人情報保護に関するガイドライ

ン」、「位置情報プライバシーレポート」、「スマートフォ

ン プライバシー イニシアティブ」を遵守。 

お客様に対して取得データ・利用目的を明確に提示

し、必要最低限かつ具体的なデータの取得・目的を提示

して同意を取得。 

また、位置情報のマーケティング利用・グループ会社

へのマーケティング目的での第三者提供については、同

意をいただいた後も撤回できるオプトアウト機能を提

供。 

参照しているガイドラインは、「電気通信事業におけ

る個人情報保護に関するガイドライン」をはじめとした

特定分野ガイドライン、「スマートフォン プライバシ

ー イニシアティブ」、「位置情報プライバシーレポー

ト」等の政府文書や認定個人情報保護団体の指針等であ

る。 

【留意事項】 

法令やガイドラインの遵守に加え、（設問６の PIA に

関連し）利用者情報や位置情報の利活用案件ごとに、プ

ライバシーへの影響を、社内の専門組織が評価するとと

もに、必要に応じて、社外有識者への確認を実施。 

PIA では、リスクの評価結果に応じて、リスク低減を

行い、また、お客さまに対しては、分かりやすさと詳細

さのバランスを考慮した説明を行う等の取組を実施。 

 

【参照している GL等】 

・個人情報保護法関連の各種ガイドライン、電気通信事

業法関連のガイドライン、「位置情報プライバシーレポ

ート」、「スマートフォン プライバシー イニシアティ

ブ」、「カメラ画像利活用ガイドブック」、「AI・データの

利用に関する契約ガイドライン」、「DX時代の企業のプラ

イバシーガバナンスガイドブック」等、政府の文書。 

・認定個人情報保護団体の指針や各種業界団体等のガイ

ドブック及び社内規定類。 

・電気通信事業における個人情報保護に関するガイドラ

イン  

・電気通信事業における 「十分な匿名化」に関するガイ

ドライン  

・スマートフォン プライバシー イニシアティブ  

・位置情報プライバシーレポート  

・同意取得の在り方に関する参照文書 

２．利用規約・プライバシーポリシー 

プライバシーポリシー等 

2-1. 利用者情報の取扱いに係るプ

ライバシーポリシーの内容、掲

載場所 

「NTTドコモ プライバシーポリシー」は、「NTTドコ

モ パーソナルデータ憲章」に基づき、パーソナルデータ

の取扱いに関する方針として「当社がパーソナルデータ

をどのように取扱っているのか」「お客さまが自分のパー

ソナルデータをどのように管理することができるのか」

などを明らかにしている。 

具体的には、パーソナルデータの取得、利用目的、安

全管理及びお客様問い合わせ窓口等を公表（https://ww

w.docomo.ne.jp/utility/privacy/）。 

あわせて、お客様が各種サービスを利用される際のパ

ーソナルデータの第三者提供について「パーソナルデー

タの取扱いに関する同意事項」として公表（https://ww

w.docomo.ne.jp/utility/personal_data/consent_matte

rs/）。 

1-10の回答で記載しているガイドライン等を踏まえ、

利用する情報や目的、その他必要事項を弊社方針として

記載した「KDDIプライバシーポリシー」を制定・公開。

「KDDI プライバシーポリシー」については、企業 HP や

主要な WEB ページのフッターにリンクを設置し、1 クリ

ックでアクセスができるようにしている。 

また、アプリごとに「アプリプライバシーポリシー」

を制定し、アプリ特有の利用目的等を記載している。 

＜参考＞ 

・KDDI プライバシーポリシー(https://www.kddi.com/c

orporate/kddi/public/privacy/) 

・アプリプライバシーポリシー（例： My auアプリ【i

OS】）(https://www.kddi.com/app-policy/ios/app-po

licy-Myau-1.2.html) 

パーソナルデータの取扱いについて、個々のサービス

でお客さまへの御説明が必要な場合は、各サービス約

款・利用規約等に記載。また、パーソナルデータの取扱

い全般をプライバシーポリシーに記載し、弊社 HP に公

開。 

・プライバシーポリシー（https://www.softbank.jp/pr

ivacy/contact/sb-policy/） 

次のページに集約（https://corp.mobile.rakuten.c

o.jp/guide/privacy/）。 

2-2. サービス利用開始前の利用者

への示し方、通知/同意取得の

方法（導線等） 

「NTTドコモ プライバシーポリシー」は、コーポレ

ートサイトのトップページから 1クリックで辿り着ける

場所に配置。 

個別のサービス利用申込みの際には、利用規約等にパ

ーソナルデータの取扱いについて「NTTドコモ プライ

バシーポリシー」にて公表している旨を規定。 

各種サービスの契約・申込時にプライバシーポリシ

ーを掲示。具体的には、WEB画面では申し込み動線の中

で表示。対面での申し込みの際は、重要事項説明書に

利用目的を明示し、口頭で御案内している。 

プライバシーポリシーは、弊社ホームページに公表

しており、また、各サービス約款・利用規約は、必要

に応じて弊社 HP等に公表。 

・プライバシーポリシー（https://www.softbank.jp/p

rivacy/contact/sb-policy/） 

 

お客さまがサービスをお申し込みされる際は、各サ

ービス約款・利用規約及びプライバシーポリシーを通

知し、同意を取得。 

2-1の回答のとおり当社 Webサイト上に掲載し、いつ

でも誰でも閲覧可能な状態としている。また、アプリ

に関してはアプリからプライバシーポリシーにリンク

可能な状態としている。  

回線契約時やアプリ利用開始時にリンクを掲載し同

意した上での申し込みを受けている。 

位置情報等に関する情報に関しては、契約の申込み

やアプリ利用開始時に別の利用の同意に関する文言を

個別に明確に表示した上で承諾を取得している（承諾

をしないことも可能であり、また、同意しているユー

ザも事後にオプトアウト可能としている。）。 
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例として、携帯電話の契約締結時には、ショップな

どでお客さまに利用規約の説明を行い、同意を取得し

ている。 

2-3. 変更に際しての通知/同意取得

の方法 

2019年 12月の「NTTドコモ プライバシーポリシ

ー」再編の際に、３か月以上の周知期間を設け、dポイ

ントクラブ会員向けに SMSやメール等によるプッシュ通

知、郵送等による周知を徹底。 

2022年４月１日施行された個人情報保護法の改正に

伴い、プライバシーポリシーの内容をより分かりやすく

お伝えするため、2022年３月 30日にコーポレートサイ

ト「ドコモからのお知らせ」にてプライバシーポリシー

の改定について周知。 

各サービスの利用規約等で情報の取扱いについても

規定しており、利用目的等を変更した際には都度同意

をいただいている。また KDDIプライバシーポリシーに

ついては、最新版を弊社 HP上にて公表しているほか、

通信サービスを含む各種サービスの契約タイミングで

最新版のプライバシーポリシーを参照し同意をいただ

いている。 

加えて、au IDの新規作成・ログイン時にもプライバ

シーポリシーをはじめとした規約や同意事項等を表示

し、より多くのお客様に御確認いただけるような取組

を実施。 

軽微な修正の場合＊は、HPでお知らせを実施。 

＊変更前の利用目的と関連性を有すると合理的に認め

られる範囲 

重要な変更の場合には、一斉メール送付、サービス

利用時等に同意取得を予定。 

目的の範囲内の変更についてはウェブサイト上で公

開。 

目的の範囲を超えた変更については現状実績なし。 

2-4. 利用開始後（最初の同意・通知

後）における、定期的な通知等

の工夫 

定期的な通知はしていないが、利用者が同意した内容

について容易に確認可能とする「パーソナルデータダッ

シュボード」の仕組みを用意。 

プライバシーポリシーのほか、各サービスの利用規約

および各アプリプライバシーポリシーに関しては、弊社

HP上で最新版及び過去版を公表しているほか、特定のサ

ービスについては、お客様の au IDアカウント管理画面

上で、お客様が同意した規約バージョンの内容と最新バ

ージョンの確認ができるようにしている。また、定期的

な通知はしていないが、改定の内容により、弊社 HP の

お知らせ欄やサービス利用時等での再表示などの対応

を実施。 

現在、利用開始後の定期的な通知は行っていない。 2-1 の回答のとおり当社 Web サイト上に掲載し、いつ

でも誰でも閲覧可能な状態としている。アプリに関して

はアプリからプライバシーポリシーにリンク可能な状

態としている。また、変更が生じる場合は、2-3 の回答

のとおりウェブサイト上で公開。アプリに関しては再度

ログインする場合等に同意を取得している。 

透明性確保のための工夫 

2-5. 利用者情報の取扱いを分かり

やすくするための考え方、工夫

や対処（利用者への働きかけや

情報提供、ユーザーテストの実

施等） 

「NTT ドコモ プライバシーポリシー」及び関連コン

テンツ「知ってナットク！ドコモのパーソナルデータ活

用」、「パーソナルデータダッシュボード」を公表してい

るほか、利用者の認知度・満足度等のアンケート調査を

実施し、継続的にコンテンツを拡充。 

プライバシーポリシーや各種利用規約の中で説明し

きれない詳細な内容についてはプライバシーポータル 

（https://www.kddi.com/corporate/kddi/public/priv

acy-portal/）にて補足説明をするようにしている。 

また、位置情報のマーケティング利用等、特定の同意

事項に関してはオプトアウト機能を提供し、プライバシ

ーポータルからオプトアウト機能へリンクするなどし

て、お客様のプライバシーに関わる情報をプライバシー

ポータルに集約。 

プライバシーポータルの制作にあたってはユーザー

テストを実施しており、今後もお客様の御意見や第三者

の評価を踏まえたアップデートを継続的に実施。 

【考え方】 

利用者情報の取扱いを分かりやすくするため、次のよ

うな考え方、世界観をもって、取り組んでいる。 

・重要なポイントを分かりやすく、Web 等でコミュニケ

ーションすることで 

・手続きの負担感や分かりにくさを解消し 

・お客さまが、いつでも確認して安心でき 

・その時その時で、意思を反映・変更、開示請求もでき

る 

 

【利用者への働きかけ等】 

現在、さらに透明性を確保する具体的な工夫や対処を

検討中。 

次のページのようなイラストを用い概要説明する等

の方法による情報提供（https://corp.mobile.rakuten.

co.jp/guide/privacy/）。 

2-6. 同意取得/通知に際しての、利

用規約やプライバシーポリシ

ーを理解しやすくするための

工夫 

（階層的アプローチ、ダッシュ

ボード、ジャストインタイム、

アイコン、モバイル及びスマー

トデバイスの特徴の利用等） 

利用者が同意事項を確認できる「パーソナルデータダ

ッシュボード」やパーソナルデータの活用例を例示する

「知ってナットク！ドコモのパーソナルデータ活用」を

公表。 

アプリケーションプライバシーポリシー（以下「APP」

という。）では、利用者にとって分かりやすい表示方法と

して、概要版の表示及び詳細版閲覧用のリンクを設けて

いるほか、項目ごとに開閉可能な階層型で作成する運用。 

外部有識者で構成されるアドバイザリーボードを設

置し、そこでの御意見・議論を踏まえ、昨年以下の取組

を実施。 

①プライバシーポリシーの改定 

記載内容のシンプル化、章建ての見直し等 

②プライバシーポータルの改修 

情報の取り扱いに関するイラスト等での解説の追加 

③au ID作成・ログイン時に表示する同意画面の改善 

階層化等の UIの見直し 

また、今後もお客様の意見や第三者の評価をいただき

ながら継続的に改善を実施する予定。 

お客さまが、利用規約やプライバシーポリシーを理解

しやすくするため、2022 年３月 31 日にプライバシーセ

ンターを開設し、イラストや階層的アプローチを用い、

平易な言葉で説明するページを新設。 

・パーソナルデータの取扱い方法などを分かりやすく説

明するウェブサイト「プライバシーセンター」を開設～

お客さまのプライバシーへの配慮を一層強化～（https:

//www.softbank.jp/corp/news/info/2022/20220329_01

/） 

2-5 の回答に記載のページのとおり、個別のプライバ

シーポリシー以外にイラストを用いた全体のプライバ

シーポリシーの概要を設け、その下に個別の事業・アプ

リに応じたプライバシーポリシーを設ける階層的なア

プローチをとっている。また、アプリに関しては、アプ

リからプライバシーポリシーにリンク可能な状態とし

ている。 

オプトアウト 

2-7. 利用者情報の提供を希望しな

い意思を示すオプトアウトの

設置状況（方法、対象範囲等含

む） 

利用者が自身のパーソナルデータの取扱いについて意

思表示できる項目は、原則全て「パーソナルデータダッ

シュボード」から選択できるようにしている。 

パートナーへの第三者提供については、提供情報（基

本情報／利用情報／位置情報／医療健康情報）×提供先

（ドコモグループ／d ポイント加盟店／その他提携先）

ごとに停止できるオプトアウトを用意。 

位置情報の利用については、ドコモが利用しないよう

に意思表示することができる設定変更画面を用意。 

位置情報のマーケティング利用やマーケティング利

用目的でのグループ会社への第三者提供等の同意事項

については、各同意の取得時及び au IDのアカウント管

理画面にて、お客様がオプトアウトできるようにしてい

る。 

また、GPS 情報の取得についても、各取得アプリで取

得の停止を行うことができるようにしている。 

プライバシー保護の取組において、公式アプリや My 

SoftBank（お客さま向けの契約等を管理できるサイト）

などで、統計サービス、推奨型広告、DM送付のオプトア

ウトを用意し、お客さま自らがこれらを利用停止できる

手段を設けている。 

利用者情報に関してはプライバシーポリシーに基づ

き削除、停止等を認めている。 

位置情報等に関する情報については、オプトアウトを

認めている。 

2-8. オプトアウトをした場合のサ

ービス利用継続の可否 

利用者が自身のパーソナルデータの取扱いについて意

思表示できる項目は、原則全て「パーソナルデータダッ

シュボード」から選択できるようにしている。 

利用者はオプトアウト後も継続してサービスを利用で

きるようにしている。 

2-7 の回答に記載のオプトアウトを行った場合で

も、各サービスの利用は継続可能。 

利用継続は可能。 利用者情報に関しては、サービスを継続したままオ

プトアウトできる範囲はプライバシーポリシーで認め

られた範囲のみ。 

位置情報等に関する情報についてはオプトアウトし

たままでサービス利用継続可能。 

2-9. 利用者情報の提供について個 利用者が自身のパーソナルデータの取扱いについて意 2-7 の回答に記載のオプトアウトやメールマガジンの 現在、個別に選択できるダッシュボード等を検討中。 2－5、2－6の回答に記載のもののとおり。 
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別に選択できるダッシュボー

ド等の設置状況（方法、対象範

囲等含む） 

思表示できる項目は、原則全て「パーソナルデータダッ

シュボード」から選択できるようにしている。 

「パーソナルデータダッシュボード」では、「第三者提

供の管理」、「位置情報利用の管理」、「個人関連情報の個

人データとしての取得・利用の管理」、「お知らせ配信の

設定」、「dアカウント連携サービスの変更」が可能。 

停止等の手続について、プライバシーポータルに動線を

設置。 

2-10. オプトアウトに関する通知事

項、導線 

「NTTドコモ プライバシーポリシー」で公表。 

オプトアウト導線について、ｄポイントクラブアプリ・

サイトの「設定・確認」の「会員情報の確認・変更」メ

ニューから２クリックで到達可能。 

また、プライバシーポリシーの「5.お客さまによるパ

ーソナルデータの管理」から 1クリックで辿り着ける場

所に配置（https://www.docomo.ne.jp/utility/privacy

/）。 

2-7 の回答に記載のオプトアウトやメールマガジンの

停止等の手続について、プライバシーポータルに動線を

設置しているほか、au ID作成・ログイン時に同意をい

ただく際に、当該画面においてあわせてオプトアウトの

方法をお知らせしている。 

オプトアウトすべき対象によって、オプトアウト画面

や窓口は異なるが、できるだけプライバシーセンター

で、オプトアウト方法を御案内できるよう努めている。 

現在は、 

・アプリの場合は各アプリのオプトアウト画面等 

・サイトの場合はサイトポリシーからオプトアウト案内

等 

・弊社運営データの場合 My SoftBankのオプトアウト画

面等 

情報が収集・利用されるメディア上でオプトアウトをそ

れぞれ御提供。 

個人データに関する利用停止手続きは次のページに

記載（https://corp.mobile.rakuten.co.jp/guide/priv

acy/request/index.html）。 

通信ログ等の取得個別同意の撤回については次のペ

ージに記載（https://corp.mobile.rakuten.co.jp/guid

e/privacy/utilization/index.html）。 

Rakuten Link(通話アプリ)についてはアプリ内にて

設定機能を提供。 

データポータビリティ 

2-11. データポータビリティに関す

る取組（データポーテビリティ

ーを求める方法、対象範囲） 

現時点ではデータポータビリティに対応していない。 現時点では対応していない。ユーザニーズや事業分野

ごとの必要性に応じて実施を検討する。 

現在は対応していない。  なし。 

2-12. データポータビリティが可能

である場合 

・提供されるデータのフォーマ

ット 

・提供先の要件 

・インターオペラビリティ確保

に関する考慮状況 

－ － － － 

2-13. 個人情報保護法に基づく開示

請求への対応状況（電磁的な開

示の実施状況、開示請求の方

法、提供フォーマット等） 

開示請求方法は、「個人情報開示申請書」と本人確認書

類を弊社宛に郵送いただき、契約者本人宛に回答を送付。 

書面又は外部記録媒体にて開示を行っており、申請時

に回答方法を選択いただく。 

開示請求手続方法は、「NTTドコモ プライバシーポリ

シー」にて公表（https://www.nttdocomo.co.jp/utilit

y/personal_data/request/?icid=CRP_UTI_privacy_to_C

RP_UTI_personal_data_request）。 

申請書を書面にて送付いただく形で受け付け、電磁的

開示（USBメモリ）、書面にて開示。 

コールセンターに「個人情報専用窓口」を設け、専門

スタッフが個人情報責任部署や関係部門と連携し、お客

さまへの開示等請求対応を実施。 

提供フォーマットは、お客さまの求めに応じ、文書又

は電磁的な記録（PDF 文書）の電子メールで実施（2022

年４月１日の改正個人情報保護法改正を受け、提供形態

を追加。）。 

・パーソナルデータお客さま相談窓口（https://www.so

ftbank.jp/privacy/management/procedure/） 

次のページのとおり（https://corp.mobile.rakuten.

co.jp/guide/privacy/request/index.html）。 

３．他アプリやサイトを経由した情報収集の状況 

3-1. 他アプリやサイトを経由した

情報収集の状況 

パートナーの Webサイトで、ドコモの情報収集モジュ

ールにより cookie等の情報を取得する場合がある。 

弊社グループ会社でデジタル広告を配信する「Supers

hip 株式会社」のモジュールに対応したアプリ・WEB を

通じて、ターゲティング広告に必要な属性情報の提供の

ため、広告配信識別子及び IP アドレスを取得すること

がある。 

取得にあたっては、お客様から個別に同意を取得して

いる。加えて、オプトアウトの動線も設置し、公表。 

 

情報収集モジュールや JavaScript を提供することに

よる利用者情報の送信等はモニタリングシート及びプ

レゼンテーション資料に記載の Supership社との取組以

外には実施していない。 

なお、ロイヤリティマーケティング社とは、別途個別

に第三者提供の同意を取得し、ポイントの付与やお知ら

せの配信等を目的とし、個人データを相互に提供をして

いる。繰り返しとなるが、情報収集モジュール等を用い

た送信ではなく、社間でデータを送受信している。 

また、mediba社とは、広告配信事業やメディア事業の

一部を委託しており、個人情報保護法の委託の規定に基

づき、同社に個人データの提供を実施。 

他サイト等において、ユーザーの訪問・閲覧履歴等の

情報について、弊社が直接取得することがある。 

グループ会社も含め他社のアプリやサイト上で、当社

のために収集している情報はなし（当社が収集している

のはあくまで当社の運営するアプリやサイトを通じて、

グループ会社の情報収集モジュールを用いたもの。）。 

3-2. 他アプリ提供者やサイト運営

者に対し、どのような同意取得

や通知を促しているか 

Web サイト運営者がドコモの情報収集モジュールを導

入する際の契約において、所定の Webページへのリンク

を表示する等、Web サイト訪問者への説明を行うことを

規定（https://www.nttdocomo.co.jp/utility/term/han

dling_information.html）。 

所定の説明や通知・公表を実施することを案内すると

ともに、広告が表示された際の iマーク等からオプトア

ウトの方法が表示するよう周知。 

他サイト等運営のパートナー向け書面、相手方との契

約書において、他サイト等における「ユーザーへの通知」

や「ユーザーの同意を要する場合の同意取得」を求めて

いる。 

 3-1の回答のとおり。 

3-3. 情報収集モジュールや JavaScr 当社の広告を掲載する提携サイト・アプリに対して情 3-1の回答のとおり。 3-1の回答のとおり。  3-1の回答のとおり。 
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ipt の他アプリ提供者やサイト

運営者への提供による利用者

情報の外部送信の状況 

報収集モジュールや JavaScript の提供を行い、cookie

等を取得し広告に活用。 

3-4. 3-3 に該当する場合の、他アプ

リ提供者やサイト運営者への

情報提供状況 

情報収集モジュールや JavaScript の提供先事業者に

対して、導入いただく際に規約を同意いただいている。

規約内にて、アプリやサイトを御利用されるお客様対し

てモジュール等の説明を求めることを規定。 

また、当社 HP にて取得している情報やオプトアウト

方法を公表（https://www.nttdocomo.co.jp/utility/te

rm/handling_information.html）。 

3-2の回答のとおり。 3-2の回答のとおり。  3-1の回答のとおり。 

3-5. 情報収集モジュールや JavaScr

ipt について、送信される情報

の内容や送信先等の変更等 

これまで、当社が提供する情報収集モジュールや Jav

aScript について、送信される情報の内容、送信先等を

変更したことはない。 

今後、変更の必要ある場合が生じた際は、提携サイ

ト・アプリ事業者に対しての説明及びアプリやサイトを

御利用されるお客様に対する適切な周知法方法を検討し

て参る。 

 送信される内容や送信先の変更は原則行う予定はな

いが、仮に変更がある場合は、サイト運営者等に周知

を実施。 

送信される情報の内容や送信先を変更することはな

い。 

 3-1の回答のとおり。 

3-6. 複数の他アプリやサイトから

利用者情報を収集している場

合の、情報管理状況 

複数のサイトから収集した情報について、d アカウン

トで認証されたユーザのデータを統合管理。 

 同意の範囲を超えた利用がされないよう、特定の設備

内に閉じて管理。 

－  3-1の回答のとおり。 

４．他社へのデータ提供、他社との連携の状況 

4-1. 他社に対する、取得した利用者

情報・位置情報に基づくデータ

提供の内容、提供に関する留意

点（ユーザーへの説明、他社の

監督、安全管理など） 

「基本情報」、「利用情報」、「位置情報」、「医療健康情

報」について同意を得たもので、パートナーとの協業等

のために必要最小限のデータを第三者提供。 

第三者提供にあたっては、提供情報、提供先、提供先

の利用目的を定めた上で利用者の同意を得るようにして

いる。 

提供先における利用目的は、利用者から同意を得た範

囲から逸脱しないよう、提供先との二者間の契約等にお

いても規定。 

業務委託に伴う提供においては、個人データの安全管

理について委託先の監督を実施。 

お客様から第三者提供の同意をいただいた範囲内の

データ・利用目的で他社に対してデータ提供を行うこと

がある。 

利用者情報、位置情報の提供に際しては、目的に応じ

て集計・セグメント化等を行い、必要最低限の情報の提

供を行うように留意している。 

第三者提供先に対しては、記録義務等の法律で求めら

れる事項のほか、社間での契約を締結し、目的外利用を

禁止している。また、弊社からの第三者提供先の大半を

占めるグループ会社に対しては、コンプライアンス・情

報セキュリティ等の観点でガバナンスを徹底し、お客様

データを適正に取り扱っている。 

また、第三者提供に際して、au IDアカウント管理画

面内で同意の撤回（オプトアウト）を行うことができる

ようにしている。 

また、委託に伴い個人データを提供する場合は、委託

先の監督等当社が定める安全管理措置を講じている。 

【お客さまへの説明】 

他社への提供は、個々のサービス約款・利用規約等及

びプライバシーポリシーに、第三者提供を明記の上、お

客さまに通知し、同意を取得。 

また、提供を望まないお客さま向けにオプトアウトを

用意。 

・パーソナルデータの連携（https://www.softbank.jp/

privacy/personaldata/data-transfers/） 

 

【他社の監督・安全管理】 

・委託先： 

契約時に、安全管理措置についての契約条項を盛り込

むとともに、締結後もデータ取扱いの実地監査など、

適切な安全管理措置が行われているか、監督を実施。 

・第三者提供先： 

契約時に、再提供、派生データの作成、公表、利用終

了後の削除などの禁止又は報告義務などを取り決め

ている。 

また、利用終了後の削除などの確認、安全管理を行っ

ている。 

楽天グループ内でのデータ提供あり。2-5、2-6の回答

のとおり、イラストを用い概要説明する等の方法による

分かりやすい説明を実施。第三者提供にあたっては、ガ

イドラインに従った安全管理を実施。 

4-2. 利用者情報・位置情報の取得・

活用に関する、他社との連携状

況、連携に関する留意点（ユー

ザーへの説明、他社の監督、安

全管理等） 

ID連携、ポイント連携、決済連携、サービスの共同開

発、その他付加価値創出を実施。 

他社との連携においてはそれぞれが独立した取扱い主

体として利用者への説明責任を果たし、提供されたデー

タの目的外利用の禁止等を明確化。 

グループ会社とサービスの提供や各種特典・割引サー

ビスの提供等のため情報の連携を行って。提供にあたっ

ての留意点は 4-1の回答に記載の内容と同様。また、お

客様への最適な情報提供のためにも連携を行っている

が、au IDアカウント管理画面内で同意の撤回（オプト

アウト）を行うことができるようにしている。 

個々のサービス利用前にサービスの約款・利用規約等

で説明を行い、法令の必要に応じた同意を取得。 

なお、位置情報の利活用については、プライバシーセ

ンターで説明。 

・ソフトバンクのデータ取り扱いに関する方針（位置情

報の取扱い）（https://www.softbank.jp/privacy/perso

naldata/utilization/data-anonymization/） 

楽天グループからの提供。プライバシーポリシーにお

いて説明。ガイドラインに従った安全管理を実施。 

５．アプリ提供マーケット 

5-1. SPIに関する取組状況 当社が開発するアプリケーションについては、スマー

トフォンプライバシーイニシアティブ（以下「SPI」とい

う。）を参照し、APPの概要版・詳細版にて規定すべき項

目、画面デザインや画面遷移等に関する社内マニュアル

を策定し、マニュアル策定部門や関連部門の照会を経て

APPを策定しアプリケーションへ組み込む運用。 

社内規程を作成し、弊社のお客様向けに提供している

アプリについてはアプリプラバシーポリシー作成の義

務化に加え、SPI Ⅱで推奨される監査まで実施。また、

KDDIが提供するお客様向けアプリすべてにおいて、全社

ガイドラインをもとに、プライバシーポリシーに即した

挙動となっているか審査を実施。 

アプリマーケットの運営は行っておらず、アプリケー

ション提供者の立場のみ。 

アプリによる情報収集は、アプリに組み込む SDKを含

め、アプリ毎に収集する情報と提供先をレビューした上

で、アプリ利用者へのコミュニケーションの在り方を指

導。 

当社はアプリケーション提供サイトを運営していな

いため、アプリケーションの提供者という立ち位置にな

る。 

アプリケーションごとにプライバシーポリシーを作

成、公表（アプリ内および公式サイトでの公開、各アプ

リストアにリンク掲載）しており、SPI にて提唱されて

いる８つの項目を網羅するようにしている（一部、問い

合わせ窓口や開示請求の手順等は共通のポリシーとし

てウェブサイトにまとめて掲載する形をとっている。）。 

アプリケーション単位で情報収集モジュールの情報

も掲載しており、対象モジュールのポリシーへのリンク

のほか、取得される具体的な項目についてもプライバシ

ーポリシー内に記載するようにしている。 

5-2. アプリケーションプライバシ

ーポリシーの作成や利用者情

当社が開発するアプリケーションについては、SPI を

参照して社内マニュアルを整備し、アプリ提供主管部門

弊社アプリ提供 PF上で提供するアプリに対して、SPI

提唱項目に準拠したアプリプライバシーポリシーの開

アプリマーケットの運営は行っていない。 次のページのようなイラストを用い概要説明する等

の方法による情報提供（https://corp.mobile.rakuten.
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報取扱いの透明性確保の観点

からのアプリ提供者に対する

働きかけや情報提供 

はマニュアル策定部門への照会を必須とする運用フロー

を実施。 

同意画面は、利用者にとって分かりやすい表示方法と

して、アプリケーションプライバシーポリシー概要版の

表示及び詳細版閲覧用のリンクを設けているほか、項目

ごとに開閉可能な階層型で作成する運用。 

示を必須化し、利用者情報の送信に関する透明性の確保

に努めている。 

co.jp/guide/privacy/） 

６．PIA・アウトカムについての考え方 

6-1. PIAの導入状況 

（GDPR の DPIA の具体的な実施

方法や、その他の実施事例） 

パーソナルデータの取り扱いにおける理念を明確化

し、自らを規律するものとして、「NTTドコモ パーソナ

ルデータ憲章」を制定。 

パーソナルデータを利用する際に憲章に沿った実行性

を担保するために、プライバシー影響評価制度（以下「P

IA制度」という。）を導入。 

PIA 制度の仕組みとして、まず、パーソナルデータを

活用した施策・サービスを実施するにあたっては、必ず

データ活用部門自らがプライバシー観点での懸念点の有

無などについて自己評価し、必要なプライバシー保護施

策を検討するとともに、評価結果に基づき施策・サービ

スの実施是非を判断することとしている。 

さらに、一定の基準に該当するパーソナルデータ活用

事案については、社内の PIA会議でプライバシーへの影

響を評価(詳細は 6-2の回答のとおり。)。 

新規サービスの開始前や新たな情報利用の取組を行

う際に、PIAを実施する体制を整備している。 

GDPR の規制対象の範囲内では実施の体制を整備して

いる。 

CDO（Chief Data Officer)を責任者とし、社長をレポ

ートラインとする全社横断の専門組織にて、プライバシ

ー・バイ・デザインの考え方で、データ利活用前に案件

ごと＊の PIA（リスクの評価）を実施。 

＊通信の秘密、個人情報、その他プライバシー情報を扱

う案件は全件確認を実施。 

【構成員限り】 

6-2. 利用者情報の取扱いに関する

アウトカムについての検討状

況（検討している場合、どのよ

うな考え方に基づき判断して

いるか） 

社内にプライバシー影響評価に関する諮問機関である

PIA 会議を設置し、活用するパーソナルデータの性質や

利用態様に応じた付議基準を設け、一定のパーソナルデ

ータ活用事案については、データ活用部門による自己評

価に加え、PIA 会議において多角的な視点からプライバ

シーへの影響を評価する仕組みを設けている。 

自己評価のみの場合も PIA会議で議論する場合も、パ

ーソナルデータ憲章に反していないか、お客様や社会か

ら受容していただけるかどうかという観点で、リスク評

価を実施。 

プライバシー保護を所掌する専門組織であるデータ

ガバナンス室が中心となり、当社が定めたフロー・基準

にて PIAを実施。一定の評価項目を用い、お客様に対し、

プライバシー上のリスクがないか、リスクの回避策が十

分かを検証し、サービスの開始前に適切な対処が実施で

きるように努めている。 

また、PIA に際しては外部の有識者の意見も聴取し、

客観的な視点での評価も取り入れている。 

PIA時、アウトカムについて検討。 

【判断にあたっての考え方】 

様々な関係者にとって、利益・便益というプラスの側

面と、不利益や気持ち悪さなどネガティブな側面、双方

から確認。 

具体的には、 

・お客さまにとって： 

便益につながる利用か？、不利益は生じないか？、プ

ライバシー侵害にあたらないか？、気持ち悪さはない

か？など 

・事業者にとって： 

利用目的の範囲か？、必要な利用か？、価値を生む利

用か？、利用環境、利用者、廃棄など安全管理に問題

はないか？など 

・社会にとって： 

社会的に価値ある利用か？、漏えいした場合のリスク

の程度は大きいか？など 

【構成員限り】 

6-3. 利用者に対する、PIA の結果や

アウトカムの説明の取組状況 

PIA の結果について、現状お客様に説明する取り組み

は行っていない。 

なお、 当社としては、お客様にとって重要なのは、事

業者がどのようにプライバシー影響を評価しているかで

はなく、実際に「どのような情報がどのような目的で利

用されるのか」、「どのようなメリットがあるのか」、「取

得・利用等を停止・拒否する手段はあるのか」という点

だと考えており、それらの内容を含む施策・サービス等

の概要について、施策・サービス等に係る報道発表や H

P、同意取得時の説明ページなどにおいて御案内をするよ

う努めている。 

PIA の結果そのものの公表は今のところ予定はしてい

ないが、PIA に基づき、お客様に対して、特に配慮が必

要な事項や分かりにくいと思われる事項に対して説明

の方法や内容を工夫する等の取組を実施。 

サービスの案内時や、御利用開始前に、特にお客さま

が気にされるだろうポイントに留意して説明。 

なお、その説明の程度は、分かりやすさと透明性のバ

ランスをはかるため、PIAの結果やアウトカムに応じて、

説明の詳しさを変える取組を実施。 

【構成員限り】 

７．個人情報保護管理者の設置状況 

7-1. 設置状況 個人情報保護を含む情報管理全般の責任者として、情

報セキュリティ管理責任者（CISO）を配置しており、代

表取締役副社長が情報セキュリティ管理責任者（CISO）

及び個人情報保護管理者（CPO）を兼務している。情報セ

キュリティ管理責任者（CISO）の配置について、情報セ

キュリティポリシーにて公表（https://www.docomo.ne.

jp/utility/personal_data/security/）。 

【構成員限り】  弊社個人情報保護規定で、個人情報保護管理者を設置

している。 

設置済み（2018年より） 

7-2. 名称等 情報セキュリティ管理責任者（CISO）、個人情報保護管

理者（CPO） 

2022年４月現在では、代表取締役副社長 丸山 誠治が

CISO 及び CPO を務めている（https://www.docomo.ne.j

p/info/news_release/2021/05/12_00.html）。 

【構成員限り】 【当該役職の名称】 

個人情報保護管理者 

 

【当該役職に就任している方の氏名】 

常務執行役員  

最高データ責任者(Chief Data Officer/CDO) 

 プライバシーオフィサー、佐藤公司（楽天モバイル法

務コンプライアンス部 部長（責任者）） 
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佐々木 一浩 

 

【兼務の場合の他の役職】 

コンシューマ事業統括 副統括担当 

顧客基盤推進本部長 

7-3. 業務内容 個人情報保護に関する業務において、「電気通信事業に

おける個人情報保護に関するガイドライン」の遵守する

ための内部規定の策定、監査体制の整備及び電気通信事

業者の個人データの取扱いの監督を含む情報管理全般の

責任者となっている。 

【構成員限り】 データ利活用のルール作成、判断。 プライバシーポリシーの策定、社内でのデータ利活用

に関する相談、承認対応、インシデント発生時の対応等

を行う組織の責任者 
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プラットフォーム事業者における利用者情報の取扱い状況 モニタリングシート回答（2022 年）における項目の比較 

 
社名 Apple.Inc Google LLC LINE株式会社 Meta ヤフー株式会社 

最新の情報 https://www.apple.com/jp/privacy/ https://policies.google.com/privacy?hl=ja https://line.me/ja/terms/policy/ https://ja-jp.facebook.com/policy.php https://privacy.yahoo.co.jp/ 

事業領域 IT 機器の製造・販売、ソフトウェア、各種

サービスの提供 

検索エンジン提供、広告事業等 SNSサービス、広告事業、コンテンツ販売等 オンライン・ソーシャル・ネットワーキン

グ・ウェブサイト及びこれに関連するサー

ビス等 

検索エンジン提供、広告事業（メディア事

業）、EC事業等 

1. 利用者情報の取扱いの状況 

1-1. 利用者情報取得の場面・取得

する情報の内容 

【取得の場面】 

・Apple ID の作成 

・デバイスの購入、アクティベーション 

・ソフトウェアアップデート 

・Apple のサービスへの接続 等 

【取得する情報の内容】 

・アカウント情報：E メールアドレス、登録

されているデバイス、アカウントのステー

タス、年齢など、Apple ID など 

・デバイス情報：デバイスを特定できるデー

タ（デバイスのシリアル番号など）、デバイ

スに関するデータ（ブラウザのタイプなど） 

・連絡先情報：名前、E メールアドレス、住

所、電話番号など 

・支払い情報：銀行口座の詳細、請求先住所、

クレジットカード情報などの支払い方法な

ど 

・取引情報：Apple の製品とサービスの購入

に関するデータ、Apple のプラットフォー

ムでの購入に関するデータなど 

・不正防止情報：デバイストラストスコア（※

1）など 

・使用状況データ：Apple の製品やサービス

の使用に関するデータ（閲覧履歴、検索履

歴、製品の操作、クラッシュデータ、パフ

ォーマンスなどの診断データなど） 

・位置情報：「探す」のサポートのみを目的と

した詳細な位置情報 と、おおよその位置情

報。※ユーザーは位置情報の提供を拒否設

定が可能。 

・健康に関する情報：個人の健康状態に関す

るデータ 

・フィットネス情報：ユーザーが共有するこ

とを選択したフィットネスとエクササイズ

の情報 

・財務情報：給与、所得、資産について収集

された情報、Apple のブランドの金融サー

ビスに関する情報 

・政府発行の IDデータ：特定の地域で、ワイ

ヤレスアカウントの設定やデバイスのアク

ティベーションをする場合など限られた状

況において、政府発行の IDを要求 

・ユーザーから提供されるその他の情報：カ

スタマーサポートとのやり取り等、Apple

とのコミュニケーションの内容などの詳細 

 

（Apple プライバシーポリシー（https://ww

w.apple.com/legal/privacy/jp/）） 

 

（※1）「詐欺行為の発見と防止に役立てるた

め、購入時に、デバイスの使用状況に

関する情報（通話やメール送受信のお

およその回数など）に基づいて、デバ

イスのトラストスコアが計算されま

・Google サービスの利用時に Google が収集

する情報 

Google は、すべてのユーザーにより良い

サービスを提供するために情報を収集する。

ユーザーの使用言語といった基本的な事項

を理解することや、お客様にとって最も役に

立つ広告はどの広告か、おすすめの YouTub

e 動画はどれか、などの複雑な事項を推定す

ることが含まれる。Google がどの情報を収

集するか、その情報がどのように使用される

かは、お客様がどのように Google のサー

ビスを利用されるか、またプライバシー設定

をどのように管理するかによって変わる。G

oogle はユーザーが作成し、提供する情報

（例えば Google アカウント）、Google の

サービスにアクセスするために利用するア

プリやブラウザ及びデバイスに関する情報

を収集し、おすすめの YouTube 動画を提示

するなどユーザーにより役立つ情報を提供

するために活用。また、Google サービス利

用時の位置情報も収集するが、ユーザーは 

Google アカウントにアクセスして、Google

 に共有する情報や位置情報のような情報を

いつ削除するかを確認、管理することが可

能。Google は、包括的なプライバシーポリ

シー（https://policies.google.com/priva

cy?hl=ja#infochoices）により、ユーザーが

どのように自らのデータを管理できるのか

を分かりやすく示す努力を行っていく。 

主にお客様のアカウントの開設やサービ

ス利用の場面において、電話番号、プロフィ

ールネーム、プロフィール画像、氏名、住所、

生年月日、メールアドレス、サービス利用履

歴等の情報を取得。 

 

利用者情報取得の場面及び取得する情報

の詳細は、プライバシーポリシーに記載し、

公表（https://line.me/ja/terms/policy/）。 

弊社は、個人データを収集し使用する方法

について、利用者に明確で有意義かつ容易に

アクセスできる情報を提供。また、弊社は、

意義ある透明性の促進に努めており、可能な

限り多くの人々が情報にアクセスできるよ

う、平易な言葉遣い、レイアウト、色調及び

アイコンを主に使用するデザイン方針を採

用。 

 

・個人データの収集 

人々は、友人や家族とつながりを保ち続

けるために、世界で起きていることを知る

ために、また、利用者にとって重要なこと

を共有・表現するために、弊社のサービス

を利用。弊社は、こうした使用者の興味・

関心に合わせたサービスを提供するため

に、個人データを収集する必要がある。 

弊社は、Facebook、Instagram及び Mess

engerの各サービスを提供する際、(i)利用

者等が実行および提供するもの（誰と繋が

っているかを含む。）、(ii)利用者が弊社サ

ービスを利用するに当たって使用するデ

バイスの情報、及び(iii)広告主、パブリッ

シャー、広告エージェンシーなど、第三者

パートナーから受領する情報、という 3つ

の基本カテゴリの利用者に関する情報を

受領。それぞれについて、Facebookのサー

ビス、Instagram 及び Messenger に適用さ

れる弊社のデータに関するポリシーに概

説されている。利用者は、Facebook又は I

nstagram のアカウントを最初に作成する

際に、データに関するポリシーに同意いた

だいている。 

弊社が提供するサービスの利用に際し

て利用者が提供を求められる情報は、氏

名、メールアドレス又は電話番号、性別、

生年月日のみである。Instagram の利用に

際して提供を求められる情報は、メールア

ドレス又は電話番号、及び生年月日のみで

ある。また、利用者は、自らの選択により、

自身の住所、言語、学歴、仕事、趣味及び

好きな映画や本、音楽に関する情報等、プ

ロフィールの追加情報を弊社に提供する

ことも可能。さらに、利用者の弊社サービ

スとのエンゲージメントに関する情報も

収集。この利用者のエンゲージメントに関

する情報には、例えば、利用者が｢いい

ね！｣ボタンを押した Facebookページ、利

用者が参加している Facebook グループ、

利用者が使用している他のアカウント、利

用者が閲覧するコンテンツ、プラットフォ

ームにアップロードするコンテンツ（投

稿、写真、動画、ストーリー等）及び任意

で行うフィードバック（広告が不適切であ

Yahoo! JAPANは、プライバシーポリシーに

従って、次のような場合にパーソナルデータ

を取得。 

①端末操作を通じてお客様に御入力いただ

く場合 

代表例： 

・Yahoo! JAPAN IDを取得する際に、登録

情報を入力し、送信していただく場合 

・アンケート調査にご協力いただく場合 

②お客様から直接または書面などを通じて

御提供いただく場合 

代表例： 

・お客様から本人確認書類を御送付いただ

く場合 

③お客様によるサービス等の利用・閲覧に伴

って自動的に送信される場合 

代表例： 

・Yahoo! JAPAN のウェブページへのアク

セスに伴って送信された「IPアドレス」

を取得する場合 

・Yahoo! JAPAN のウェブページの閲覧履

歴を取得する場合 

・Yahoo! JAPAN の検索機能を利用する際

に入力された検索キーワードを取得す

る場合 

・Yahoo! JAPAN のショッピングサービス

での購買履歴を取得する場合 

・「Yahoo!防災速報」「Yahoo!天気」「Yahoo!

 MAP」などをインストールされている端

末に対して、所在地に応じた災害情報な

どをお知らせするために、端末の位置情

報を取得する場合（お客様が御利用の端

末の設定で、Yahoo! JAPANに位置情報を

送信するための設定が有効になってい

る場合に限る） 

・Yahoo! JAPAN の広告主や広告配信先な

どのウェブページやアプリを利用した

場合に、そのパートナーのウェブページ

やアプリに Yahoo! JAPAN の「ウェブビ

ーコン」などを設置して「クッキー」や

端末情報を参照することで、お客様が御

利用の端末を識別するための情報を取

得する場合 

④第三者から情報の提供を受ける場合 

Yahoo! JAPAN 以外の第三者が取得した

情報の提供を受けることで、パーソナルデ

ータとして取得させていただく場合があ

る。 

 

なお、これらは当社のプライバシーセンタ

ー（https://privacy.yahoo.co.jp/）の「パ

ーソナルデータの取得」（https://privacy.y

ahoo.co.jp/acquisition/）においてお客様

に対して詳細を説明。 

参考５－２ 
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す。送信データは、お客様のデバイス

の実際の値が Apple には分からない

ように設計されています。スコアは一

定の期間、Apple のサーバに保存され

ます。」（「iTunes Store とプライバシ

ー」（https://support.apple.com/ja

-jp/HT208477）） 

ること又は興味がないこと等）が含まれ

る。 

弊社は、利用者が弊社のサービスを利用

するのに使用するデバイスからの情報及

び当該デバイスに関する情報を収集。弊社

のデータに関するポリシーで説明すると

おり、弊社が収集するデバイス情報には、

次のようなものがある。 

 

・デバイスの特質: 

オペレーティングシステム、ハードウ

ェアとソフトウェアのバージョン、電池

レベル、信号強度、ストレージの空き容

量、ブラウザーの種類、アプリとファイ

ルの名称と種類、プラグインなどの情

報。 

・デバイスの信号: 

Bluetoothシグナル及び近くの Wi-Fiアク

セスポイント、ビーコン、セルタワーに

関する情報。 

・ネットワークおよび接続: 携帯電話会社

名、インターネットサービスプロバイダ

ー名、言語、タイムゾーン、携帯電話番

号、IPアドレス、接続速度、場合によっ

ては近くにある又はネットワーク上に

ある他のデバイスに関する情報など、弊

社が利用者の利用を手助けするための

情報(動画を携帯電話からテレビにスト

リーミングするなど)。 

 

第３者から受領するデータには、他の利用

者から共有されたデータ（例えば、利用者が

他の利用者の写真を共有した場合）、広告主、

アプリ開発業社、パブリッシャーからの情報

（例えば、広告主がハッシュ化されたカスタ

マーデータを用いて広告のオーディエンス

を構築する場合など）が含まれる。 

1-2. 取得情報の加工・分析・利用

状況 

【取得情報の利用目的】 

・サービスの強化：製品やサービスのパーソ

ナライズ・改善。また、監査やデータ分

析、トラブルシューティングなど。 

例：ユーザーが Apple Music のサブスク

リプションを利用して曲にアクセスす

る場合、Appleは、リクエストされた

コンテンツの提供とロイヤルティの算

出のために、再生された曲に関するデ

ータを収集する。 

・取引の処理：ユーザーとの取引の処理 

・ユーザーとのコミュニケーション：取引や

アカウントについての連絡、製品やサービ

スのマーケティングのための関連情報の提

供等。 

Google は、Google のサービスを通してお

預かりした情報を次の目的に使用。 

・サービスの提供 

ユーザーの情報を、サービスを提供する

ために使用。例えば、検索キーワードを処

理して結果を表示するため、ユーザーの連

絡先から共有相手の候補を表示してコンテ

ンツを共有しやすくするためなどに使用。 

・サービスの維持、向上 

ユーザーの情報を、サービスを意図した

とおりに稼動させるために使用。例えば、

障害事例を追跡するため、あるいは報告を

いただいた問題の解決に取り組むためなど

に使用。また、ユーザーの情報を、Google 

のサービスを向上させるために使用。例え

ば、特にスペルミスの多い検索キーワード

を把握し、各種サービスでのスペルチェッ

ク機能の向上に役立てる。 

・新しいサービスの開発 

既存のサービスで収集した情報を、新し

いサービスの開発に役立てる。例えば、Pic

asa（Google の最初の写真アプリ）でユー

ザーがどのように写真を整理するかを把握

したことが、Google フォトの設計とサービ

ス開始に役立った。 

・コンテンツや広告など、カスタマイズした

サービス提供 

取得した情報は、必要に応じて加工・分

析した上、次のような目的で利用。 

①サービスの提供・維持 

 ・ログイン時の認証 

 ・メッセージの送信 

 ・お客様へのご連絡 等 

②弊社サービスやコンテンツの開発・改善 

 ・サービス利用に関する統計の作成 

 ・お客様の購入履歴からトレンドを把握

して新規サービスの開発を行う 

 ・サービスの利用状況を基に画面デザイ

ンの改善を行う 等 

③セキュリティ・不正利用の防止 

 ・利用規約違反、不正アクセスなど、不

正利用の有無の確認 

 ・不正利用が発生した場合のお客様への

御連絡 等 

④お客様に最適化されたコンテンツの提供 

 ・お客様が購入されたスタンプと関連す

る他のスタンプを推薦する 

 ・お客様のサービス利用状況等を基に広

告を配信する 等 

 

取得情報の利用状況の詳細は、プライバ

シーポリシーに記載し、公表（https://lin

e.me/ja/terms/policy/）。 

・個人データの利用 

弊社のデータに関するポリシーには、利

用者による選択に服することを条件とし

て、弊社が弊社の有する情報をどのように

利用するのかが明記されている。例えば、

弊社は、次の目的のために受領したデータ

を利用。 

 

・利用者のための弊社の製品及びサービス

の提供、パーソナライズ化及び改善： 

弊社は、（i）機能及びコンテンツ（フ

ィード及び広告など）のパーソナライズ

化並びに、利用者に合わせたコンテンツ

の推奨、（ii）よりパーソナライズ化さ

れ、広告支援サービス（Facebookのサー

ビス、Instagram及び Messengerを含

む。）において整合的な体験を提供する

ために情報の連結、（iii）それらのサー

ビスの開発、検証及び改善、といった弊

社のサービスを提供及び改善するために

受領した情報を利用。 

・測定、分析及びその他のビジネスサービ

スの提供： 

弊社は、保有する情報(訪問したウェブ

サイトや閲覧した広告など、利用者の弊

社製品外におけるアクティビティを含

む。)を、広告主などのパートナーが広告

効果やサービス利用状況を測定し、その

Yahoo! JAPANは、取得したパーソナルデ

ータを、サービス等（※）の提供、改善や

新たなサービス等の検討、サービス等の御

利用状況などの調査、分析に利用。具体的

な活用例は次のとおり。 

①認証 

ログインの際に、同じお客様からのログ

インかどうかを確認するため、Yahoo! JAP

AN ID、パスワードその他のお客様の登録

情報を利用。 

また、ログイン方法の再設定の際には、

上述の登録情報等に加えて、お客様のログ

イン時のサービス等の御利用履歴を利用さ

せていただく場合がある。 

②パーソナライズ 

個々のお客様に最適なサービス等を提供

する場合に、Yahoo! JAPAN独自の基準で

推定したお客様の興味関心に関する情報を

利用。 

具体的には、お客様の居住地域、性別、

生年月などの情報や、お客様のサービス等

の御利用履歴（検索キーワード、閲覧され

たウェブページ、御利用になったアプリ、

購入された商品など）を分析して、お客様

の興味関心に関する情報を推定し、コンテ

ンツやサービス等を個々のお客様に合わせ

て最適化。 
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・セキュリティおよび不正防止：損失防止、

不正防止。児童ポルノ排除のための事前ス

クリーニング・スキャニングを含む。 

・法令遵守：適用法令の遵守のための利用 

（Apple プライバシーポリシー（https://ww

w.apple.com/legal/privacy/jp/）） 

Google は、Google のサービスを個々の

ユーザーに合わせてカスタマイズするため

に、収集した情報を使用。例えば、おすす

め情報を表示する、カスタマイズしたコン

テンツを表示する、カスタマイズした検索

結果を表示するなどの目的で使用。 

・パフォーマンス測定 

Google は、Google のサービスがどのよ

うに利用されているのかを把握するため

に、分析や測定のためのデータを使用。例

えば、Google のサイトへのユーザーのアク

セスに関するデータを分析して、サービス 

デザインの最適化などに役立てる。また、

広告主が広告キャンペーンの効果を把握で

きるよう支援するために、ユーザーが操作

した広告に関するデータを使用。 

・ユーザーとのコミュニケーション 

Google は、収集したユーザーのメールア

ドレスなどの情報を、直接ユーザーに御連

絡を差し上げるために使用。 

・Google、Google のユーザー、一般の人々の

保護 

Google は、収集した情報を Google のサ

ービスの安全性と信頼性を向上させる取り

組みに使用。こうした取組には、Google、G

oogle のユーザー、もしくは一般の人々に

害を及ぼすおそれのある不正行為、不正使

用、セキュリティ リスク、又は技術的な問

題の検知、防止、対応などがある。 

パートナーのウェブサイト、アプリ、サ

ービスをどのようなタイプの人々が利用

し、どのように反応しているかを分析で

きるようにする目的で利用。これによ

り、広告主は、高度な透明性及び測定に

かかる知見を得られるとともに、より効

果的な広告予算の活用方法に関する十分

な情報に基づく意思決定が可能。 

・安全性、健全性及びセキュリティの促

進： 

弊社は、保有する情報を、アカウント

とアクティビティの認証、悪質な行為へ

の対処、スパムなどの問題の検知と防

止、弊社製品の保全維持、弊社製品の内

外における安全とセキュリティの推進の

ために利用。 

・公益目的のための研究及びイノベーショ

ン： 

弊社は、一般社会福祉、技術進歩、公

共の利益及び健康と福祉といったトピッ

クに関する研究及びイノベーションの実

施及び支援を目的として、受領した情報

（弊社と協働する選び抜かれた研究パー

トナーからの情報など）を利用。例え

ば、弊社は救助活動を支援するために、

災害発生時の避難行動パターンに関する

情報を分析。 

例えば、Yahoo!ニュースでは過去に閲覧

したニュース記事などを分析して関心が高

いと推定される記事を表示し、Yahoo!ショ

ッピングでは商品の閲覧履歴や購買履歴な

どを分析しておすすめ商品情報を表示。 

③サービス等の改善・新たなサービス等

の検討 

お客様のサービス等に対するニーズを分

析して、サービス等の改善や新たなサービ

ス等の検討をするために、お客様の居住地

域、性別、生年月などの情報や、お客様の

サービス等の御利用履歴（検索キーワー

ド、閲覧されたウェブページ、ご利用にな

ったアプリ、購入された商品など）を利

用。 

④広告の表示 

個々のお客様のニーズに即した、より適

切な広告が表示されるように、お客様の居

住地域、性別、生年月等の情報を利用し、

また、お客様のサービス等の御利用履歴

（検索キーワード、閲覧されたウェブペー

ジ、御利用になったアプリ、購入された商

品、位置情報等）や提供を受けた情報を分

析して Yahoo! JAPAN独自の基準で推定し

たお客様の興味関心に関する情報を利用。 

※複数の環境（端末、アプリ、ブラウザー

等）の情報を利用する場合がある。 

⑤入力補助等 

商品を購入される際等に必要なお客様の

情報の入力、送信を簡単に行っていただけ

るように、自動的に入力画面に表示させた

り、送信用の情報を生成したり、お客様が

ご利用になろうとするサービス等の提供者

に転送して登録したりする場合に、お客様

の登録情報を利用。 

⑥本人確認 

本人確認が必要な一部のサービス等を御

利用いただく場合や、お客様からのお問い

合わせを受けお客様の本人確認を行う場合

に、氏名、生年月日、住所、電話番号、銀

行口座番号、クレジットカード番号、運転

免許証番号、配達証明付き郵便の到達結果

等の情報を利用。 

⑦お問い合わせ対応 

お客様からのお問い合わせに対応する場

合に、お客様についての情報やサービス等

の御利用状況などを利用。 

⑧代金請求 

有料サービスを御利用のお客様に代金を

請求する場合に、購入された商品名や数

量、利用されたサービスの種類や期間、回

数、ご利用金額や、氏名、住所、銀行口座

番号やクレジットカード番号などの情報

（登録情報を含みます）を利用。 

⑨お知らせ等の御連絡や送付 

お客様にお知らせや連絡（Yahoo! JAPAN

やパートナーの提供するサービス等のご案

内を含みます）をしたり、商品などを送付

したりする場合に、お客様の氏名、住所、

メールアドレスなどの連絡先情報を利用。 

⑩位置情報と連動したサービス等の提供 

お客様がサービス等を御利用になる端末

の位置情報を取得し、サービス等の提供に

あたって利用させていただく場合がある。 
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Yahoo!カーナビでルート案内をしたり、

Yahoo! MAPでお客様の現在地を表示した

りする場合に、お客様の端末の位置情報を

利用。また、お客様が現在いらっしゃる地

域の災害に関する情報をタイムリーに提供

する等、サービス等の提供に不可欠な場合

のほか、お客様により一層快適にサービス

等を御利用いただくために利用。 

⑪メールの解析による便利機能の提供、

広告の最適化 

Yahoo!メールでは、Yahoo!メールで送受

信されるメールを機械的に解析した結果を

利用し、お客様により便利に Yahoo!メー

ルをお使いいただくための機能を提供した

り、お客様の関心と関連性が高いと判定さ

れた広告やお知らせを配信したりしてい

る。 

⑫迷惑行為・不正利用の対策 

利用規約違反や詐欺、不正アクセスなど

の犯罪行為、不正・不当な目的でのサービ

ス等の利用を防止、検出、調査する場合

に、お客様の登録情報やお客様によるサー

ビス等の御利用履歴などを利用。 

⑬企業や自治体での統計データの活用 

Yahoo! JAPANのデータソリューション

事業において、お客様のデータを元に作成

した「誰かの情報」とは言えない状態にな

った統計データを、企業や自治体が活用。 

⑭通信環境改善 

通信環境の改善やその公表に向けた参考

資料とするために、お客様の御利用環境情

報を、携帯電話事業者に提供する場合があ

る。 

⑮利用状況等の調査・分析 

サービス等の利用者数や Yahoo! JAPAN

やパートナーが配信する広告の閲覧数、ク

リック数などを調査・分析するために、お

客様によるサービス等の御利用履歴を利

用。 

1-3. 利用者情報の第三者提供の

状況 

・サービスプロバイダ：サービスプロバイダ

として特定のタスク（製品の顧客への配達

など）を行う契約を結んだ第三者。本プラ

イバシーポリシーに準拠し、Apple の指示

に従って個人データを取扱う義務を負う。

Apple が提供する個人データを自らの目的

のために使用することはできず、Apple の

要請実行後は個人データを削除又は返却す

る。 

・パートナー：サービス・製品を提供するた

めの連携先。ユーザーの個人データを保護

する義務を負う。 

例：Apple Card や Apple Cashなどの Ap

pleの金融サービスにおける連携先 

・アフィリエイト：パフォーマンスCookieが、

ユーザーがアフィリエイトサイトから App

leのウェブサイトにアクセスし、製品を購

入したりサービスを利用したことを、その

詳細含めアフィリエイトに知らせる。個人

を特定できる情報は収集せず、収集した情

報は集計するため、匿名性が保たれている。 

・その他：ユーザーの同意を取得した場合な

ど 

（Apple  プライバシーポリシー（https://w

ww.apple.com/legal/privacy/jp/）、Apple

 による Cookie の使用について（https:/

ユーザーは、Google のサービスを利用され

るときに、次の内容が明記されたプライバシー

ポリシーに同意の上で、利用を開始する。次の

プライバシーポリシー該当箇所を御参照くだ

さい。 

 

Google は、以下の場合を除いて、ユーザーの

個人情報を Google以外の企業、組織、個人と

共有することはありません。 

 

ユーザーの同意を得た場合 

Google は、ユーザーの同意を得た場合に、Go

ogle 以外の者と個人情報を共有します。機密

性の高い個人情報（https://policies.google.

com/privacy?hl=ja#footnote-sensitive-inf

o）を共有する場合は、ユーザーに明示的な同

意を求めます。 

 

外部処理の場合 

Google は、Google の関連会社およびその他の

信頼できる企業または個人に対し、個人情報を

 Google のために処理させる目的で当該個人

情報を提供します。その場合、当該関連会社、

企業、または個人は、Google の指示に基づき

 Google のプライバシー ポリシーならびにそ

の他の適切な機密保持およびセキュリティの

お客様から同意を取得して利用者情報を

第三者提供する場合がある。 

 

例えば、他社のアプリでお客様が LINE ア

プリ内で設定されたプロフィール情報を利

用する必要がある場合、お客様の同意を取得

した上、当該情報を提供。 

弊社は、弊社製品の提供と改善をサポート

するサードパーティパートナー又は Faceboo

k のビジネスツールを使って自社ビジネスを

拡大するサードパーティパートナーと連携

することによって、弊社のサービスを運営し

世界中の人々に無料でサービスを提供して

いる。弊社は、利用者の情報を他者に販売し

ていないし、今後も決してしない。また、パ

ートナーに対しては、弊社が提供するデータ

の利用と開示方法について厳しい制約を課

している。情報を共有する外部パートナーの

種類は次のとおり。 

 

・弊社の分析サービスを利用するパートナー 

弊社は、個人又は事業者が自身の投稿、

リスティング、ページ、動画、その他 Face

book 製品内外のコンテンツに対する人々

の反応を把握できるように、集約した統計

やインサイトを提供。 

・広告主 

弊社は、広告を見た人のタイプや広告の

効果についてのレポートを広告主に提供

しているが、利用者が許可する場合を除

き、利用者を特定する情報(利用者への連

絡や特定につながる利用者名やメールア

ドレスなど)は共有しない。例えば、利用者

お客様の個人情報を第三者に提供する場

合、お客様の同意を得て提供させていただく

場合がある。 

また、プライバシーポリシーに定める範囲

に限定して、パーソナルデータを第三者に提

供させていただくことがあるが、お客様のデ

ータは、氏名や住所など直接特定の個人を識

別することができる情報を"除外"した上で、

プライバシーポリシーに定める目的のため

に必要最小限のデータのみを連携。 
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/www.apple.com/jp/legal/privacy/jp/coo

kies/）） 

方策に従って当該処理を行います。たとえば、

Google ではカスタマー サポートの提供をサ

ービス プロバイダーに委託することがありま

す。 

 

法律上の理由の場合 

Google は、個人情報へのアクセス、使用、保

存、または開示が以下の理由で合理的に必要だ

と誠実に判断した場合、その情報を Google 以

外の者と共有します。 

・適用される法律、規制、法的手続きまたは強

制力のある政府機関の要請（https://policie

s.google.com/privacy?hl=ja#footnote-lega

l）に応じるため。政府から受けた要請の数と

種類についての情報は、Google の透明性レポ

ート（https://transparencyreport.google.c

om/user-data/overview?hl=ja）で開示してい

ます。 

・違反の可能性の調査など、適用される利用規

約の遵守徹底を図るため。 

・不正行為、セキュリティや技術上の問題につ

いて検知、防止またはその他の対処を行うた

め。 

・法律上の義務に応じて、または法律上認めら

れる範囲内で、Google、Google ユーザー、ま

たは一般の人々の権利、財産、または安全に害

が及ぶことを防ぐため。 

 Google は、個人を特定できない情報（http

s://policies.google.com/privacy?hl=ja#foo

tnote-info）を公開する、または Google のパ

ートナー（サイト運営者、広告主、デベロッパ

ー、権利者など）と共有することがあります。

たとえば、Google サービスの一般的な利用傾

向がわかる（https://policies.google.com/p

rivacy?hl=ja#footnote-trends）情報を公開し

ます。また、特定のパートナー（https://poli

cies.google.com/privacy?hl=ja#footnote-sp

ecific-partners）に、広告および測定の目的

でパートナー自身の Cookie や類似の技術を

使用してユーザーのブラウザまたはデバイス

から情報を収集することを許可しています。 

 Google が合併、買収、または資産譲渡の

対象となった場合、Google は引き続きユーザ

ーの個人情報の機密性が保持されるよう取り

計らい、個人情報が譲渡される前、または別の

プライバシーポリシーの適用を受けるように

なる前に、対象のユーザーに通知します。 

のデモグラフィック情報や趣味・関心に関

する一般的な情報(例えば、広告を見た利

用者は、マドリッドに住んでいる 25～34歳

の女性で、ソフトウェアエンジニアリング

に関心があるといった情報)を、ターゲッ

ト層を把握するために役立たせる目的で

広告主に提供している。また、どの Facebo

ok 広告が購入やアクションにつながった

かを確認し、広告主に知らせる。 

・効果測定を行うパートナー企業 

弊社は、利用者に関する情報を、弊社の

パートナーに分析や測定のレポートを提

供する目的で、データ集計を行う企業と共

有。 

・弊社製品で商品およびサービスを販売する

パートナー 

利用者が有料コンテンツの受信を申し

込むか、弊社製品内で販売されるものを購

入する場合、当該コンテンツのクリエイタ

ーや販売者は、利用者の公開情報や他の共

有情報及び取引完了に必要な情報(配送先

や連絡先情報など)を受信。 

・ベンダーとサービスプロバイダー 

弊社は、技術インフラサービスの提供、

弊社製品の利用状況の分析、カスタマーサ

ービスの提供、決済の代行、アンケートの

実施などにより弊社の事業を補助するベ

ンダーとサービスプロバイダーに、情報と

コンテンツを提供。 

・研究機関や教育機関 

弊社は、自社の事業やミッションを支え

る学問やイノベーションを推進し、広く社

会の福祉、技術の発展及び公共の利益、健

康、福利に関する発見とイノベーションに

資する調査を実施するために、調査パート

ナーおよび学術機関に情報とコンテンツ

を提供。 

・法執行機関や法的要請 

弊社は、一定の状況において、法執行機

関に対し、又は捜査令状、裁判所による命

令、召喚状といった法的要請に応えて、適

用法令に遵守するべく情報を共有。 

1-4. 広告ビジネスモデルへの利

用者情報の活用状況 

・Apple の広告プラットフォームはユーザー

を追跡しない。 

・Apple の App から収集したユーザーやデバ

イスのデータを、他社製 Appから収集され

たユーザーやデバイスのデータと組み合わ

せてターゲティング広告又は広告測定のた

めに使用しない。 

・Apple の App から収集したユーザーやデバ

イスのデータをデータブローカーと共有し

ない。 

・コンテクスト情報：広告を提供するために、

以下のコンテクスト情報を使用する。広告

は、複数のユーザーから集約して作成する

セグメント情報に基づき提供し、個人を特

定して提供しない。 

 -デバイスの情報 

 -デバイスの場所 

 -App Storeでの検索 

Google はユーザーから共有されたデータを

もとに Google のサービスを提供、維持、改善

し、新しいサービスを開発。ユーザー御自身に

よるプライバシー管理によって、パーソナライ

ズされたコンテンツ、広告を含めたサービスの

提供に利用することができるようになる。Goo

gle アカウントにサインインし、アクティビテ

ィ管理のページから、ウェブとアプリのアクテ

ィビティをオンにすると、Google はユーザー

に対しパーソナライズされた広告をユーザー

の関心に基づき示すことがある。例えば、｢マ

ウンテンバイク｣と検索すると、ユーザーは G

oogle から提供された広告を表示するサイト

を見るとスポーツ用品の広告を目にするかも

しれない。Google がユーザーに広告を出すた

めに利用する情報は、広告設定（https://adss

ettings.google.com/authenticated）からユー

ザー御自身で管理することができる。また、ユ

お客様により最適化した広告を配信する

ために利用者情報を利用。 

 

例えば、お客様のスタンプ等の購入履歴、

よく御利用される弊社サービス、検索履歴等

の情報を利用して広告を配信することがあ

る。 

弊社は、広告やクーポンなどの利用者に表

示するスポンサーコンテンツを選定及びパ

ーソナライズする目的で、利用者に関して弊

社が保有する、利用者の趣味・関心、アクシ

ョン、つながりなどの情報を利用。 

弊社が利用者の個人データを広告主に販

売することはない。また、利用者の明確な許

可を得ずに、利用者を直接特定できる情報

(氏名、メールアドレスまたは他の連絡先情

報など)を広告主と共有することもない。 

その代わり、広告主は自社の広告の配信を

希望するオーディエンスの類型などを弊社

に知らせることができ、弊社は興味を持ちそ

うな人にその広告を配信。 

Yahoo! JAPANは、お客様により適切な広告

を表示するために、お客様から取得した次の

ようなパーソナルデータを利用して広告な

どを配信。 

・Yahoo! JAPAN IDの登録情報（生年月、性

別など） 

・広告配信時に取得する情報（時間帯、おお

まかな現在地、広告が表示されるページ、

広告表示時に検索していたキーワードな

ど） 

・広告配信前に取得した過去の履歴（※） 

①Yahoo! JAPANサービスの利用履歴（過去

に検索したキーワード、閲覧したウェブ

ページや広告、利用したアプリ、購入し

た商品、利用時間帯、地域、デバイスな

ど） 

②広告主やパートナーサイトの利用履歴 

※法令に基づく場合を除き、履歴を蓄積
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 -Apple Newsと"株価” 

・Apple は、個人を特定できる情報は他社と

共有しない。Appleは、Appleと連携して A

ppleの製品およびサービスを提供したり、

マーケティングに協力したり、Apple の代

わりに広告を販売したりする戦略的パート

ナーに、個人を特定しない情報を提供する

義務を負っている。 

・Apple Payの取引や「ヘルスケア」Appのデ

ータに、Apple の広告プラットフォームが

アクセスしたり広告目的に使用したりする

ことはない。 

・Apple は、ユーザーの性的指向、宗教的信

条、又は支持政党に関する情報には関知せ

ず、広告主にも提供しない。 

・App Store又は Apple Newsにデバイスの位

置情報へのアクセスを許可した場合、Appl

e の広告プラットフォームは、App Storeと

Apple News で地理的にターゲットされた

広告を表示するためにデバイスの現在地を

使用することがある。※ユーザーは位置情

報の提供を拒否設定できる。 

・Apple の広告プラットフォームは、個人情

報を使用して、パーソナライズされた広告

を配信する。※ユーザーは「パーソナライ

ズされた広告」をオフにして、Apple に個

人情報を広告ターゲティングに使用させな

いことができる。 

（Appleの広告とプライバシー（https://sup

port.apple.com/ja-jp/HT205223） 

ーザーは広告主からの情報に基づいてパーソ

ナライズ広告を目にすることがあるかもしれ

ない。例えば、広告主のサイトで商品を購入し

たのであれば、広告主はサイトを訪問した情報

を利用し広告を表示することが可能。 

データが広告においてどのように収集、利用

されるのかについては次のリンクより確認で

きる。 

プライバシーポリシー（https://policies.go

ogle.com/privacy?hl=ja#whycollect） 

パーソナライズド広告（https://support.goo

gle.com/adspolicy/answer/143465?p=privpol

_p13nad&visit_id=637545784792993386-26927

30420&rd=1） 

広告が表示される理由（https://support.goo

gle.com/ads/answer/1634057?p=privpol_whya

d&hl=ja&visit_id=637545784792993386-26927

30420&rd=1） 

する期間は次のとおり。 

・分析し、独自の基準で興味関心別に分

類する目的のために蓄積する各種履

歴：最大 180日間 

・お客様が特定のウェブサイトを訪問

された履歴に基づいて広告を配信す

る目的のために蓄積するページ閲覧

履歴：最大 2年 

また、人種、宗教、性的指向、健康状態な

ど、慎重に扱うべき個人に関するデータは利

用しない。 

なお、お客様は広告設定で、広告配信前に

取得した過去の履歴を利用し、お客様の興

味・関心を分析、推知して配信する「行動タ

ーゲティング広告」の有効化/無効化を選択

できる。 

1-5. 利用者のプロファイリング・

セグメント化状況 

・似たような特徴を持つユーザーをグループ

にまとめてセグメントを作成し、これらの

グループを使用してターゲット広告を配信

する。ユーザーの利用者情報は、割り当て

るセグメント及び配信する広告を決定する

ために使用される場合がある。プライバシ

ーを保護するため、ターゲット広告は 5,00

0 人以上のユーザーがターゲット基準に該

当する場合のみ配信される。セグメントに

割り当てるために、次のような情報が使用

される場合がある。 

 -アカウントの情報：Apple IDアカウント

に登録された名前、住所、年齢、性別、デ

バイス。名前（名）や敬称などの情報は、

性別を推測するために使用される場合が

ある。 

 -ダウンロード又は購入した項目とサブス

クリプション：ダウンロードした音楽、映

画、ブック、テレビ番組、Appと、App内

の課金及びサブスクリプション。App Sto

re から特定の App をダウンロードしたこ

とや、App Storeからの特定の App内での

課金（サブスクリプションを含む。）に基

づくターゲティングは、当該 App のデベ

ロッパによる場合のみ許可される。 

 -Apple Newsと“株価”：閲覧した記事のト

ピックやカテゴリのほか、フォロー、登

録、又は通知するように設定している出

版物。 

 -広告：Appleの広告プラットフォームによ

って配信された広告に対する操作。 

・ユーザーは、自身のセグメント情報を確認

可能（Apple の広告とプライバシー（http

s://support.apple.com/ja-jp/HT205223）。 

Google は収集した情報を、パーソナライズ

ド広告に同意するユーザーにおいて、おすすめ

の提供、コンテンツのパーソナライズ化、検索

結果のカスタマイズを含めた Google のユーザ

ーのためのサービスをカスタマイズするため

に利用。セキュリティ診断のツールでは、利用

する Google の製品ごとにセキュリティ設定の

ヒントを提供。 

ユーザーの設定によって、ユーザーは関心に

基づいたパーソナライズド広告を目にするこ

とがある。例えば、｢マウンテンバイク｣と検索

すると、ユーザーは Google から提供された広

告を示すサイトを見るとスポーツ用品の広告

を目にするかもしれない。ユーザーは広告設定

より管理することができる。広告設定のページ

において、ユーザーには次の点が通知されてい

る。｢広告は、Google アカウントに追加された

個人情報、Google のサービスを利用している

広告主から提供されるデータ、Google が推定

した興味 / 関心に基づいて表示されます。｣ 

ユーザーは、人種、宗教、性的指向、健康の

ようなセンシティブな情報に基づいてパーソ

ナライズド広告が表示されることはない。ま

た、名前やメールアドレスのようなユーザーを

個人的に特定する情報をユーザー御本人の求

めがない限り広告主に共有しない。詳細につい

ては、次のリンクより確認できる。 

プライバシーポリシー（https://policies.go

ogle.com/privacy#whycollect） 

パーソナライズド広告（https://support.goo

gle.com/adspolicy/answer/143465?p=privpol

_p13nad&visit_id=637545784792993386-26927

30420&rd=1） 

お客様の御登録情報やサービス利用履歴

等の情報を基に、お客様の興味関心や属性を

推定・分類した上、コンテンツの推薦や広告

配信に利用。 

弊社は保有する情報を、機能とコンテンツ

のパーソナライズ、弊社製品の内外における

利用者へのおすすめの表示を含め、弊社製品

を提供するために利用。 

弊社は、利用者に合わせて関連性の高いパ

ーソナライズ製品を作成するために、利用者

などから取得及び認識したデータに基づく

利用者のつながり、嗜好、関心及びアクティ

ビティを利用。また、利用者の弊社製品の利

用状況並びに弊社製品に対する反応及び利

用者が弊社製品の内外でつながりを持ち関

心を抱いている人、場所、物についても同様

に利用。 

個々のお客様に最適なサービス等を提供

する場合に、Yahoo! JAPAN独自の基準で推定

したお客様の興味関心に関する情報を利用。 

お客様の居住地域、性別、生年月などの情

報や、お客様のサービス等の御利用履歴（検

索キーワード、閲覧されたウェブページ、御

利用になったアプリ、購入された商品など）

を分析して、お客様の興味関心に関する情報

を推定し、コンテンツやサービス等を個々の

お客様に合わせて最適化している。例えば、

Yahoo!ニュースでは過去に閲覧したニュー

ス記事などを分析して関心が高いと推定さ

れる記事を表示し、Yahoo!ショッピングでは

商品の閲覧履歴や購買履歴などを分析して

おすすめ商品情報を表示。 

2. 利用規約・プライバシーポリシー 
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プライバシーポリシー等 

2-1. 利用者情報の取扱いに係る

プライバシーポリシーの内

容、掲載場所 

・Apple プライバシーポリシー（https://ww

w.apple.com/legal/privacy/jp/） 

 -階層構造 

 -PDF 版もあり（https://www.apple.com/l

egal/privacy/pdfs/apple-privacy-polic

y-jp.pdf） 

・Data & Privacy (https://www.apple.com/

jp/legal/privacy/data/) 

 -個々のサービスで取り扱う個人データの

説明 

 -上述の「Appleプライバシーポリシー」の

「Apple がお客様から収集する個人デー

タ」で引用されている。 

・プライバシー 概要（https://www.apple.c

om/jp/privacy/） 

 -ユーザー向けの簡略版。アイコンを使用し

て分かりやすくしている。 

・プライバシー 機能（https://www.apple.c

om/jp/privacy/features/） 

 -Safari やマップ等の Apple のサービスが

備えている、プライバシー保護機能を説

明。 

・プライバシーコントロール（https://www.

apple.com/jp/privacy/control/） 

 -プライバシー設定の方法を説明。なお、掲

載場所については、2-2の回答も参照。 

Google は、大勢の人々が日常的に新しい方

法で世界について知り、世界の人々とコミュニ

ケーションをとることを支援する様々なサー

ビスを開発。Google のプライバシーポリシー

について、できるだけ分かりやすくお伝えでき

るよう、具体例、説明動画、主な用語の定義を

提示。詳細については、次のリンクより確認で

きる。 

プライバシーポリシー（https://policies.

google.com/privacy#whycollect） 

利用者情報の取扱いを定めたプライバシ

ーポリシーを策定・公表。 

プライバシーポリシーには、取得する情

報、利用目的、情報を第三者提供する場面及

びお客様の権利等を規定（https://line.me/

ja/terms/policy/）。 

また、プライバシーポリシーの内容などを

分かりやすく説明するための「プライバシー

センター」を開設・公表（https://linecorp.

com/ja/privacy/）。 

弊社 Web サイト又は LINE アプリ内から LI

NE プライバシーポリシーの内容を確認する

ことが可能。 

個別サービス・機能等において別途のポリ

シー・規約を策定・公表している場合もある。 

弊社のデータポリシーにおいて、弊社製品

（Facebook、Instagram、Messengerその他）

を運営するに当たって使用する情報につい

て、「弊社が取得する情報の種類」、「弊社が取

得した情報の利用目的」、「情報の共有方法」、

「ポリシー変更の際の通知方法」等の項目に

より説明。 

詳しくは、次のリンクを御覧いただきたい

（https://www.facebook.com/privacy/expl

anation） 

弊社においては、お客様との契約の具体的

内容となる文書である利用規約の中で、プラ

イバシーポリシーを規定（https://about.ya

hoo.co.jp/common/terms/chapter1/#cf2n

d）。これは、プライバシーポリシーがお客様

との約束であり、その内容が弊社の債務にな

るとの位置づけを明確にするもの。内容は次

のとおり。 

※なお、このプライバシーポリシーについ

て、お客様にとってより分かりやすく情報提

供することを目的として、弊社ではプライバ

シーセンターというページを用意しており、

同センターにおいて、パーソナルデータの取

得、パーソナルデータの活用、およびパーソ

ナルデータの連携について、それぞれ詳細を

説明（https://privacy.yahoo.co.jp/）。ま

た、過去のプライバシーポリシーは、プライ

バシーポリシー末尾の改定履歴から閲覧す

ることが可能。 

2-2. サービス利用開始前の利用

者への示し方、通知/同意取

得の方法（導線等） 

・本プライバシーポリシーに加えて、お客様

の個人情報の使用を必要とする製品及び特

定の機能については、データとプライバシ

ー情報を埋め込む形で提供している。この

製品固有の情報は、データとプライバシー

のアイコンと一緒に表示される。 

・該当の機能を有効にする前には、こうした

製品固有の情報を確認する機会が設けられ

る。また、この情報は、該当の機能に関連

する「設定」や、オンライン(https://ww

w.apple.com/jp/legal/privacy/)でいつで

も確認することが可能。 

・ユーザーが Googleアカウントを作成する

際、プライバシーポリシーへのリンクとプ

ライバシーに関する選択肢及びアカウント

作成の流れ自体に関する明確な説明が示さ

れる。ユーザーはアカウント作成後いつで

もプライバシーポリシーにアクセスした

り、設定を変更することが可能。 

・アカウント設定の流れには、プライバシー

ポリシーの概要も含まれる。したがって、

新たなアカウントを作成するすべてのユー

ザーがプライバシーポリシーの概要を閲覧

することとなる。この方法は、プライバシ

ー監視機関（ICO）を含むデータ保護当局と

の協議を経て採用。 

・アカウント作成の流れの最後に、ユーザー

は、利用規約への同意を示すボックスとは

別の、｢上述の[すなわち、ユーザーが選択

した設定による]ユーザー情報の処理｣に対

する同意を示すチェックボックスにチェッ

クすることを求められ、アカウント作成プ

ロセス終了前にさらにプライバシーポリシ

ーの説明が示される。 

・アカウント作成時には、ユーザーにいくつ

かのプライバシー設定が提示され、特定の

処理について説明されるとともに、パーソ

ナライズド広告への同意など、ユーザーが

選択をおこなう機会が提供される。 

LINEアカウント開設時に利用規約とプラ

イバシーポリシーを掲載し、お客様に同意

いただいた上、アカウントを開設すること

としている。 

また、弊社 Webサイト又は LINEアプリ内

からプライバシーポリシーの内容を確認す

ることが可能。 

弊社は、弊社のサービスの利用者が自ら

の個人データがどのように利用されている

かに関する十分な情報を確実に受領し、ま

た、弊社と共有する情報を精査及び管理す

るための権限を確実に付与されるようにす

るための多くの方法を利用。これにより、

利用者は、弊社のサービスへの登録及びエ

ンゲージメントの選択において、十分な情

報に基づいた意思決定が可能。 

弊社による個人データの収集及び利用に

関するすべての利用者への十分な通知を担

保するために、利用者になるかもしれない

人には全て、最初の登録前に弊社のデータ

に関するポリシーが提示。利用者は、登録

時に、関連するサービス利用規約、データ

に関するポリシー及び Cookieに関するポリ

シーを確認及び同意するよう求められる。

登録が完了した利用者は、ほぼすべての Fac

ebookのサービスウェブページから、Instag

ramウェブサイト並びに Facebookのサービ

ス及び Instagram上のアプリ内メニュー経

由で、データに関するポリシーへ容易にア

クセス可能。 

 

〇Yahoo! JAPAN ID取得時の導線 

Yahoo! JAPAN ID取得時に掲出される約

款に利用規約（プライバシーポリシーを

含む）が含まれており、これらに承諾い

ただいた上で ID登録いただいている。 

〇サービス利用時の導線 

約款としてサービス御利用時に同意いた

だいている。掲出場所はサービスにより異

なるが、サイト下部（フッタ部分）やアプ

リ設定において利用規約（プライバシーポ

リシーを含む。）及びプライバシーセンタ

ーへのリンクを掲出。 

2-3. 変更に際しての通知/同意取

得の方法 

・重大な変更があった場合、変更の少なくと

も 1週間前までにプライバシーポリシーが

掲載されているサイトに通知を公開し、ユ

ーザーのデータを Appleが保有している場

合は変更について直接連絡する（Apple 

プライバシーポリシー（https://www.appl

e.com/legal/privacy/jp/）の「プライバ

シーに関するご質問」）。 

Googleでは、プライバシーポリシーに記載

しているとおり、ユーザーへの変更通知を状

況に応じて様々な方法で実施。Googleは、最

終更新日時を常に表示し、旧バージョンもユ

ーザーが参照できるようにアーカイブに保

存。一部のサービスについてはメールでお知

らせするなど、重要な変更についてはより明

確な方法で告知。Google はプライバシーポリ

シーを遵守することを重く捉え、ユーザーに

よる明示的な同意なくポリシーに基づくユー

ザーの権利を縮小することはない。 

重要な変更に当たっては、アプリ内のバ

ナー表示やアプリ内の通知機能、SNSを利用

する等して周知を図っている。 

また、必要に応じてアプリ起動時にポッ

プアップ表示をしてお客様から変更したプ

ライバシーポリシーへの同意を取得する場

合がある。 

データポリシーに変更を加える場合、弊

社は事前に利用者へ通知し、利用者が改訂

後のポリシーを確認し、今後製品の利用を

続けるかどうかを検討できる機会を設け

る。 

重要なプライバシーポリシー等の改定に

あたっては、アプリにおけるプッシュ通知

に加え、全ユーザーへのメール送信など、

確実に本人に通知できる方法を採用。 
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2-4. 利用開始後（最初の同意・通

知後）における、定期的な通

知等の工夫 

・該当の機能を有効にする前には、こうした

製品固有の情報を確認する機会が設けられ

る。また、この情報 は、該当の機能に関連

する「設定」や、オンライン(https://www.

apple.com/jp/legal/privacy/)でいつでも

確認することが可能。 

Google は、Google アカウントに保存される

情報を管理し、プライバシーとセキュリティの

設定を見直し、かつ、自身の意向に合わせて調

整することを、ユーザーに推奨している。アカ

ウントの作成の最後の段階において、ユーザー

は、アカウントのカスタム設定に関する通知を

受け取りたいかどうかに関して、チェックボッ

クスで選択することが可能。また、Googleは、

ヘルプページや、サイバーセキュリティ月間や

セーファーインターネットデー等に合わせた

取組などを通じて、ユーザーへの周知を実施。 

2-3 の回答のとおり、重要な変更があった

場合にはお客様に分かりやすい方法での周

知を図っている。 

今後もよりお客様に分かりやすい形で変

更をお知らせできるよう努めてまいる。 

弊社は、利用者に対してプライバシー関連

の設定に関する情報を提供し、利用者が自ら

のプライバシー関連の設定を管理するのを

支援するための様々な啓発ツール及び機能

を利用。Facebookのサービスの実例は次のと

おり。 

 

・プライバシーツアー： 

 新規及び既存利用者は、自らの情報がど

のように共有されるかを管理するために、

自らが使用することのできる機能及び設

定を段階的に学べるツアーに参加するこ

とが可能。新たな利用者は全員、プライバ

シーツアーに参加するよう促される。 

・ヘルプセンター： 

 弊社は、広範囲にわたるトピックを検索

可能なヘルプセンターを公開。ここでは、

弊社のサービスの流れや利用者による管

理に関する詳細情報が提供されている。 

・アカウント設定： 

 全ての利用者は、「設定とプライバシー」

内の「設定」からプライバシー関連の設定

及び管理に容易にアクセスすることが可

能。 

・プライバシー設定の確認： 

 プライバシー設定の確認ツールでは、利

用者はデータ共有範囲に関する自身の選

択を確認することが可能。このツールは利

用者の重要なプライバシー関連の設定に

関するリマインダーの役割を果たし、利用

者に自身が選択した内容を維持するか又

は更新するかについて評価するよう促す。 

・全体公開投稿リマインダー： 

利用者が友達のみとの共有ではなくコン

テンツを一般公開する意図があるかを確

認するために、弊社は、利用者がンテンツ

を一般公開するという選択を行う前に、短

い通知を利用者に送る。 

・Facebookヒント： 

さらに、弊社は、利用者に対して、ヒン

トを通じて Facebook のサービス上での管

理の活用や個人情報の保護に関する啓発

を定期的に実施。ヒントは利用者のフィー

ドに表示され、世界中の利用者が自身に合

ったかたちで Facebook のサービスを利用

できるようにするためにパーソナライズ

されるものとして製品内に組み込まれて

いるものである。ヒントは利用者のアカウ

ントを安全に保つ方法から Facebook のサ

ービス上での個人情報の管理及び保護、そ

して友達との交流の新たな方法まで広範

なトピックを扱っている。 

●プライバシーセンター： 

 最近、新しいグローバルなプライバシー

センターの立ち上げを発表。プライバシー

センターは、弊社のアプリやテクノロジー

におけるプライバシーに対する弊社のア

プローチについて、利用者の皆様に知って

いただくための、使いやすく、集中的な教

育ハブである。プライバシーセンターで

は、利用者情報の収集と使用に関する弊社

のアプローチについて、最新で透明性の高

い、理解しやすい情報を提供。プライバシ

ーセンターには、共有、セキュリティ、デ

ータ収集、データ使用、広告という 5つの

直近では 2021 年 9 月、プライバシーセン

ターのリニューアルをお知らせする電子メ

ールにおいて、お客様のプライバシー設定の

確認のお願いを実施。 

引き続き、お客様のデータの取り扱いに関

する設定について、御確認をお願いするため

の電子メールを定期的に送信することなど

の取組を継続していく予定。 
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共通のプライバシートピックに関するモ

ジュール、利用者のプライバシーオプショ

ンとプライバシーツールに関する教育及

びプライバシーの更新に関する内容が含

まれている。また、利用者がすぐに行動を

起こせるように、関連する規約やポリシー

などの資料や、関連するプライバシー設定

へのダイレクトリンクも提供している。 

透明性確保のための工夫 

2-5. 利用者情報の取扱いを分か

りやすくするための考え方、

工夫や対処（利用者への働き

かけや情報提供、ユーザーテ

ストの実施等） 

・2-1の回答のとおり、Appleプライバシーポ

リシーに加えて、「プライバシー 概要」「プ

ライバシー 機能」「プライバシーコントロ

ール」等を掲載。 

・データとプライバシーのアイコンについて

は、2-2を参照。 

・ユーザーの理解を高めるため、Google のプ

ライバシーポリシーでは、画像やアニメーシ

ョン動画及び主要なコンセプトを分かりや

すくハイライトした説明を実施。 

・Googleは、プライバシーとセキュリティの設

定を確認及び調整し、自動削除などのツール

を利用することなど、ユーザー御自身が Go

ogle アカウントに保存されている情報を管

理されることを推奨。 

・Googleは、ユーザーに対してヘルプページや

セーファーインターネットデーなどに合わ

せた取組を通じて、これらをお伝えしてい

る。 

お客様に対してプライバシーに関する意

識調査を実施した上、利用者情報の取扱いに

ついての懸念を把握し、プライバシーポリシ

ーを読みづらいと感じる理由等を把握する

ことで、データに基づいた効果的な対策を実

施できるように努めている。 

自分の個人情報を理解し、管理できるよう

にするためには、関連するデータ取扱い方法

について利用者に通知することが不可欠で

ある。しかし、その通知は意味のあるもので

なければ効果的であるとは言えない。日本人

が日々接する組織やサービスの数が多いこ

とを考えると、「通知疲れ」を起こさずに十分

な情報を提供するにはどうすれば良いか、と

いう点が課題となる。利用者は情報を得る必

要があるが、単に伝える情報の量を増やすだ

けでは十分ではない。弊社としては、事業者

に対して長くて複雑な、あるいは法律用語を

多用した事前の通知するよう求める事細か

なルールを適用することは、消費者の利益に

ならないと考えている。むしろ事業者は、

人々に情報を提供すると同時に、人々が自分

にとって意味のあるプライバシーの選択が

できるようにする新しい方法を見つける必

要がある。 

その出発点として、「人」に焦点を当て、プ

ライバシー情報をどのように理解し、異なる

タイプのプライバシー通知とどのように関

わり合いを持って行くのかを考えることが

重要である。プライバシーに関する効果的な

コミュニケーションとは、デジタルサービス

を利用する人々の多様性や、コネクテッドデ

バイスや人工知能などの進化するテクノロ

ジーを人々がどのように理解し、どのように

作用するかを認識し、それに合わせて設計す

ることでもある。「人」を中心に据えることに

よってのみ、利用者とのコミュニケーション

のためのより良いアプローチを開発するこ

とが可能。要するに、プライバシーに関する

通知をデザインしたり、プライバシーについ

て利用者とコミュニケーションをとるのに、

画一的なアプローチはないということであ

る。むしろ、様々なコンテクスト、利用者、

サービスを考慮した上で、最適なソリューシ

ョンを提供する必要がある。 

弊社は、2020年 7月にホワイトペーパー「C

ommunicating About Privacy」を発表して以

来、消費者にプライバシーに関する情報を提

示するためのより良いアプローチを模索す

るために、世界中のステークホルダーと協議

を重ねながら、この課題を深く追求してき

た。ホワイトペーパーでは、自分の情報がど

のように使用されているかを人々に知らせ

るための、最良と思われるデザイン手法を幅

広く紹介している。その中で明らかになった

のは、すべての消費者にとって有効な、唯一

の「正しい」プライバシー通知の方法はない

ということである（https://about.fb.com/w

p-content/uploads/2020/07/Privacy-Trans

parency-White-Paper.pdf）。 

 

他の多くの事業者と同様に、弊社もすで

プライバシーポリシーにおいてお客様に

弊社のパーソナルデータの取扱いについて

のすべてを分かりやすく説明することは困

難であることから、図表等を用いてその詳細

を分かりやすく説明した「プライバシーセン

ター」を御用意し、パーソナルデータの取得、

パーソナルデータの活用、パーソナルデータ

の連携について、それぞれ詳細を説明し、

様々なフィードバックを得て定期的に更新。 

利用目的については、プライバシーポリシ

ーおよびプライバシーセンターのトップペ

ージに利用目的を掲げた上で、その利用目的

の詳細については、プライバシーセンター内

の「パーソナルデータの活用」のページにお

いて説明。さらに、パーソナルデータの活用

のページでは、「広告の表示」等、利用の具体

例として 15 の項目を掲げ、その項目ごとに

どのようなデータを利用しているのか説明。 

このようなプライバシーポリシー及びプ

ライバシーセンターの内容や、同意取得にあ

たってのお客様への情報提供の在り方につ

いては、法務部門が事業部門と調整の上判断

し、お客様のプライバシーに与え得る影響等

に応じて、さらにデータ・ディレクター（DD）

会で検討した上で、チーフ・データ・オフィ

サー（CDO）が責任者として決裁する仕組みを

導入。 

さらに、これらのガバナンスシステムが適

切に機能していることを社内のデータ利用

等に通じた者が同様に第三者的な立場から

監視・評価するための仕組みとして、データ・

プロテクション・オフィサー（DPO）を設置し

ております。 

また、上述のガバナンスシステムが適切に

機能することを担保するための取組として、

プライバシー影響評価（PIA）の試験運用を始

めており、本格運用を目指して取組を進めて

いる。 

加えて、第三者から監視・評価を受けるた

めの仕組みとして、親会社である Zホールデ

ィングス株式会社において外部の多様な専

門家により構成されるアドバイザリーボー

ト（ユーザー目線を踏まえたプライバシーに

関する有識者会議）を組織している。 
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に、消費者がより詳細な情報を見つけられる

ようにリンクを貼ったり、階層状のプライバ

シー通知を採用。しかし、階層化された通知

をナビゲートすることは複雑であると批判

する声もある。事業者は、提供する情報が多

すぎると批判される一方で、少なすぎるとも

批判され、板挟みにあっている。これは、何

らかの規律によって、通知の基準やデザイン

を一つに規定しようとすることの限界を示

している。 

法的枠組みは、様々な状況で適切なデザイ

ンを可能にし、実際にそれを奨励するための

十分な柔軟性を提供する必要がある。すべて

の事業者及び利用者にとって唯一の解決策

がないことを考えると、規制の課題は、1 つ

のアプローチを義務づけることなく、また利

用者が読みそうもない長くて内容が凝縮し

た事前通知を奨励することなく、どのように

して企業に高い基準の要求を課すかという

ことである。弊社は、検討の指針となる重要

な原則がいくつかあると考えている。 

すなわち、企業は、長々とした事前通知を

示すべきではなく、また、消費者と企業との

関係が開始する時に潜在的に関連する情報

のすべてが、一度にすべて消費者に提供され

る必要もない。このようなアプローチは、そ

の時点では消費者に関係のない可能性のあ

る多くの情報を消費者に過剰に提供する危

険性がある。長い通知は、消費者が自分のプ

ライバシーについて熟慮して決定するのに

役立たない。むしろ、消費者と事業者との関

係の中で、文脈の中で、また時間をかけてプ

ライバシー情報を提供することに重点を置

くべきである。 

また、ホワイトペーパーでは、より質の高

い通知の開発を促進するために、業界と規制

当局が協力して通知の基準を策定すること

や、説明責任の手段を再設計して、単に結果

だけではなく、適切なプライバシー設計プロ

セスの遵守を求めることなどの提案も行っ

ている。弊社は、この分野での先進的な考え

方に貢献する役割を果たしたいと考えてい

る。 

また弊社では、プライバシー保護の取組を

詳細に説明したデータポリシーや、2-4 の回

答で述べたデータプライバシー保護の取り

組みを人々に伝える方法を数多く用意して

いる。 

・ニュースルームのプライバシーに関するセ

クションで、プライバシーにどのように対

処したかについて、特定の機能または論点

を踏まえた上で、より詳細な情報を提供

し、人々とコミュニケーションをとってい

る。 

・また、弊社のデータ処理活動や、利用者の

データをどのように利用しているかにつ

いて、より良く理解してもらうために、プ

ロダクト内での通知や文脈を踏まえなが

ら説明するページを通じて、弊社のプライ

バシー管理に関する情報を提供すること

もある。 

・さらに、ヘルプセンター及びプライバシー

センター（2-4の回答を参照）を利用して、

弊社のプライバシー慣行に関して利用者

が抱く可能性のある質問に対する回答を



118 
 

提供。 

・プライバシーや個人情報の取扱いに関する

利用者からの問い合わせに対応するため

の専門チームを設置。 

2-6. 同意取得/通知に際しての、

利用規約やプライバシーポ

リシーを理解しやすくする

ための工夫 

（階層的アプローチ、ダッシ

ュボード、ジャストインタイ

ム、アイコン、モバイル及び

スマートデバイスの特徴の

利用等） 

・2-1の回答のとおり、Appleプライバシーポ

リシーで階層的アプローチ、2-2 の回答の

とおりデータとプライバシーのアイコンを

採用。 

・2-1の回答のとおり、「プライバシーコント

ロール」でプライバシー設定の方法を説明。 

・データとプライバシーのページ（https://

privacy.apple.com/）を用意（「プライバシ

ーコントロール」のページにもリンクあ

り）。次のことが可能。 

 -Apple IDに紐付けて Appleに保管されて

いるデータのコピーの取得 

 -ユーザー自身の Apple IDを一時的に無効

化する。 

 -ユーザー自身の Apple IDを削除し、当該

ID に関連づけられているデータを削除

する。 

 -個人データの訂正を申請する。 

・ユーザーは、「iPhone 解析を共有」するか

否かを選べる。ONにすると、毎日自動的に

送信するようになる（Apple に保管する個

人情報の把握と管理: https://support.ap

ple.com/ja-jp/HT208501）（デバイス解析と

プライバシー: https://support.apple.co

m/ja-jp/HT210682）。 

Google は、有識者や規制当局に対し Google

の説明責任を果たすために、Google のデータ

慣行を包括的かつ正確に記載する必要性との

バランスを取りながら、ユーザーの関心を最大

限に高めるプライバシーポリシーの作成に多

大な資源を投入してきた。また、Googleは、プ

ライバシーポリシーの範囲外でも、ユーザーが

自分の選択がプライバシーに与える影響を理

解できるように、Google 製品上で直接設定す

る機能を追加することで、プライバシーに関す

るユーザーの関心を高める方法を模索してい

る。 

 

ユーザーのエンゲージメントに影響を与え

る Google のプライバシーポリシーの項目のう

ち、2018 年のプライバシーポリシーの最新版

を設計する際に Google が考慮した要素は次の

とおり。 

・ナビゲーションのしやすさ： 

Google は、明確な見出し、簡単なナビゲ

ーション、オーバーレイなど、ユーザーが探

しているものを見つけやすくするために、プ

ライバシーポリシーを再設計・再編成した。 

・分かりやすさ： 

Google は、プライバシーポリシーに、よ

り明確な表現と詳細な説明を導入。また、説

明用の動画や図を追加し、文字による説明に

加えて、よりわかりやすい視覚的な情報を提

供。 

・透明性と管理：Googleは、ユーザーがプライ

バシーポリシーを読んだ際に、すぐユーザー

がプライバシー設定を変更できるように設

定に直接アクセスできるリンクを提供する

ことで、設定変更を容易にした。 

プライバシーポリシーの内容などを分か

りやすく説明するための「プライバシーセン

ター」を開設・公表。 

また、プライバシーポリシーについては、

できる限り各項目の冒頭に当該項目の概要

を記載するようにしている。例えば、プライ

バシーポリシーの「取得するパーソナルデー

タ」や「パーソナルデータの利用目的」の冒

頭に当該項目の概要を説明した後、詳細内容

を説明するようにしている。 

なお、個別機能・サービスにおいて別途ポ

ップアップで説明等を行う場合もある。 

弊社は日々新しいプライバシー管理機能

の開発や、利用者に分かりやすい設計に取り

組んでいる。そのための研究に注力し、社外

のデザイナー、開発者、プライバシー専門家、

規制当局などとも協力していく。 

上述のとおり、2020年 7月、弊社は、事業

者はプライバシー設計の決定において「人」

を中心に据えることで、プライバシー情報を

よりよく伝える必要性を強調したホワイト

ペーパー（同上）を発表。うまくいけば、リ

テラシーレベルやテクノロジーへの精通度

にかかわらず、すべての人が、自分のデータ

をいつ、どのように共有するかについて、十

分な情報を得た上で選択できるようになる。

しかし、データとプライバシーに関する選択

を人々に理解してもらうという課題は、個々

の事業者だけによっても、一方で、政府だけ

でもまた、解決できないことである。そのた

め、ホワイトペーパーでは、事業者、政策立

案者、その他の専門家が協力し合うことの重

要性も強調している。 

弊社が設立し支援する業界横断的な取組

である TTCラボを通じて、私たちは様々な専

門家や企業と協力し、データやプライバシー

の選択について人々により良く知らせるた

めのクリエイティブなデザインソリューシ

ョンを開発している（https://www.ttclabs.

net/） 

 

弊社は長年にわたり、プライバシー情報を

利用者と共有するための新しい方法を常に

模索してきた。例えば、データポリシーのデ

ザインを変更し、より読みやすく、透明性高

く、適切なものにしたり、「プライバシー設定

の確認」のような製品内プロンプトの追加を

行ったり、さらには「この広告が表示されて

いる理由」や「Facebook外のアクティビティ」

などの機能を展開。 

2-5 の回答のとおり、プライバシーポリシ

ーにおいてお客様に弊社のパーソナルデー

タの取扱いについてのすべてを分かりやす

く説明することは困難であることから、図表

等を用いてその詳細を分かりやすく説明し

た「プライバシーセンター」を用意し、パー

ソナルデータの取得、パーソナルデータの活

用、パーソナルデータの連携について、それ

ぞれ詳細を説明。 

2021 年 9 月にはこのプライバシーセンタ

ーをリニューアルし（https://about.yahoo.

co.jp/pr/release/2021/09/09b/）、できる限

り説明を段階的に表示することで一度に表

示する文量を減らし、アニメーションも交え

て説明するなど、アクセシビリティを向上

し、一層分かりやすく、目を通したくなるよ

うなページになるようにしている。 

また、お客様の情報に関する設定を一ヶ所

に集約し、「プライバシー・メール配信設定」

として提供。 

加えて、同意取得や重要な通知に際しては

ポップアップを利用するなどしてお客様が

必ず目にするよう工夫している。 

オプトアウト 

2-7. 利用者情報の提供を希望し

ない意思を示すオプトアウ

トの設置状況（方法、対象範

囲等含む） 

・1-1、1-4の回答のとおり、ユーザーは位置

情報の提供を拒否設定することができる。 

・1-4 の回答のとおり、ユーザーはパーソナ

ライズされた広告への個人情報の利用につ

いて拒否設定することができる。 

・ユーザーは、iPhone解析情報（ハードウェ

アおよびオペレーションシステムの仕様に

関する詳細、パフォーマンスの統計情報、

および各デバイスと Appの使用状況（個人

が特定されることはありません））の提供を

拒否設定できる（デバイス解析とプライバ

シー: https://support.apple.com/ja-jp/

HT210682）。 

ユーザーは、Google アカウントを作成する

際に、Google と共有する情報を選択すること

が可能。同時に、アカウント、プライバシー、

セキュリティに関するいくつかの重要な設定

管理項目が提示。アカウント作成後も、ユーザ

ーは、https://myaccount.google.com/ にある

 Google アカウントの一括管理用ダッシュボ

ードを通じて、いつでも Google アカウント設

定を確認し変更することが可能。このツール

は、デスクトップ及びモバイルのデバイス上の

あらゆるブラウザを通じて使用できる。 

 

Google のユーザーはアカウント ダッシュ

ボードにアクセスして、特定の設定ボタンを 

ON 又は OFF にすることが可能（オプトアウト

とオプトイン）。例えば、ロケーション履歴は、

ユーザーがサインインしたデバイスを持って

訪れた場所に関する情報を Google アカウント

上に保存。これは、位置情報を収集し保存する

特定の方法であり、位置情報は、Google マッ

プ、フォト、検索を含む、Google の製品とサ

ービスを使うにあたってユーザーに様々な利

利用者情報の第三者提供（連携）や位置情

報の取得等についてオプトアウトの機能を

用意し、お客様が連携や情報提供を停止でき

る手段を提供。 

弊社が提供するサービスの利用に際して

利用者が提供を求められる情報は、氏名、メ

ールアドレス又は電話番号、性別、生年月日

のみである。Instagram の利用に際して利用

者が提供を求められる情報は、メールアドレ

ス又は電話番号、及び生年月日のみである。

また、利用者は、自らの選択により、自身の

住所、言語、学歴、仕事、趣味及び好きな映

画や本、音楽に関する情報等、プロフィール

の追加情報を弊社に提供することも可能。こ

の追加情報の提供は完全に利用者の任意で、

これらの追加情報を提供しなくて利用者は

弊社のサービスを利用し続けることが可能。 

利用者がより自身のプライバシーを管理

することができるように、弊社は既存の管理

方法を改善し、新しい管理方法を構築してき

た。 

設定や管理するためのページを見つけや

すくするために、「設定」メニューを再設計し

た。ダッシュボードを通じて、利用者はプラ

イバシー設定、セキュリティとログイン情

報、広告設定、その他の設定にアクセスし、

Yahoo! JAPAN IDの「登録情報」において、

プライバシー・メール配信設定画面を設置。 

ここでは、「各アプリケーションでのデー

タ利用において、外部アプリケーションのデ

ータ利用について、「グループ企業へのデー

タ連携設定」において、グループ企業へのデ

ータ連携について、「外部企業へのデータ提

供設定」において、個別の外部企業へのデー

タ提供について、それぞれオプトアウトが可

能。 

上述の設定については、プライバシーセン

ターの「プライバシー設定」においても御案

内 
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点をもたらしている。 

ユーザーは、これらをいつでも無効にでき

（オプトアウト）、無効にした後も、Google マ

ップ、フォト、検索を含む Google の製品やサ

ービスを使い続けることが可能。 

変更することが可能。 

Facebook外のアクティビティでは、利用者

がウェブサイトやアプリを利用した際に弊

社が受け取った情報を確認し、その情報をア

カウントから消去したり、今後弊社がアカウ

ントに関連付けた情報を保存する機能をオ

フにすることができるツールも用意されて

いる。 

「広告表示の設定」では、広告の仕組みや

広告に関するすべての設定をまとめて確認

できる。 

また、広告コンテンツをより調整しやすく

するために、Ad Topicsと Interest Categor

iesを Ad Topics Controlに統合し、1つの

サーフェイスで広告コンテンツを調整でき

るようにした。統合された Ad Topics Contr

ol は、より広範な広告トピックをカバーし、

トピックの透明性と制御機能を拡張してい

る。 「広告トピックを管理」では、引き続き

利用者に選択したトピックに係る広告の表

示を減らす機能を提供し、利用者が関連付け

られた場合、対応するターゲティングセグメ

ントから削除し、広告配信において選択した

トピックに関連する広告コンテンツをフィ

ルタリングすることを目的としている。これ

らの機能により、利用者は広告体験に対する

主体性を持つことが可能。 

また、日本を含め、定期的に利用者にプラ

イバシー設定の見直しを促している。 

2-8. オプトアウトをした場合の

サービス利用継続の可否 

・2-7の回答のオプトアウトを行ってもサー

ビス利用継続可。 

お客様が他社のアプリとの連携を解除し

た場合や位置情報の取得をオプトアウトし

た場合であっても LINEアプリの利用は継続

可能。 

2-7の回答参照。 お客様がオプトアウトした場合であって

も各サービスの利用継続は可能。 

また、行動ターゲティング広告を拒否し

た場合でも、広告の精度が悪くなる以外に

お客様に不利益が生じることはない。 

2-9. 利用者情報の提供について

個別に選択できるダッシュ

ボード等の設置状況（方法、

対象範囲等含む） 

・2-6 の回答のとおり、データとプライバシ

ーのページがある。 

・2-7の回答のオプトアウトを、iPhoneや Ma

c などデバイスから設定可能。 

 -iPhone等：「設定」＞「プライバシー」 

 -Mac：「システム環境設定」＞「セキュリテ

ィとプライバシー」＞「プライバシー」 

お客様が LINE アプリにおける利用者情報

を連携している他社のアプリについては、LI

NE アプリ内で連携中の他社アプリが一覧表

示される画面を提供しており、当該画面内か

ら連携解除が可能。 

弊社は、利用者が弊社の提供するサービス

での体験をカスタマイズして管理するため

の一連のツールや機能を提供。 

「この広告が表示される理由」ツールによ

り、利用者は広告主のパーソナライズにマッ

チした要素を理解し、今後このデータがどの

ように使用されるかを管理することが可能。

このツールは、例えば、Facebook上のどの広

告からでも、右上の 3つの点をクリックする

ことでアクセスでき、これまでに数百万人の

日本人に利用されてきた。「この広告が表示

される理由」から、利用者は簡単に広告設定

にアクセスし、調整することが可能（2-7 の

回答参照）。 

広告コントロールツールは、広告のパーソ

ナライゼーションに特定の種類のデータが

使用されないようにするなど、パーソナライ

ズ広告の配信に特定の種類のデータがどの

ように使用されるかについて、利用者が具体

的かつ細かな調整を行えるようにしている。 

 

2020年、弊社は「Facebook外のアクティビ

ティ」機能という、かつてなかった機能を導

入。この機能により、利用者は事業者や組織

が自社アプリ又はウェブサイトの訪問、コン

テンツの閲覧、及びショッピングカートへの

アイテムの追加などの利用者のインタラク

ションに関して弊社と共有しているアクテ

ィビティの概要の確認や、各自の Facebookの

アカウントと当該アクティビティとの関連

づけを解除することが可能。 

2-7の回答のとおり、Yahoo! JAPAN IDの

「登録情報」において、プライバシー・メー

ル配信設定画面を設置しており、お客様はい

つでも設定変更が可能。 
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2-10. オプトアウトに関する通知

事項、導線 

・2-7〜2-9の回答参照 Google では、詳細なプライバシーポリシー

を作成・公表しており、ユーザーのデータの取

扱い方法や、Google のプロダクト及びサービ

スにおいてユーザーのデータとプライバシー

を保護するために Google が講じている対策を

ユーザーにお知らせしている。 

 

Google は、Google が収集する情報の種類、

データを収集する理由、ユーザーが自身の情報

を更新、管理、ダウンロード及び削除できる方

法をユーザーが理解しやすいように、利用しや

すいオンラインのリソース、説明手段、及び動

画を開発している。Googleが、safety.google

/privacy/data 等のリソースを開発した理由

は、ユーザーの情報は保護されており、適切に

管理されていることをユーザーに御理解いた

だきたいからである。さらに、できるだけ分か

りやすくお伝えできるように、具体例、説明動

画及び主な用語の定義も追加して、ユーザーが

Google の情報の取扱いに関するプラクティス

にアクセスできるようにしている。 

 

Googleでは、ユーザー自身のデータの閲覧・

削除を容易にしている。ユーザーが、どのデー

タを保存し、共有し、又は削除するかについて、

情報を得た上で選択できるように、Google が

収集するデータの種類及びデータを収集する

理由を理解しやすいようにしている。例えば、

ユーザーは、自身の Google アカウントのダッ

シュボートにアクセスして、利用している Goo

gleのプロダクト及び保存しているデータの概

要を見ることができる。また、｢マイ アクティ

ビティ｣を使えば、ユーザーは自身の Googleア

カウントから直接データを見たり削除したり

することが容易に行える。特に検索について

は、ユーザーに対して、検索履歴を閲覧又は削

除できる方法をわかりやすく説明している。 

 

Google は、Chrome の Incognito モード、検

索、YouTube、マップ等のプライバシー保護機

能に加えて、プライバシー診断ツールも開発し

て、ユーザーが Google アカウントに保存され

るデータの種類をわずかな時間で選択できる

ようにした。ユーザーは、これらの設定を希望

するだけ何度でも変更することが可能。 

 

・ユーザーはいつでも、Googleアカウントに保

存されたデータの概要を表示（https://mya

ccount.google.com/dashboard）し、データ

をダウンロードすることが可能。 

・Google アカウントに一定期間保存されたア

クティビティを自動的に削除（https://sup

port.google.com/accounts/answer/465#aut

o-delete）するように選択可能。また、いつ

でも手動でアクティビティを削除（https:/

/support.google.com/accounts/answer/46

5）可能。 

・Googleが使用する匿名化手法（https://pol

icies.google.com/technologies/anonymiza

tion）により、個人に関連づけられないデー

タが作成される。 

最後に、Google がプライバシーポリシーに

記載していない目的のためにユーザーの情報

を使用する場合は、事前にユーザーの同意を求

める。 

ターゲティング広告については、オプトア

ウトの機能について説明するページを用意

し、当該ページの記載内容に沿ってお客様が

オプトアウトを行うことができるようにし

ている。 

また、LINEアプリの「設定」内に利用者情

報の第三者提供（連携）や位置情報の取得に

関するオプトアウトの機能と説明ページ等

を用意し、お客様がオプトアウトを行うこと

ができるようにしている。 

なお、LINEプライバシーポリシーの「パー

ソナルデータに対するお客様の選択肢」にお

いて、オプトアウトの機能を用意しているこ

とや、その具体例を記載。 

2-7の回答参照。 

利用者は、「設定とプライバシー」から、プ

ライバシー設定、セキュリティ及びログイン

に係る情報、広告の表示の設定、その他の設

定にアクセスし、変更することが可能。また、

ヘルプセンターでは、プライバシー設定やツ

ールについての分かりやすい説明や、よくあ

る質問に対する回答などを提供。 

Yahoo! JAPAN IDの「登録情報」において、

プライバシー・メール配信設定画面を設置し

ており、お客様はいつでも設定変更が可能と

なっているほか、プライバシーセンターのト

ップ画面から「プライバシーの設定」へ遷移

することが可能。 
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データポータビリティ 

2-11. データポータビリティに関

する取組（データポーテビリ

ティーを求める方法、対象範

囲） 

・データとプライバシーのページで、「データ

のコピーをリクエスト」をクリックすると、

当該ユーザーが Appleに保存しているデー

タのコピーをリクエストすることが可能。 

・Google Takeout は、ユーザーにデータポー

タビリティに関する管理権限を提供。ユーザ

ーは、Google に保存した自身のデータの最

新版コピーを自身のコンピューターにダウ

ンロードしたり、サードパーティのプロバイ

ダーのサイトに直接ポーティングすること

が可能。 

・Googleは 10年以上前からデータポータビリ

ティについて準備し、2011 年からポータビ

リティ製品を提供してきた。Google はこの

課題について、常に先取りして対策を講じて

きた。ユーザーは複数のサービスの中から新

たなサービスを試し最も気に入った製品を

選択できるようになり、その結果、サービス

間の競争が促進される。 

いわゆるデータポータビリティには対応

していないが、「トーク履歴の送信」機能を利

用して Text ファイルでトーク履歴をダウン

ロード・送信することは可能。 

また、お客様からの同意を前提として、LI

NE アプリで利用されているお客様に関する

情報（プロフィール等）を他社アプリと連携

する機能は用意している。 

弊社は、あるサービスとデータを共有する

場合、そのデータを別のサービスに移動でき

るようにすべきであると考えている。データ

のポータビリティは、利用者に管理権限と選

択肢を与えるとともに、イノベーションを促

進する。弊社には、2010年に Facebookの「D

ownload Your Information」ツールをリリー

スするなど、データポータビリティへの取り

組みに長い歴史がある。2010年以降、弊社は、

利用者がサービス間を容易に移動できるよ

うにし、利用者に選択肢を与え、開発者がイ

ノベーションを起こし競争できるようにす

るために、新しいデータポータビリティツー

ルに投資を続けてきた。2019年以降、弊社の

創業者兼 CEOのマーク・ザッカーバーグは、

"規制はデータポータビリティの原則を保証

すべき "と、データポータビリティに関する

規制を繰り返し求めている。 

データポータビリティに対する弊社のコ

ミットメントは、GDPRなどのデータ保護法案

でデータポータビリティが法的要件となる

ずっと以前から、様々なツールを開発してき

たことでも証明されている。弊社のポータビ

リティツールによって、利用者は弊社のアプ

リで共有したデータを簡単に閲覧したりダ

ウンロードしたりすることが可能。弊社が提

供する主なポータビリティツールには、「Dow

nload Your Information（DYI）」と「Transf

er Your Information（TYI）」の 2つがある。 

Facebook と Instagram において利用可能

な「Download Your Information」ツールに

は、2つの情報が含まれている。1）プロフィ

ール情報、投稿、「いいね！」、コメントなど、

リクエストする利用者が Facebook上で入力、

アップロード、共有した情報、2）リクエスト

する利用者の Facebook アカウントに関連す

る情報（Facebookへのログイン、使用デバイ

ス、フィード、ウォッチ、ニュースの推奨に

使用する情報など）である。利用者は、「設定

とプライバシー」内の「設定」下、「あなたの

情報」における「個人データをダウンロード」

を選択することで、リクエストを開始するこ

とが可能。そのページから、利用者は、リク

エストのデータのカテゴリーの追加や削除、

ダウンロードリクエストのフォーマットの

選択、写真、ビデオ、その他のメディアの画

質の調整、情報の特定の日付範囲の指定が可

能。利用者が Facebook に参加した時期によ

っては、100 以上のカテゴリーからデータを

選択することができます。Instagram の利用

者も同様のカテゴリーの情報をダウンロー

ドすることが可能。Instagram の利用者は、

自分のプロフィールにアクセスし、「三」をク

リックし、「アクティビティ」下の「個人デー

タをダウンロード」を選択することで、Inst

agram のデータをダウンロードするリクエス

トを開始することが可能。 

 

2020 年、弊社は、Facebook 利用者が Face

bookの写真やビデオを BackBlaze、Dropbox、

Koofr、Googleフォトに直接転送できる「Tra

nsfer Your Information」ツールを開始。ま

た、それ以降も、新しいデータタイプ（ノー

ト、投稿、イベントなど）と新しい転送先（P

Yahoo! JAPAN IDの「登録情報」において、

パーソナルデータの管理画面を設置してお

り、お客様はいつでも Yahoo! JAPAN の各履

歴（サービス利用履歴、位置情報の履歴、ア

クセス履歴）や登録情報のダウンロードデー

タの作成・ダウンロード（弊社指定のフォー

マットによります）ができるが、データ提供

先の指定については現時点で対応していな

い。 
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hotobucket、Googleカレンダー、Googleドキ

ュメント、Blogger、WordPressなど）を追加

し続けている。利用者は、設定とプライバシ

ー」内の「設定」下、「あなたの情報」におけ

る「個人データを転送」を選択して、写真や

ビデオの転送要求を開始することが可能。そ

こから、利用者は転送先を選択し、その転送

先に適したデータ（例：投稿日の範囲や特定

のフォトアルバム）を選択することが可能。

今後、新しいデータの種類や転送先を追加し

ていく予定。 

2-12. データポータビリティが可

能である場合 

・提供されるデータのフォー

マット 

・提供先の要件 

・インターオペラビリティ確

保に関する考慮状況 

・2-11の回答のとおり、ユーザーは御自身の

データのコピーをダウンロードすることが

可能であり、それらには次が含まれる： 

 -JSON、CSV、XML 又は PDF 形式のスプレッ

ドシート又はファイルでの App利用やア

クティビティ情報 

 -それぞれの原フォーマットによる文書、写

真及びビデオ 

 -VCF、ICS及び HTMLフォーマットによる連

絡先、カレンダー、ブックマーク 

・ユーザーは、製品、データの種類、用途に応

じて選択できる様々な業界基準のフォーマ

ットで、自身のデータをエクスポート可能。

例えば Googleドライブから、Googleドキュ

メントの文書を .docx ファイルとしてエク

スポートし、Microsoft Office で簡単に使

うことが可能。データを複数のフォーマット

でダウンロードできるようにすることで、フ

レキシビリティを最大化し、利用者自身のデ

ータ活用方法の選択肢を広げている。 

・Data Transfer Project（DTP）は、Googl

e が 2018 年に、世界中の人々が簡単に利用で

きるデータポータビリティの提供を目指して、

他社と連携してオープンソースの構築を行う

べく立ち上げた。プロバイダー間における直接

のデータ転送の実現を目指すものである。直接

転送ができないと、利用者がデータのコピーを

新たなプロバイダーへ移行したい場合、データ

を個人用デバイスに一旦ダウンロードした後、

新しいプロバイダーへ再アップロードしなけ

ればならない。世界中の消費者は、保存容量が

限られた個人用デバイスや、高額なデータ回線

使用料といったデータ移行を困難にしかねな

いインフラ面での制限に直面している。ユーザ

ーの管理権限と選択権を最大化するために、デ

ータポータビリティは、より包摂的で柔軟かつ

開かれたものでなければならない。Google は、

全てのユーザーが、異なるプロバイダー間で直

接、データをシームレスかつ安全に移行できる

必要があると考えている。DTPは、データポー

タビリティへのユーザーのアクセスを拡大す

るために、業界のパートナーと協力し立ち上げ

たイニシアチブで、どの企業も安全で拡張性の

ある直接データポータビリティソリューショ

ンを構築できるようにするものである。直接的

なデータポータビリティとは、ユーザーが自分

のデータを個人のデバイスにダウンロードす

ることなく、あるサービスプロバイダーから別

のサービスプロバイダーに直接転送すること

を指す。このプロジェクトは、２つの製品イン

ターフェース間で、データを直接インポート及

びエクスポートする接続を可能にする。ユーザ

ーは、DPTにより低帯域幅でデータのアップロ

ードやダウンロードを行うことによる多額の

個人支出を強いられることはない。このこと

は、新興国の人々や低速、従量制の接続環境に

ある人にとって、特に重要である。 

2-11の回答のとおりです。 「DYI」ツールを使って、利用者はいつでも

データファイルをリクエストでき、HTMLファ

イルまたは機械読み取り可能な JSON フォー

マットでダウンロードすることを選択可能。

HTML は、Facebook で一般的に使用されてい

る、見やすいデータ形式です。ダウンロード

をリクエストすると、利用者は.ZIPファイル

へのリンクを受け取る。このファイルをダウ

ンロードして取り出すと、「index」という名

前の.HTML ファイルが含まれ、ウェブブラウ

ザでウェブページのように開くことができ

るようになる。.ZIPファイルには、リクエス

トされた画像や動画を含むファイルの入っ

たフォルダが含まれている。JSONは機械が読

めるデータ形式なので、JSONデータのインポ

ートをサポートする他のサービスにデータ

をアップロードすることができる。 

弊社は、利用者が情報のダウンロードを要

求したときに、アカウントを安全に保ち、情

報を保護するために、多くのセキュリティ対

策を実施。情報のコピーのダウンロードを開

始する前に、まず、パスワードの再入力をお

願いしている。また、ダウンロードを開始す

る前に、追加の認証ステップを完了するよう

お願いすることもある。アカウント保護のた

め、ダウンロードのリクエストは数日後に期

限切れとなりますが、利用者はいつでも新し

いリクエストをすることが可能。 

また、「TYI」ツールを使って、サービス間

で直接データの転送をリクエストすること

も可能。このツールは、オープンソースの「D

ata Transfer Project」を利用している。弊

社は 2018 年にオープンソースの DTP（Data 

Transfer Project）に参加し、業界のパート

ナーと協力して、サービス間の直接転送を可

能にするデータポータビリティを構築して

いる。DTP は、任意の 2 つのオンラインサー

ビスを接続できるオープンソースコードに

よる共通のフレームワークの構築に取り組

む組織（現在は Meta、Apple、Google、Micro

soft、Twitter、Smugmug）の協力によるもの

であり、利用者の主導でプラットフォーム間

のデータを合法的かつ安全で信頼できる方

法でシームレスにポータビリティできるよ

うにすることを目的としている。オープンソ

ースプロジェクトの動機は、各企業が独自の

データポータビリティシステムを一から構

築するのではなく、アダプターやデータモデ

ルを共有することで、より多くの企業がデー

タのインポートやエクスポートを容易に行

えるようにすることである。 

DTP は、あるシステムから別のシステムへ

シームレスにデータを移動させるために、さ

まざまな相互運用可能なサービスに依存し

2-11の回答のとおり、Yahoo! JAPAN IDの

「登録情報」において、パーソナルデータの

管理画面を設置しており、お客様はいつでも

Yahoo! JAPANの各履歴（サービス利用履歴、

位置情報の履歴、アクセス履歴）や登録情報

のダウンロードデータの作成・ダウンロード

（弊社指定のフォーマットによる）ができる

が、データ提供先の指定については現時点で

対応していない。 
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ている。例えば、DTP は OAuth と呼ばれるオ

ープンスタンダードの認証システムを使用

しており、転送元と転送先が互いに通信し、

転送が許可されていることを確認すること

が可能。同様に、利用者が転送を承認すると、

DTP は、異なるシステム間でデータがシーム

レスに移動できるように、共通のデータ型を

使用して、非常に異なるシステムの相互運用

を可能にするフレームワークを提供。 

プライバシーとセキュリティは最優先事

項である。そのため、利用者がデータのコピ

ーを転送するよう要求した場合、アカウント

の安全を確保するためのセキュリティ対策

を多数実施。 すべてのデータは転送中に暗

号化され、転送を開始する前にパスワードの

入力が求められ、転送が完了するとアクセス

トークンが削除される。 

現在のサービス間データポータビリティ

のソリューションでは、転送を行うために 2

つの異なるサービス間を直通させる必要が

ある。TYIを実現する DTPフレームワークは、

企業がポータビリティツールを構築するた

びに一から作り直す必要がないよう、サービ

ス間の直接ポータビリティを容易に提供で

きるようにする。どのような企業でも、オー

プンソースの DTPフレームワークを利用して

統合したシステムを構築することが可能。TY

I ツールは、セキュリティレビューを受け、

転送されるデータを適切に保護することを

義務づける特定の業界標準のセキュリティ

要件に同意した転送先への転送をサポート

している。さらに多くの企業が DTPフレーム

ワークを採用し、弊社のサービスの利用者に

さらなるコントロールを提供できるように

なることを期待。 

2-13. 個人情報保護法に基づく開

示請求への対応状況（電磁的

な開示の実施状況、開示請求

の方法、提供フォーマット

等） 

・電磁的な開示を行っている。2-6 の回答の

データとプライバシーのページで、「データ

のコピーをリクエスト」をクリックすると、

当該ユーザーが Appleに保存しているデー

タのコピーをリクエストするページに行く

ことができる。 

Google は従前より、ユーザーが自身の情報

にアクセスしたり削除するための堅牢で使い

やすいツールを提供してきた。これらのツール

を、さらに堅牢かつ直観的に使用できる方法を

引き続き模索している。 

Google のプライバシー設定と管理の中心で

ある Googleアカウントには、使用している Go

ogle のサービス、メールや写真などの保存デ

ータの概要を確認できるダッシュボードがあ

る。また、Google アカウントには、Google の

サービス全般を通じて検索、閲覧、視聴するな

どのアクティビティから収集されたデータを

簡単に確認し、削除できるツールであるマイア

クティビティも提供している。 

過去のオンライン上のアクティビティを簡

単に振り返ることができるよう、トピック、日

付、サービスで検索できるツールが用意してお

り、ユーザーは｢データをダウンロード｣からア

カウントに保存されたデータのコピーにアク

セスするか、プライバシーに関するトラブルシ

ューティング又は Google プライバシーヘルプ

センターからアクセス可能な｢データへのアク

セス権をリクエスト｣のフォームを送信するこ

とが可能。 

また、Googleは、個人情報保護法に基づくユ

ーザーからの要求に対応するために、メールエ

イリアス（appi-inquiries-external@google.

com）を設定し、プライバシーポリシーに関す

る日本のユーザーへの法定開示事項において

これを公表。 

○開示請求の方法 

弊社 Webサイト内のお問い合わせフォーム

又は郵送にて開示請求を受け付けている。 

 

○開示方法 

基本的にはお客様へ PDFを送信する方法で

開示。 

お客様が希望された場合には郵送での開

示も実施。 

弊社は、個人情報にアクセスするための使

いやすいセルフヘルプツールを利用者に提

供。「DYI」「TYI」ツールについては、2-11及

び 2-12の回答を御覧いただきたい。 

また、弊社は、消費者がプライバシーに関

する質問又は弊社のプライバシー慣行に関

する質問を行えるように様々な連絡窓口を

提供している。 

例えば、Facebookのサービスについては、

利用者及び利用者以外の方々も専用の問い

合わせ用フォーム（https://www.facebook.c

om/help/contact/861937627253138）を使用

して Facebook のデータに関するポリシーに

ついての質問、利用者の情報に関する質問、

苦情、リクエストを弊社まで問い合わせるこ

とが可能。また、弊社のデータに関するポリ

シーの末尾にある TRUSTe（外部の第三者紛争

解決プロバイダー）のウェブサイトへのリン

クを通じて、同社と連携することも可能。 

弊社のデータに関するポリシーには、弊社

に郵送のメールで連絡することを希望する

利用者向けの宛名及び住所も記載されてい

る。また、プライバシーや個人情報の取扱い

に関する利用者からの問い合わせに対応す

るための専門チームを設置。利用者は、弊社

のサービスに投稿されたコンテンツについ

て肖像に係るプライバシーに関する苦情を

申し立てることも可能。弊社のプライバシー

に関する運営の専門家チームによって受領

された質問に対しては、速やかに回答がなさ

2-11の回答のとおり、Yahoo! JAPAN IDの

「登録情報」において、パーソナルデータの

管理画面を設置しており、お客様はいつでも

Yahoo! JAPANの各履歴（サービス利用履歴、

位置情報の履歴、アクセス履歴）や登録情報

のダウンロードデータの作成・ダウンロード

が可能。 
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れる。 

また、弊社は、弊社のヘルプセンターにお

いて、プライバシー設定とツールに関する分

かり易い説明、問い合わせ用フォームへのリ

ンク、及びよくある御質問への回答を提供。 

3. 他アプリやサイトを経由した情報収集の状況 

3-1. 他アプリやサイトを経由し

た情報収集の状況 

【Apple が他のソースから受け取る個人デー

タ】 

・個人：他の個人から他のユーザーに関する

データを収集することがある（例：他の個

人からユーザーに製品やギフトカードを送

付、Apple のサービスやフォーラムへの参

加への招待等）。 

・ユーザーの指示がある場合： 

 -ユーザーが、モバイル通信事業者に対し、

アカウントのアクティベーションのため

にユーザーの通信事業者アカウントに関

するデータを Appleと共有するように指

示する場合 

 -Apple での購入に対するリワードを獲得

できるようにロイヤルティプログラムへ

の参加に関する情報を共有するようにユ

ーザーが指示したりする場合 など 

・Apple のパートナー：セキュリティおよび

不正防止の目的で、ユーザーが Apple IDの

作成時に提供する情報を第三者からの情報

を利用して検証することがある（Apple プ

ライバシーポリシー（https://www.apple.

com/legal/privacy/jp/）。 

本質問は、他の第三者企業から情報を提供さ

れる可能性がある状況について説明を求めら

れていると理解し、次のとおり回答する。 

 

Googleは、ユーザーが同意した場合、Googl

e のサービスへのアクセスに使用したアプリ、

ブラウザ、およびデバイスに関する情報を収

集。Google が収集する情報には、固有 ID、ブ

ラウザの種類および設定、デバイスの種類及び

設定、オペレーティングシステム、モバイルネ

ットワークに関する情報（携帯通信事業者名や

電話番号など）、アプリケーションのバージョ

ン番号などが含まれる。また、Googleのサービ

スとユーザーのアプリ、ブラウザ及びデバイス

の間の通信についての情報も収集。例えば、IP

アドレス、障害レポート、システムアクティビ

ティ、リクエストの日時と参照 URL などがあ

る。 

また、信頼できるパートナーからユーザーに

関する情報の提供を受けることもある。例え

ば、マーケティングパートナーから Googleの

ビジネスサービスのマーケットインサイトに

関する情報の提供を受けたり、セキュリティパ

ートナーから不正使用防止のための情報の提

供を受けることがある。また、広告主から、広

告やリサーチのサービスをその広告主に提供

するための情報の提供を受けることがある。 

これらはすべて、プライバシーポリシーに明

記しております。 

弊社の提携事業者が運営する他アプリや W

eb サイトに弊社の広告配信等のためのツー

ルが設置された場合、当該アプリ・サイトを

訪問されたお客様に関する情報を取得する

場合がある。 

弊社は、パートナー（弊社のプロダクトを使

用して自社の製品やサービスの広告、マーケ

ティング、サポートを行う企業や人々）、測定

ベンダー（弊社やその広告主にマーケティン

グ関連のサポートを行う企業）、第三者（弊社

と情報を共有しているが弊社の製品を使用

していない組織や団体）から、弊社のプロダ

クト上およびプロダクト外の利用者の活動

に関する様々な情報を収集および受領して

います。弊社が受け取る情報の例としては、

デバイス情報、利用者が訪問したウェブサイ

トとクッキーデータ、利用者が行った購入、

利用者が見た広告、利用者がパートナーの製

品やサービスをどのように利用しているか、

などがあります。 

パートナーは、利用者の電子メールアドレ

ス、クッキー、広告デバイス IDなどの情報を

弊社と共有します。これは、利用者がアカウ

ントを持っている場合、その活動とアカウン

トをマッチさせるのに役立ちます。弊社は、

利用者が弊社のプロダクトにログインして

いるか、アカウントを持っているかにかかわ

らず、この情報を受け取ります。 

また、パートナーがコミュニケーションの管

理支援などのサービスを提供するよう弊社

に指示した場合、利用者とのコミュニケーシ

ョンを弊社と共有することがあります。 

Yahoo! JAPAN の広告主や広告配信先等の

ウェブページやアプリを利用した場合に、当

該パートナーのウェブページやアプリに Yah

oo! JAPANの「ウェブビーコン」等を設置し

て Coolie や端末情報を参照することで、お

客様が御利用の端末を識別するための情報

等を取得する場合がある。 

3-2. 他アプリ提供者やサイト運

営者に対し、どのような同意

取得や通知を促しているか 

・6の回答参照 例えば Google Play では、アプリとゲームが

ユーザーのデバイス上でアクセスしようとす

るデータについて、ユーザーが十分な情報を得

た上で判断できるよう支援している。その一環

として、以前から、デベロッパーへ、 Google 

Play ストアのアプリ一覧で、どのように個人

情報を収集し使用しているかを開示すること

を義務づけてきた。2015年に Android Marshm

allowを公開した時には、ユーザーがいつでも、

自身のデバイスでこまめに許可を確認、付与、

拒否できるランタイム権限を導入した。 

他アプリや Web サイトにおいて、弊社が C

ookie 等により訪問履歴等の広告関連情報を

収集し、広告の効果測定等に利用すること及

びオプトアウトの方法について通知を行う

とともにお客様から必要な同意を取得する

ことを規約で義務づける等の対応を実施。 

1-3参照 

パートナーは、利用者がパートナーのサービ

スを訪問、利用した場合、またはパートナー

が連携する外部パートナーを通して、利用者

のデータを受け取ります。弊社は、これらの

パートナーが弊社にデータを提供する前に、

パートナーが利用者のデータを取得、利用、

共有する正当な権利を有していることを当

該パートナーに要求します。 

広告主のウェブサイト、アプリケーション

等におけるユーザーの訪問・行動履歴情報を

利用する広告商品御利用時の遵守事項とし

て、ユーザーの訪問・行動履歴情報を取得さ

せる自身のウェブサイト、アプリケーション

等において、記載していただく項目を定め、

この記載は、対象ウェブサイト等のトップ画

面から 1～2 回の操作で到達できる場所に記

載することを求めている。 

なお、記載を求める事項の詳細は次のとお

り。 

（1）ヤフー株式会社を始めとする第三者の

提供する広告配信サービスを利用する場

合があり、その場合において、Cookie等に

よって当該第三者がユーザーの対象ウェ

ブサイト等の訪問・行動履歴情報を取得、

利用する場合がある旨 

（2）広告配信サービスを提供する第三者に

よって収集された対象ウェブサイト等に

おけるユーザーの訪問・行動履歴情報が、

当該第三者のプライバシーポリシーに従

って利用される旨 

（3）広告配信サービスを提供する第三者の

提供するオプトアウト手段により、当該第

三者による対象ウェブサイト等において

収集されたユーザーの訪問・行動履歴情報

の広告配信への利用を停止させることが

できる旨 

（4）ユーザーが Cookie等の設定を行うこと

により、訪問・行動履歴情報が収集される
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ことの可否を定めることが可能である旨 

3-3. 情報収集モジュールや JavaS

cript の他アプリ提供者やサ

イト運営者への提供による

利用者情報の外部送信の状

況 

－ 

 

（参考１）Safari は追跡者からあなたを守

る。インテリジェント・トラッキン

グ防止機能が、インターネット広告

から追いかけられないようにする。

ウェブサイトの中には、サイトを閲

覧するあなたの行動を何百ものデ

ータ収集会社に監視させ、あなたの

プロファイルを作成して広告を表

示するものがある。Safari のイン

テリジェント・トラッキング防止機

能はデバイス上の機械学習を使っ

て、これらの追跡型広告をブロック

できるようにする（プライバシー 

概要（https://www.apple.com/jp/

privacy/））。 

（参考２）iOS 14.5と iPadOS 14.5からは、

アプリが他社の所有するアプリや

ウェブサイトを横断してあなたの

行動を追跡する場合、あなたの許可

を得ることが義務付けられた（プラ

イバシーコントロール（https://w

ww.apple.com/jp/privacy/control

/）。 

本質問は Googleがデータに関してパートナー

とどのようにやり取りしているのかという質

問であると理解している。Google のプライバ

シーポリシーに規定されている。 

弊社の提携事業者が運営する他アプリや W

ebサイトに弊社の SDKやタグが設置された場

合、当該アプリ・サイトを訪問されたお客様

に関する情報が弊社に送信される場合があ

る。 

パートナーは、弊社のビジネスツール、統合、

および Meta Audience Networkの技術を使用

して、弊社と情報を共有します。 

これらのパートナーは、利用者がサイトやア

プリを訪問したり、サービスを利用したりす

る際に、あるいは、パートナーが協力する他

の企業や組織を通じて、利用者の情報を収集

します。 Metaの Pixelは、JavaScriptを使

用したビジネスツールで、パートナーがパー

トナーのウェブサイト訪問者やウェブサイ

ト上で行った行動に関するデータを共有で

きるようにするものです。弊社は、パートナ

ーが利用者の情報を提供する前に、その情報

を収集、使用、共有する権利を持っているこ

とを当該パートナーに要求します。 

お客様が Yahoo! JAPAN の当該広告主や広

告配信先などのウェブページやアプリを利

用した場合に、そのパートナーのウェブペー

ジやアプリに Yahoo! JAPAN の「ウェブビー

コン」などを設置して Cookie や端末情報を

参照することで、お客様が御利用の端末を識

別するための情報を取得することがある。 

3-4. 3-3 に該当する場合の、他ア

プリ提供者やサイト運営者

への情報提供状況 

－ ガイドラインや媒体資料を用いて提携事

業者に案内する運用。 

ビジネスツール利用規約は、広告、マッチン

グ、測定、分析に関連して、パートナーが Fa

cebook広告製品を使用した結果、弊社が受け

取ったデータの使用について規定していま

す。 

弊社は、さまざまなオンラインマーケティン

グおよび開発者リソース、弊社の担当者と広

告主/代理店との営業およびマーケティング

のやり取り、製品およびデータ処理規約（Fa

cebookビジネスツール利用規約および Faceb

ook データ処理規約など）を通じてビジネス

ツール（JavaScriptベースの Pixelを含む）

に関する情報を提供します。  

オンラインリソースの例としては、以下が挙

げられます。 

- 顧客との再エンゲージメン

トとリターゲティングの方法｜Meta for Bu

siness https://www.facebook.com/busines

s/goals/reengage-customers 

- Facebook ピクセルの設定と

インストール方法｜Meta Businessヘルプセ

ンター https://www.facebook.com/busines

s/help/952192354843755?id=1205376682832

142&ref=fbb_retargeting 

- Meta ピクセル https://deve

lopers.facebook.com/docs/meta-pixel 

- プライバシーとデータ使用

に関するビジネスハブ https://www.faceboo

k.com/business/m/privacy-and-data 

弊社が広告クライアント様に無断で外部

へ送信することはない。 

3-5. 情報収集モジュールや JavaS

cript について、送信される

情報の内容や送信先等の変

更等 

－ 送信される情報の内容や送信先が変更に

なる場合には、当該変更に関して提携事業

者への案内または弊社 Webサイト上での公

表を適宜実施。 

Java scriptピクセルを使用して共有される

データは、ビジネスツール規約に従い、「ビ

ジネスツールデータ」として扱われます。

ビジネスツール利用規約のセクション 1bに

規定されているように、弊社は、利用者が

弊社に提供したビジネスツールデータを第

三者(広告主を含む)と共有することはあり

ません（ただし、弊社がかかる提供を認め

られることを利用者が弊社に通知した場

合、またはかかる提供が法律により義務付

当社が広告クライアント様に無断で、送

信される情報の内容や送信先を変更するこ

とはない。 



126 
 

けられている場合は、この限りではありま

せん。）。 

3-6. 複数の他アプリやサイトか

ら利用者情報を収集してい

る場合の、情報管理状況 

－ Googleは収集したデータを、データの内容、

データの用途、ユーザーの設定内容に応じてそ

れぞれ異なる一定期間保持。 

・Googleが収集するデータには、ユーザーがい

つでも削除できるもの（ユーザーが作成又は

アップロードしたコンテンツなど）がある。

ユーザーは、アカウントに保存されているア

クティビティ情報も削除可能。また、一定期

間後に自動的に削除されるよう設定するこ

とも可能。 

・その他のデータ（サーバーログ内の広告デー

タなど）は、一定期間後に自動的に削除され

るか、匿名化される。 

・サービスの使用頻度に関する情報など一部

のデータは、ユーザーが Google アカウント

を削除するまで Googleが保持。 

・また、セキュリティ、詐欺および濫用の防止、

取引記録の保持など、正当な業務上又は法律上

の目的のために必要に応じて他のデータより

も長期間保持するデータもある。 

弊社が付与したお客様の内部識別子と関

連づけて管理する場合がある。 

第三者のアプリやウェブサイトから収集し

た情報は、以下のとおり、弊社のデータポリ

シーに基づいて管理／保存されています。 

弊社のグローバルなサービスとしてのデー

タの運用と移転方法 

弊社では、グループ企業内だけでなく、弊社

のパートナーや利用者が世界中でつながる

共有者などの外部者とも、本ポリシーに従っ

て情報を世界規模で共有しています。利用者

の情報は、本ポリシーに記載される目的で、

米国やその他利用者の居住地以外の国に移

転、転送、保存、処理される場合があります。

 このようなデータの移転は、Facebook 利用

規約および Instagram利用規約に明記される

サービスの提供や、弊社製品のグローバルな

運用と利用者への提供のために必要です。弊

社は、標準契約条項を活用するほか、該当す

る場合には特定国に関する欧州委員会の十

分性認定に依拠し、米国や米国以外の国への

このようなデータの移転について利用者の

同意を取得しています。 

当社が取り扱うお客様等の Yahoo! JAPAN 

ID、パートナーの ID、広告 ID（Advertising

 Identifier(IDFA)及び Google Advertising

 Identifier(AAID)を含むが、これに限らな

い。）、Cookieその他の各種識別子を紐づけて

管理し、プライバシーポリシー記載の利用目

的に利用する場合がある。 

4. 他社へのデータ提供、他社との連携の状況 

4-1. 他社に対する、取得した利用

者情報・位置情報に基づくデ

ータ提供の内容、提供に関す

る留意点（ユーザーへの説

明、他社の監督、安全管理な

ど） 

・3-1の回答参照 Google 以外の者との個人情報共有に関する

Google のポリシーは、Google のプライバシー

ポリシーの｢ご自分の情報の共有｣の項に記載。

Googleのプライバシー ポリシーは、あらゆる

種類の個人情報並びに第三者にグローバルに

適用されます。 

 

Google は、次の場合を除いて、ユーザーの

個人情報を Google 以外の企業、組織、個人と

共有することはない。 

 

・ユーザーの同意を得た場合  

Google は、ユーザーの同意を得た場合に、

Google 以外の者と個人情報を共有します。

たとえば、ユーザーが Google Home から予

約サービスでレストランを予約した場合、ユ

ーザーの許可を得たうえでユーザーのお名

前や電話番号をレストランと共有します。機

密性の高い個人情報を共有する場合は、ユー

ザーに明示的な同意を求めます。 

 

・ドメイン管理者の場合  

Google サービスを使用する組織の従業員

または学生の場合、お使いの Google アカ

ウントには、アカウントを管理するドメイン

管理者および販売パートナーがアクセスで

きます。 

ドメイン管理者および当該販売パートナ

ーは次のことを行うことができます。 

・ユーザーのアカウントに保存された情報

（メールなど）にアクセスし、その情報を

保持すること。  

・ユーザーのアカウントに関する統計情報

（ユーザーがインストールしたアプリの

数など）を表示すること。  

・ユーザーのアカウントのパスワードを変

更すること。  

・ユーザーのアカウントのアクセス権を一

時停止または停止すること。  

・適用される法律、規制、法的手続き、また

は強制力のある政府機関の要請に応じる

他社に利用者情報を提供する場合、提供す

る情報を分かりやすく表示した上、お客様か

ら同意を取得するようにしている。 

また、他社にお客様の識別子を提供する場

合、安全管理の観点から、提供先の企業ごと

に異なる識別子を提供するよう努めている。 

 

他社に利用者情報を提供する場合、弊社と

他社との間で、利用者情報を保護するための

契約を締結し、利用者情報が安全に管理され

るよう努めるとともに、お客様に対して事後

のオプトアウト機能を提供する等している。 

1-3参照 お客様に同意いただいた場合に限り、お客

様へより良いサービスを提供するために、プ

ライバシーポリシーの範囲内でグループ企

業、パートナー企業へのデータ連携を行うこ

とについて、連携するデータの範囲、連携先

に範囲等についてプライバシーセンターの

「パーソナルデータの連携」の項目で説明。

また、弊社は、弊社が定める基準を満たす安

全管理措置を講じている第三者にのみパー

ソナルデータを提供。 

なお、位置情報については、プライバシー

センターの「位置情報の利用について」の項

目で、取得したお客様の位置情報（端末から

取得可能な GPS 位置情報、Wi-Fi 情報、Blue

tooth 情報等）をサービス等の提供（お客様

からのお問い合わせへの対応、お客様へのお

知らせ、適切かつ安全なサービス等の提供の

ための不正対策を含む。）、改善や新たなサー

ビス等の検討、サービス等の御利用状況等の

調査、分析に利用させていただく旨を説明。 

4-2. 利用者情報・位置情報の取

得・活用に関する、他社との

連携状況、連携に関する留意

点（ユーザーへの説明、他社

の監督、安全管理等） 

・3-1の回答参照 グループ会社との間で、お客様により良い

サービスを提供するために取得した利用者

情報を連携する場合がある。 

利用者情報を連携するグループ会社の範

囲は、プライバシーポリシーに記載すること

によってお客様に説明。 

ここ数年間、弊社はデータの扱い方を変更

し、データへのアクセスとデータの管理に関

するパートナーの責任の持ち方を変えてき

ました。API へのアクセスを制限し、アプリ

レビューを拡張し、アプリ開発者の調査を開

始しました。開発者が Facebook のプラット

フォームを責任を持って使用し続けるため

に必要なツールと情報を確実に持てるよう

にするため、弊社は次の 4つの分野で改善を

図ってきました。 

・ 開発者にデータの使用とシェアに関する

さらに明確になったガイダンスを提供しま

す。 

・ 開発者に責任を持たせるための新しいツ

ールとコントロールをビルドする。その中に

は、年ごとのデータの使用状況の確認プロセ

スがあります。このプロセスでは、開発者は

Facebook プラットフォーム API 経由で自分

たちがアクセスするデータのタイプをレビ

ューし、データの利用方法が Facebook の規

約とポリシーに準拠していることを確認で

2-5 の回答のとおり、同意取得にあたって

のお客様への情報提供の在り方については、

法務部門が事業部門と調整の上判断し、お客

様のプライバシーに与え得る影響等に応じ

て、さらにデータ・ディレクター（DD）会で

検討した上で、チーフ・データ・オフィサー

（CDO）が責任者として決裁する仕組みを導

入。 

さらに、これらのガバナンスシステムが適

切に機能していることを第三者から監視・評

価を受けるための仕組みとして、社内のデー

タ利用等に通じた者が同様に第三者的な立

場から監視・評価するための仕組みとして、

データ・プロテクション・オフィサー（DPO）

を設置。 

また、弊社は、弊社が定める基準を満たす

安全管理措置を講じている第三者にのみパ

ーソナルデータを提供。 

なお、4-1 の回答のとおり、位置情報につ

いては、プライバシーセンターの「位置情報

の利用について」の項目で、取得したお客様
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ために、ユーザーのアカウント情報を受

け取ること。  

・ご自分の情報またはプライバシー設定の

削除や編集を行うユーザーの権限を制限

すること。 

 

・外部処理の場合  

Googleは、Googleの関連会社及びその他

の信頼できる企業又は個人に対し、個人情報

を Googleのために処理させる目的で当該個

人情報を提供。その場合、当該関連会社、企

業又は個人は、Googleの指示に基づき Goog

le のプライバシーポリシー並びにその他の

適切な機密保持及びセキュリティの方策に

従って当該処理を行う。例えば、Google で

はカスタマーサポートの提供をサービスプ

ロバイダーに委託することがある。 

Google は、個人情報にアクセスできる担

当者を、その情報の処理のためにその情報を

必要とする Googleの社員、請負業者又は業

務委託先及び代理人に限定している。内部ツ

ールへのアクセスは厳重に管理されており、

システムの悪用に対してはゼロ・トレラン

ス・ポリシーを採用。従業員であるか否かを

問わず、当該担当者はいずれも、厳格な契約

上の守秘義務を負っており、当該義務を履行

しなかった場合は懲戒処分又は契約解除の

対象となることがある。 

 

・法律上の理由の場合  

Google は、個人情報へのアクセス、使用、

保存又は開示が、次の理由で合理的に必要だ

と誠実に判断した場合、その情報を Google

以外の者と共有。  

・適用される法律、規制、法的手続又は強制

力のある政府機関の要請に応じるため。政

府から受けた要請の数と種類についての

情報は、Googleの透明性レポートで開示。

  

・違反の可能性の調査など、適用される利用

規約の遵守徹底を図るため。  

・不正行為、セキュリティや技術上の問題に

ついて検知、防止又はその他の対処を行う

ため。  

・法律上の義務に応じて又は法律上認められ

る範囲内で、Google、Googleのユーザー又は一

般の人々の、権利、財産又は安全に害が及ぶこ

とを防ぐため。 

きます。 

・ 開発者のエクスペリエンスを改善する。

開発プロセスとアプリレビュープロセスを

カスタマイズして多種多様な開発者をより

良くサポートできるようにし、アプリダッシ

ュボードを更新して必要なすべてのアクシ

ョンをさらに容易に確認できるようにして

きました。 

・ 利用者のエクスペリエンスを改善する。

アプリで利用者にポジティブなエクスペリ

エンスを提供するための追加のポリシーガ

イダンスを提供しています。 

最初の分野での取り組みの一環として、弊社

は２０２０年 7月、弊社のプラットフォーム

とツールを使用する際、データを保護し、利

用者のプライバシーを尊重するという責任

を≈事業者と開発者が明確に理解できるよ

う、新しいプラットフォーム規約と開発者ポ

リシーを導入しました。 

新たなプラットフォーム規約と開発者ポリ

シーは、既存の Facebook プラットフォーム

ポリシー(Messenger プラットフォームを含

む)、Instagramプラットフォームポリシー、

拡張プラットフォーム製品に関する補足規

約、技術提供者修正条項を簡素化し置き換え

るものです。 

プラットフォーム規約:プラットフォーム規

約は更新され、データ利用の制限、データセ

キュリティ要件、規定の実施、利用規約と保

証(知的財産権など)に焦点が当てられてい

ます。これは、Facebookプラットフォームで

製品とソリューションをビルドする際の、開

発者の権利と責任をより良く概説するのに

役立ちます。 

・プラットフォームデータの利用とシェア:

更新されたプラットフォーム規約では、Face

book のプラットフォームから開発者が受け

取るデータの二層構造を定義し、各層のデー

タをどのように利用しシェアするかに関す

る明確なガイダンスが提供されています。プ

ラットフォームデータと制限プラットフォ

ームデータというこの新しい区分は、情報開

発者が利用者の明示的な同意なしに第三者

とシェアできるものを制限し、利用者データ

のセキュリティ保護を強化します。 

・データの削除:データ削除に関するポリシ

ーの要件も明確化しています。開発者は、正

当なビジネス上の目的のためのデータ利用

の必要がなくなった場合、開発者が製品やサ

ービスの運営を中止した場合、弊社 Faceboo

k 社が削除を要請した場合、または開発者が

データを間違って受け取った場合、開発者は

データを削除することが求められます。 

・ 施行&監督:更新された規約では、開発者

に対する弊社のデータセキュリティ要件の

規定が強化されています。データ漏えいが発

生した場合には、弊社に通知し、すぐに問題

の修復を始め、妥当な範囲で弊社と協働する

ことが求められています。また、監査、停止、

施行に関する弊社の規定も明確化していま

す。 

・ 開発者ポリシー:統合、品質コントロー

ル、ユーザーエクスペリエンス、コンテンツ、

美的、機能に関する要件をそれぞれ分け、開

発者ポリシーという単一のドキュメントに

の位置情報（端末から取得可能な GPS位置情

報、Wi-Fi情報、Bluetooth情報等）をサービ

ス等の提供（お客様からのお問い合わせへの

対応、お客様へのお知らせ、適切かつ安全な

サービス等の提供のための不正対策を含

む。）、改善や新たなサービス等の検討、サー

ビス等の御利用状況等の調査、分析に利用さ

せていただく旨を説明。 
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まとめました。 

1-4及び 3-1参照 

5. サードパーティによる情報取得への対応方針 

5-1. ウェブブラウザやアプリ経

由等でサードパーティが情

報取得することについての

方針 

（Third Party Cookie や広

告 ID等の取扱い） 

ウェブとアプリで方針は同

じか異なるか。 

・一部の Webサイトでは、第三者コンテンツ

提供者を使用している。第三者コンテンツ

提供者は、製品やサービスの広告を出すた

めに Webサイト間でユーザをトラッキング

する可能性がある。Safari では、「サイト

越えトラッキングを防ぐ」の設定を有効に

することで、ユーザが第三者コンテンツ提

供者の Webサイトを閲覧しない限り、トラ

ッキングデータは定期的に削除される （S

afariとプライバシー: https://support.

apple.com/ja-jp/HT210675)。 

・Cookie は、サイト側が同じ人が再訪してき

たときに分かるように、訪問者のデバイス

に残していくデータである。Safari で「す

べての Cookie をブロック」の設定ができ

る(iPhone、iPad、iPod touch で Safari 

から閲覧履歴と Cookie を消去する: http

s://support.apple.com/ja-jp/HT201265)。 

  -App で収集した情報をサードパーティー

と共有することについて、App Store Re

viewガイドライン（https://developer.

apple.com/jp/app-store/review/guidel

ines/#legal）「5.1.2 データの使用と共

有」に規定するとともに、App Storeで

は、すべての Appleプラットフォームを

対象に、ユーザーが Appをダウンロード

する前に Appのプライバシー方針を確認

できるようになった（https://develope

r.apple.com/jp/app-store/app-privacy

-details/）。App のユーザーデータをサ

ードパーティと共有する場合は、そのサ

ードパーティが Appのプライバシーポリ

シーや App Store Reviewガイドライン

で求められているものと同等の Data pr

otection をユーザーに提供しているこ

とを確認する必要がある。 

  - 法律で許可されているものでない限り、

事前にユーザーの許可を取らずに、ユー

ザーの個人データを使用、送信、共有す

ることはできない。 

  - App で収集したデータは、App の改善や

広告の提示といった目的でのみサードパ

ーティと共有することができる。 

  - ユーザアクティビティをトラッキング

（※）するには、App Tracking Transpa

rency APIを介して、ユーザーの明示的

な許可を得る必要がある。トラッキング

について詳しくは「ユーザーのプライバ

シーとデータの使用」（https://develop

er.apple.com/jp/app-store/user-priva

cy-and-data-use/）に記載。(※)トラッ

キングとは、デベロッパーが自身の App

で収集したユーザーやデバイスに関する

データを、ターゲット広告や広告効果測

定を目的として、他社の App、Web サイ

ト、またはオフラインのプロパティから

収集又はユーザーやデバイスに関するデ

ータに紐付ける行為を指す。また、ユー

ザーやデバイスに関するデータをデータ

ブローカーに共有することもトラッキン

グに該当する。 

・第三者とのユーザーの情報共有に関する Goo

gleのポリシーは、Googleのプライバシーポ

リシーの｢ご自分の情報の共有｣に規定。Goo

gleのプライバシーポリシーはすべてのユー

ザデータ及び第三者についてグローバルに

適用されるものである。詳細は 1-3の回答を

御参照いただきたい。 

・Googleは、ユーザーのデータを匿名化、統計

化し個人が特定できない形で第三者と共有

することがある。 

LINE アプリにサードパーティが情報を取

得するモジュールを設置する場合、情報を取

得する事業者の名称、取得される情報の項

目、利用目的等について、お客様へ情報提供

を実施。 

弊社は、人々の公開データおよびプライベー

トデータを収集するために設計された自動

化されたアクティビティが、あらゆるウェブ

サイトやサービスを標的にしていることを

承知しています。また、スクレイパー（悪意

のあるアプリ、ウェブサイト、スクリプト）

は、弊社が構築し、そして改善する防御に対

応して、検出を回避するために絶えず戦術を

適応させており、非常に敵対的な領域である

ことも承知しています。 

攻撃者にとってスクレイピングをより難し

く、より高い代償を必要とするための大規模

なセキュリティ戦略の一環として、弊社は 2

011 年からバグ発見報奨金プログラムを運用

しています。このプログラムは、外部の研究

者が潜在的なセキュリティ脆弱性を報告す

ることによって、弊社の製品とシステムのセ

キュリティとプライバシーの向上に貢献す

るものです。このプログラムは、コミュニテ

ィをより良く保護するために問題をより早

く検出・修正するのに役立っており、また、

資格のある参加者に報酬を授与することに

よって、より質の高いセキュリティ研究が促

進されています。2021年だけでも、46カ国以

上の研究者に 230万米ドル以上を授与し、合

計で約 25,000件の報告を受け、800件以上に

対して報奨金を授与しています。 

2021 年 12 月には、弊社はバグ発見報奨金プ

ログラムの拡大を発表しました。拡大された

プログラムでは、弊社は以下のような報酬を

提供しています。 

- 個人情報または機密情報

（例：電子メール、電話番号、住所、宗教ま

たは政治的所属）を含む、少なくとも 10万件

のユニークな Facebook 利用者レコードを含

む保護されていないまたは公開されている

データベースに関する報告 

- 弊社のプラットフォームに

おけるスクレイピングバグに関する有効な

報告 

Yahoo! JAPAN は、パートナー企業に対し

て、「Cookie」や「アプリ開発キット」などを

用いたパーソナルデータの取得を認めてい

る場合があり、プライバシーセンターの「パ

ーソナルデータの取得＞第三者による情報

の取得」においてこれらを説明するとともに

取得先を公表。 

代表例： 

・Yahoo! JAPANに対して広告を出稿・配信し

たり、コンテンツを提供したりする広告

主、広告代理店、広告配信会社やコンテン

ツプロバイダーなどのパートナー企業が、

Yahoo! JAPAN 上に掲載された広告やコン

テンツの効果を測定したり、Yahoo! JAPAN

のお客様に向けて行動ターゲティング広

告を配信したりする場合（Yahoo! JAPAN

は、お客様にあった Yahoo! JAPAN または

パートナー企業のコンテンツや広告の提

供のため、お客様がご利用の端末に対して

送信・保存する両者の Cookie を関連づけ

ることがある） 

・これらのパートナー企業および市場調査

会社が、自らまたは Yahoo! JAPANや Yahoo!

 JAPAN の提携先事業者の依頼を受けて、Yah

oo! JAPAN上のお客様のサービスの利用状況

等を調査する場合 

5-2. フィンガープリント、Unifie ・2-1の回答の「プライバシー 機能」の「『フ すべての人に開かれたウェブを維持するた 弊社の広告事業では、フィンガープリン オンライン広告業界では、以前から、異なる 広告事業において、現在の 3rd Party Coo
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d ID 2.0 等のクッキーの代

替手段での情報取得の動き

についての考え方 

ィンガープリント』作成の防止」記載のと

おり、Safariは、広告主やウェブサイトが

個々のデバイスが持つ特性のユニークな組

み合わせを使って「フィンガープリント」

を作成し、あなたを追跡するのを防ぐ。簡

略化されたシステム構成を提示し、トラッ

カーの目に多数のデバイスが同一に見える

ようにすることで、各ユーザーのデバイス

を特定しにくくしている。 

めに、広告は不可欠な要素である。しかし、変

化するユーザーのプライバシー保護への期待

に応えられなければ、そのエコシステムの存続

は望めない。多くの人々はウェブを閲覧する際

に身元や情報が安全に保たれることを求めて

いる。このため、Chromeチームではプライバシ

ーサンドボックスを紹介した。 

プライバシーサンドボックスの重要な目的

は、個別ユーザーに関するデータを共有したり

秘密裏に追跡したりする、不透明若しくはユー

ザーから見えない技術から、人々を保護する技

術を開発することである（これはフィンガープ

リントとして広く知られている。）。 

一例としては、端末の IP アドレスを悪用し

て、オプトアウトの知識がない利用者やオプト

アウトの選択肢がない利用者を特定しようと

するといった手法が挙げられる。Chromeは、ウ

ェブサイトの通常の動作を妨げることなく利

用者のアイデンティティを保護するために、I

Pアドレスをマスクする方法の新たな仕様提案

として Gnatcatcher（https://github.com/bsl

assey/ip-blindness）を公開。他の提案仕様と

同様に、ウェブコミュニティからのフィードバ

ックに基づき今後も改良を続けてまいる。 

この点に関する Google の考えに関する詳細は

こちら（https://japan.googleblog.com/2021

/02/2021-privacy-sandbox.html）より確認可

能。 

ト、Unified ID 2.0といった Cookieの代替

手段を現時点では導入していないが、Cookie

の代替手段の検討及び研究は実施。 

ウェブサイト間で収集されるデータの収集

と使用を制限する方向で動いています。Appl

e は数年前から Safari ブラウザでクッキー

を使用する機能を制限しています。Googleも

2023 年後半にサードパーティ製クッキーを

段階的に廃止する予定です。 

弊社のアプローチは、プライバシーを保護し

ながらパーソナライズされた広告を可能に

するテクノロジーを構築すると同時に、自由

でオープンなウェブをサポートすることで

す。 

弊社は今後もプライバシーに係る透明性と

利用者による管理を確保するべく投資して

いきます。また、業界における他の事業者も

こうした原則をプライバシーに対するアプ

ローチの基礎に据えるでしょうし、またそう

すべきだと考えています。しかし、まだまだ

やるべきことがあることも認識しています。 

ここ数年、私たちが取り組んできた方法のひ

とつであり、今後も優先的に取り組んでいく

ものが、プライバシー保護技術（PETs）への

投資です。これは、処理する個人情報を最小

限にしながらパーソナライズされた広告を

提供し、個人情報の保護に貢献することを目

的としています。PETsは、暗号技術や統計学

などの高度な技術を駆使しています。これら

の技術は、広告の測定やパーソナライゼーシ

ョンなどの重要な機能を維持しながら、処理

するデータを最小限にするのに役立ちます。

例えば、購入した商品やメールアドレスなど

の個人情報を遠隔地のサーバーやクラウド

に送信することなく、利用者のデバイスに残

っているデータを使ってアルゴリズムを学

習する方法を検討しています。また、例えば、

MPC（Secure Multi-Party Computation）は、

2 つ以上の組織が、互いに情報を知ることを

できなくしながらも協同することができる

システムのように、プライバシーに配慮した

広告測定システムの構築に向けた業界の取

り組みをリードしています。 

また、World Federation of Advertisers（世

界広告主連盟）のクロスメディア測定イニシ

アチブなど、業界のイニシアチブに参加し、

高度な広告ユースケースを可能にするプラ

イバシー重視の測定システムの構築を支援

しています。 

これらの技術はソリューションの一部です

が、同時に、データの最小化などプライバシ

ーに関する基本的な原則を守りながら、当社

の製品がデータを収集・使用する方法を検討

し続ける必要があります。そして、人々のプ

ライバシーを尊重しつつ、パーソナライズさ

れた広告のメリットを維持できると信じて

います。 

また、業界やパートナー企業、政策立案者な

どと協力して、人々のプライバシーを確保し

つつ、自由でオープンなインターネットをサ

ポートし、あらゆる規模の企業が広告を通じ

て顧客にリーチできるようにする方法を模

索することにも注力しています。当社は、Co

okie やデータ収集に関するポリシーや慣行

の変化に合わせて、この活動を継続していき

ます。 

kie による場合よりもお客様のプライバシー

保護を担保できる代替手段があれば導入を

検討する可能性はある。 

5-3. Topicsの導入目的、設計内容  Google は、ウェブにおけるユーザーのプラ

イバシーを改善しつつ、パブリッシャー、クリ
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エーターや開発者が隆盛するビジネスを構築

するためのツールを提供し、すべての人にとっ

て安全で健全なウェブを守るために、プライバ

シーサンドボックスというイニシアチブを始

めた。Googleは、広告が多くの企業にとって重

要であり、また、オンラインの無料コンテンツ

へのアクセスを支える不可欠な手段であるこ

とも理解している。 

Googleは、interest-based advertising（興

味/関心に基づく広告）における新しいプライ

バシーサンドボックスの取組である Topics を

1 月に発表。Topicsは、これまでの FLoC（htt

ps://privacysandbox.com/proposals/floc）の

開発から得た知見とコミュニティーから寄せ

られたフィードバックに基づいており、FLoCに

代わるものである。 

Topicsは、ブラウザが、ユーザーの閲覧履歴

に基づいて、例えば｢フィットネス｣や｢旅行｣な

どといったその週に関心の高い項目（トピッ

ク）を少数選ぶ。これらの項目は、3週間だけ

保存され、古い項目は削除される。項目の選定

は、Googleや他の外部サーバーは一切介さず、

完全にユーザーのデバイス上だけで実行され

る。ユーザーが Topics に参加するサイトにア

クセスすると、過去 3週間のそれぞれの週から

項目を 1つずつ、計 3つ選び、そのサイト及び

広告パートナーに共有される。Topicsは、ブラ

ウザがこれらのデータに対する重要な透明性

と管理を与えることを可能にする。また、Chro

meにおいては、項目の表示、不要なデータの削

除、機能の無効化を完全にできるようにするユ

ーザーコントロールを開発している。 

さらに重要な点として、項目は慎重に選別され

るため、性別や人種などといったセンシティブ

なカテゴリは含まれない。また、Topicsはブラ

ウザで動作するので、Third Party Cookieな

どのトラッキング手法と比べ、自分のデータが

どのように共有されているかを確認し、コント

ロールするためのより分かりやすい方法を提

供する。また、ユーザーが関心を持っている項

目をウェブサイトに提供することで、オンライ

ン事業者がフィンガープリンティングのよう

な隠密性の高いトラッキング技術を使うこと

なく、適切な広告の配信を継続することが可

能。 

6. アプリ提供マーケット 

6-1. SPIに関する取組状況 ・SPI が参照すべき政府ガイドラインの１つ

として強調されている（「ドキュメント ユ

ーザーのプライバシーを保護する」（https:

//developer.apple.com/jp/documentation

/uikit/protecting_the_user_s_privacy

/））。 

Google Playは、アプリやゲームがユーザー

のデバイス上でアクセスしようとしているデ

ータについて、ユーザーが十分な情報を得た上

で、判断できるような支援に努めている。その

取組の一環として、Google Playストアのアプ

リの掲載情報に個人情報の収集と使用の方法

を開示するよう、デベロッパーの皆様に義務づ

けている。 

詳細については、｢How Play works｣のウェブ

サイト（https://play.google.com/intl/ja_j

p/about/howplayworks/）を御覧いただきたい。 

   

6-2. アプリケーションプライバ

シーポリシーの作成や利用

者情報取扱いの透明性確保

の観点からのアプリ提供者

に対する働きかけや情報提

供 

・Appのデベロッパーに対し、App Store Re

view ガイドライン（https://developer.a

pple.com/jp/app-store/review/guideline

s/#legal）「5.1「5.1 プライバシー」と、

App Storeでの Appのプライバシーに関す

る詳細情報の表示（https://developer.ap

ple.com/jp/app-store/app-privacy-detai

ls/）で、プライバシーポリシーの記載、利

Google はセキュリティに投資しており、デ

ベロッパーによる悪用や不正を検出する、いく

つものシステムを導入。例えば、デベロッパー

によるユーザーの情報へのアクセスについて

定めた Google API利用規約は、デベロッパー

が収集、使用、他者と共有する利用者情報につ

いて明確かつ正確に定めたプライバシーポリ

シーを提供し遵守することを義務づけている。
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用者情報の取扱等について詳細に規定。 例

えば、 

 -すべての Appには、App Store Connectの

メタデータフィールドと各 App内にアク

セスしやすい形で、プライバシーポリシ

ーへのリンクを必ず含める必要がある。

プライバシーポリシーは分かりやすく明

確なものである必要がある。 

  -ユーザーや使用状況に関するデータを収

集する Appでは、収集するデータが収集

の時点またはその直後の時点で匿名であ

ると考えられる場合でも、そのデータ収

集に関してユーザーから同意を得る必要

がある。 

  -有料の機能は、ユーザーデータへのアクセ

スをユーザーが許可することを条件とす

ることはできない。 

  -Appでは、簡単にアクセスできるわかりや

すい方法でユーザーが同意を撤回できる

ようにする必要がある。 

  -必ず、「目的」でデータの用途を明確かつ

十分に説明する必要がある。 

  -Appでは、ユーザーのアクセス許可設定を

尊重する必要がある。不要なデータアク

セスに同意するようユーザーを誘導した

り、だましたり、強制したりすることは

許されない。可能であれば、アクセスに

同意しないユーザー向けに別の方法を用

意してすることが推奨される（例えば、

位置情報の共有に同意しないユーザーに

は、住所を手動で入力できる機能を用意

することができる、など）。 

  -ユーザーに情報を視覚的に提示する際は、

必ず SafariViewController を使用する

必要がある。SafariViewControllerを非

表示にしたり、別のビューやレイヤーで

隠したりすることは許されない。また、

SafariViewControllerを使用して、ユー

ザーの認知や同意なしに Appでユーザー

のトラッキングを行うことは許されな

い。 

・App Storeでは、ユーザーが Appのダウン

ロードする前に Appのプライバシー方針を

確認できる。個々の Appのプロダクトペー

ジで、ユーザーはその Appが収集するデー

タの種類を確認できるほか、その情報がユ

ーザーのトラッキングまたは個人やデバイ

スとの紐付けに使われているかどうかを確

認することができる。（ユーザーのプライバ

シーとデータの使用（https://developer.

apple.com/jp/app-store/user-privacy-an

d-data-use/）。 

・アプリのトラッキングの透明性：iOS 14.5

と iPadOS 14.5からは、アプリが他社の所

有するアプリやウェブサイトを横断してあ

なたの行動を追跡する場合、あなたの許可

を得ることが義務付けられた (プライバシ

ーコントロール (https://www.apple.com/

jp/privacy/control/))。 

また、デベロッパーが明示的な｢オプトイン｣の

同意なく、利用者の非公開データを他の利用者

やサードパーティに開示することや、スクレイ

ピング、データベース構築、その他利用者デー

タの恒久的コピーを作成することも禁止して

いる。 

さらに、Google の API サービス利用者デー

タポリシーは、デベロッパーがユーザーの Go

ogle アカウントデータにアクセスするための

許可を求めることを義務づけている。それらの

アクセス許可の要求は、ユーザーにとって合理

的なものでなければならず、アプリ実装に必要

な情報に限定される必要がある。デベロッパー

は、アプリの既存機能やサービス実装に必要な

Google ユーザーのデータへのみ、ユーザーへ

アクセスを求めることが可能。 

Google Playでは、アプリとゲームがデバイ

ス内のどのようなデータにアクセスを求める

かについてユーザーが十分な情報を得た上で

判断できるよう支援している。この取組の一環

として、以前から、デベロッパーが Google P

layストアのアプリリストで、どのようにユー

ザーの情報を収集し使用しているかを開示す

ることを義務づけてきた。2015 年に Android 

Marshmallowを発売した時には、利用者がいつ

でも、自身のデバイスでこまめに許可を確認、

付与、拒否できるランタイム権限を導入。 

7. PIA・アウトカムについての考え方 

7-1. PIAの導入状況 

（GDPR の DPIA の具体的な実

施方法や、その他の実施事

例） 

・GDPR及び人権活動の一環として、主な製品

やサービスについて PIA を行うとともに、

新たな製品やサービスを開発するにあたっ

て PIA を統合している。レビューは、アル

ゴリズムシステムに依拠した意思決定があ

プライバシーとセキュリティに対する Googl

e の投資は、すべてのプロダクトにおいて一貫

している。Google の製品や機能は、Google 社

内全体からの意見に加えて、世界中のユーザー

や専門家から定期的に意見を募る Google のプ

弊社では、PIA を導入。具体的には、新規

サービス・機能のリリース時等に PIAを実施

し、プライバシーへの影響を評価している。 

弊社は、プライバシー・レビュー・プロセ

ス（以下「プライバシー・レビュー」という。）

を導入。このプロセスは、人々の情報の収集、

使用、又は共有及び、弊社のプライバシー及

びセキュリティ慣行に関する外部への説明

2-5 の回答のとおり、弊社のガバナンスシ

ステムが適切に機能することを担保するた

めの取組として、プライバシー影響評価（PI

A）の試験運用を始めており、今後、親会社で

ある Zホールディングス株式会社のデータガ
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るか否か、当該意思決定による個人や人権

への影響を評価することを含む。リスクレ

ベルが、識別されたリスクによって１年か

ら２年にわたる再評価期間とともに全ての

データ利用に割り当てられる。もしもアル

ゴリズムシステムの開発に個人データが利

用されている場合には、ユーザーのために、

Apple の業界を牽引するコントロールに合

わせて、ユーザーがそれらのデータ利用に

同意しコントロールする手段を提供する。

また、私たちの PIA プロセスの一環とし

て、全ての企業買収でプライバシー慣行を

十分に評価することもしている。PIA では、

私たちがビジネスを行う関連法域において

法律がどのようにプライバシーに影響を与

え、関連するプライバシーリスクをどのよ

うに評価するのかを考慮する（プライバシ

ー・ガバナンス（https://www.apple.com/

legal/privacy/en-ww/governance/））。 

ライバシーとデータ保護オフィスの専門家の

承諾を得るまで提供を開始することはない。 

に係るプライバシーリスクを評価するプロ

セスである。また、このプロセスは、弊社が

特定したプライバシーリスクを識別し、軽減

するためのものでもある。 

プロダクトや機能の開発、新規又は変更さ

れた慣行の見直しは、プライバシーに関する

次のような観点から実施。 

 

・目的の限定： 

人々に価値を提供する、限定された明確な

目的のためにのみデータを処理する。 

・データの最小化： 

明確な目的を達成するために必要な最小

限のデータを収集・作成する。 

・データの保持： 

明確に示された目的を遂行するために実

際に必要とされる期間のみ、データを保持す

る。 

・外部によるデータ誤用： 

データの乱用、偶発的な損失及び権限のな

い第三者によるアクセスからデータを保護

する。 

・透明性と管理： 

プロダクトの動作やデータの取扱いにつ

いて、積極的に、明確に、正直に伝える。可

能な限り、また適切な場合には、人々が管理

できるようにする。 

・データへのアクセスと管理： 

弊社が収集又は作成したデータに人々が

アクセスし、管理できるようにする。 

・公正さ： 

弱い立場にある人々のリスクを特定して

軽減し、人々のために価値が創造されるよう

なプロダクトを構築する。 

・説明責任： 

弊社の意思決定、プロダクト、業務に関わ

る内部プロセスおよび技術的コントロール

を維持する。 

 

プライバシー・レビューは、弊社のコンプ

ライアンス義務を評価して遵守し、法的要件

を超えた広範なプライバシーリスクを特定

して軽減するために使用される、深く協力的

で部門横断的なプロセスである。このプロセ

スは、プライバシーチームが主導し、プロダ

クト、エンジニアリング、法的規制、セキュ

リティ、ポリシーなどのバックグラウンドを

持つ、法務、ポリシー、その他を含めた横断

的なチームに所属する社内のプライバシー

専門家の専門家グループが実施。このグルー

プは、プライバシー審査の決定と提案を行う

役割を担っている。 

このプロセスの一環として、 横断的なチ

ームは、プロジェクトに関連するプライバシ

ーリスクを評価し、それらのリスクをコント

ロールするために発売前に行う必要のある

変更があるかどうかを判断する。横断的なチ

ームのメンバー間で何をすべきかの合意が

得られない場合、チームはより上層のリーダ

ーシップに諮り、解決のために必要であれば

さらに CEOに諮る。 

バナンスの方針に沿って本格運用に向けて

取組を進める予定。 

7-2. 利用者情報の取扱いに関す

るアウトカムについての検

討状況（検討している場合、

どのような考え方に基づき

・7-1の回答参照 PIA を実施する際、プライバシーの観点に

おける影響の有無・程度、利用者への不利益

の有無、利用者の予想に反して情報が外部に

公開されないか、利用者が気持ち悪いと感じ

弊社は、全社的なプライバシーリスクを特

定、評価、対処するための年次評価を行うと

ともに、事故発生後にプライバシーリスクを

評価するプロセスを実施するプライバシー

2-5 の回答のとおり、弊社のガバナンスシ

ステムが適切に機能することを担保するた

めの取組として、プライバシー影響評価（PI

A）の試験運用を始めており、本格運用を目指
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判断しているか） ないか等といった点を考慮。 リスク評価プログラムを設計。今後、時間を

かけて評価しながら、プライバシーリスク評

価プロセスを進化・成熟させていく。  

さらに、新しいプロダクトや機能にプライ

バシー・バイ・デザインを確実に組み込むた

めの説明責任プロセス、セーフガード、技術

的メカニズムを構築した。私たちを取り巻く

世界に即座に対応する必要がある中で、こう

したプロセスにより、新しいプロダクトや機

能におけるプライバシー面での配慮を改善

することが可能。 

して取組を進めているが、この中でお客様に

提供する便益とデータの利用によるユーザ

ーへの影響のバランスが取れているか考慮

される予定。 

7-3. 利用者に対する、PIA の結果

やアウトカムの説明の取組

状況 

・プライバシー ・ガバナンスについて次のリ

ンクを参照（https://www.apple.com/legal/

privacy/en-ww/governance/）。 

PIA の結果を踏まえて、サービス・機能の

実装の際に説明やチュートリアルを追加す

る等の対応を実施。 

プライバシーに関する決定は、私たちが利

用者とどのようにコミュニケーションをと

るかという DNAに組み込まれている。 

ニュースルームの投稿（「データを安全に

転送するための手順」など）、データポリシ

ー、透明性レポート、利用者へのグローバル

な通知と更新、Facebookヘルプセンター（利

用者がプライバシーや共有の設定を行う際

に利用できる「プライバシーチェックアッ

プ」など）を通じて、プライバシーに関する

決定事項を明らかにしている。 

PIAの本格運用にあたって検討予定。 

8. 個人情報保護管理者の設置状況 

8-1. 設置状況 ・データ保護責任者 Google では、プライバシーやセキュリティ

の領域において、人員体制含め多くのリソース

を投じている。また、世界の様々な拠点で担当

者が従事しており、プロダクトやサービス毎に

担当が異なる場合もある。 

各企業において、最適な管理者が選任される

ためには、その要件は実効的かつ合理的な観点

から判断されるべきであり、（特定の肩書や物

理的な所在を要求する等の）規範的なものにな

りすぎないようにすべきと考える。 

弊社では、個人情報保護管理者：CPO（Chi

ef Privacy Officer）を設置。 

CPO は、弊社の個人情報保護に関する方針

を決定し、それらを周知・実行する役割を担

っている。 

製品担当の CPO (最高プライバシー責任

者)とポリシー担当 CPOを任命。 

お客様のデータを守るために、CISO（最高

情報セキュリティ責任者）・CDO（最高データ

責任者）・DPO（データ・プロテクション・オ

フィサー）を設置。 

8-2. 名称等 ・8-1の回答のとおり 8-1の回答のとおり。 製品担当 CPO Michel Protti 

バイスプレジデント兼ポリシー担当 CPO Eri

n Egan 

CISO（最高情報セキュリティ責任者） 

CDO（最高データ責任者） 

DPO（データ・プロテクション・オフィサー） 

8-3. 業務内容 ・8-1の回答のとおり  8-1の回答のとおり。 製品担当 CPOの Michel Prottiが率いるプ

ライバシーチームは、技術部門と非技術部門

の多数のチームから成り、それぞれが経験豊

富なリーダーの下でプライバシーに集中し

て取り組んでいる。 

プライバシーチームは、包括的なプライバ

シープログラムの構築にあたって中心的な

役割を果たしている。チームのミッションは

「Meta のあらゆる活動において利用者のプ

ライバシーを尊重すること」であり、これが

取組の指針となっている。 

プライバシーチームはプライバシーに関

する責任を担う数多くの組織の一つに過ぎ

ない。Metaでは、様々な組織で様々な役割を

担っている何千人もの社員が、パブリックポ

リシーやプライバシー戦略、法務といったビ

ジネスのあらゆる側面にプライバシーへの

配慮を浸透させるために努力している。プラ

イバシーを適切に取り扱うには、部門を越え

た深いレベルでの連携が必要である。私たち

は、Metaの全社員がその責任を担っていると

考えている。 

バイスプレジデント兼ポリシー担当 CPOの

Erin Eganが率いるプライバシー関連公共政

策チームは、新しい規制のフレームワークな

ど、プライバシーに関するグローバルな議論

に Metaが参加できるよう指揮を執っている。

また、世界各国の政府や専門家から受けた指

摘が、Metaの製品デザインやデータの使用方

法に反映されていることを、プライバシー審

査プロセスなどで確認している。 

プライバシー委員会は、Metaの取締役会か

ら独立した委員会である。四半期ごとに会合

○CISO（最高情報セキュリティ責任者） 

セキュリティ対策を推進するために、CI

SO と各組織の情報セキュリティ責任者を

設置し、あらゆるシーンでお客様のデータ

を守るために組織的な対策を徹底。 

○CDO（最高データ責任者） 

法令を遵守しプライバシーに配慮したデ

ータの利活用を推進するために、2017年度

から CDO とサービスごとのデータ責任者を

設置。 

○DPO（データ・プロテクション・オフィサー） 

2020年 5月に、ヤフー株式会社が取り扱

うお客様のデータの保護について、客観的・

中立的な立場からの助言や、活用方法の監

視などを通じて、適切なデータ活用を進め

ていくことを目的に、DPOを新設。 

 

お客様が安心して快適にサービスを利用

できるよう、データの管理を徹底。 
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を開き、プライバシーに関する取組について

評価を実施。類似分野の監督職の経験が豊富

な社外取締役で構成されている。 

委員会メンバーは、Metaのプライバシープ

ログラムの現状や、FTC 命令の遵守状況に関

して、プライバシープログラムの継続的な審

査と報告を職務とする社外の評価者から定

期的に報告を受ける。 

内部監査チームは、プライバシープログラ

ムとそれを支えるコントロールフレームワ

ークの全体的な健全性を、独立した立場から

保証する。 

（https://about.facebook.com/ja/actions

/protecting-privacy-and-security/privac

y-progress/） 
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